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１ はじめに 

総合計画等達成度評価を行って 

すさまじい勢いで激変する世界、我々はまさにその激動のまっ只中にいる。 

特に今、喫緊の課題となっているのが、人口減少問題である。東京など大都市に

人口が集中し、一方地方では人口の減少、過疎化が大きな問題となっている。 

このような中、越前市総合計画（平成１９年度～平成２８年度）では、平成２３

年度及び平成２６年度に総合計画基本計画の改定を行い、この激動の時代に、すば

やく対応できる施策を追加し、実施してきた。 

さらに昨年、市は国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案し、これまで

の議論や越前市人口ビジョンを踏まえ、本市の「まち・ひと・しごと創生」に向け

た基本目標や施策の方向をまとめた「越前市総合戦略（平成２７年度～平成３１年

度）」を策定した。総合戦略の策定、推進にあたっては、人口減少に歯止めをかける

ための五つの柱を基本目標とし、これに沿って施策を展開している。 

本委員会では、行政側から、それぞれの政策・施策について、（１）今年度の目標、

指摘、要請のあった事項に対する取組みの概要、（２）結果及び成果の分析、（３）

評価及び今後の方向性等、の三つの項目に分けての説明を受け、その「内部評価」

をよく検証した。 

さらに、今回から、前記のとおり「越前市総合戦略」についても「具体的施策の

実施状況」の項目を設けて、同じく説明を受け、総合戦略の施策の達成度について

も、市としてどのように評価しているか、大変関心を持って検証し、評価を行った。 

今回、評価委員会の委員７人のうち５人が新しく入れ替ったので、気分一新、市

民の目線、市民感覚の中で、慎重かつ大胆に、公平かつ総合的な観点に立って、施

策の成果に対して、厳正な評価を行ったところである。 

特に、初めに述べたように、何よりもまず人口減少問題の解決に、よりよい成果

が現れることを期待するとともに、この達成度の評価が、行政に素早く反映され、

市民の幸福と市民生活の向上に資せんことを心から願っている。 

越前市総合計画等達成度評価委員会 

委員長  藤 下 洸 養   
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２ 評価方法 

評価にあたっては、委員全員が、市政運営、施策の展開状況等を委員会の狙いで

ある市民の視点、観点に立って注視し、委員会での審議、評価に努めた。 

評価は、市総合計画の平成２７年度の政策の達成度について、実践プログラムに

掲げる数値目標の達成度及び主要な事業の進捗状況等、市が提示した内部評価結果（※） 

を参考に、総合的な評価・検証を行ったものである。 

市総合計画に掲げる５本のまちづくりの柱である「元気な産業づくり」「元気な人

づくり」「快適で住みよいまちづくり」「安全で安心なまちづくり」「市民が主役のま

ちづくり」及び、市の行財政運営に関する柱の「地方分権に対応した行財政運営」

それぞれの柱並びに政策、施策を評価対象として行った。 

また、市総合戦略における「具体的施策の実施状況」及び数値目標・KPI を検証し、
施策の進捗状況について評価した。

なお、評価結果は、次の４段階評価とし、それぞれに委員会としてのコメントを

添えた。 

Ａ：十分に達成された 

Ｂ：達成された 

Ｃ：達成度やや低い 

Ｄ：達成度が低い 

※ 市が提示した内部評価票（別資料）は、次の４段階評価となっている。 

４：十分に達成できた

３：達成できた 

２：相当程度達成（達成まであとわずか） 

１：達成には程遠い、もしくは目標に向かっていない 
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３ 評価結果 

まちづくりの柱 評価 
まちづくりの柱 

政策数 
政策の評価（内訳） 

元気な産業づくり Ａ ６政策 Ａ：３ Ｂ：３ 

元気な人づくり Ａ ９政策 Ａ：６ Ｂ：３ 

快適で住みよいまちづくり Ａ ５政策 Ａ：３ Ｂ：２ 

安全で安心なまちづくり Ａ ５政策 Ａ：５ Ｂ：０ 

市民が主役のまちづくり Ａ ４政策 Ａ：２ Ｂ：２ 

地方分権に対応した行財政運営 Ｂ ３政策 Ａ：１ Ｂ：２ 

全  体 
Ａ：５ 

Ｂ：１ 
３２政策 

Ａ：２０ 

Ｂ：１２ 

-3-



H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

85,982人 85,660人 85,569人 85,068人 84,487人 83,617人 83,614人 83,366人

達成度

・第１節や第６節など、子どもの保育や教育に関する施策については、今まで以上に力強
い熱意を感じることができた。越前市はまさに、「子は社会の宝」を体現している。
・一方では、今後増えるであろう、高齢者・障がい者・生活困窮者といった社会的弱者への
取組みは、まだまだ課題も多く道半ばの感もある。引き続き、着実に邁進してもらいたい。
特に、地域で対応が可能な施策は、地域と行政が一体となって取り組んでいくことを強く
お願いしたい。

・元気な産業づくりということで、各節ともに重要な施策であることは、承知しているが、特
に２７年度に策定された「越前市総合戦略」の「定住化の促進」という観点に重きをおくと、
第１節と第６節がより重要度を増していると考えられる。その部分の評価が高い点を考慮に
入れた。
　なお、「定住化の促進」から、人口減少に歯止めをかけることは、越前市だけでなく日本
の喫緊の重要課題であることは否めないので、引き続き大胆な施策と地道な活動に邁進
してもらいたい。

達成度評価

コメント

Ａ

A

・住環境の整備、街路整備や上下水道の整備といった定住化の促進につながる施策と、
ネットワーク型コンパクトシティの形成に向けた施策は、どちらも将来の越前市のまちづくり
の中で、とても重要である。新庁舎の建設や、南越駅周辺整備といった大事業を推進しな
がら、これらの取組みも着実に進めてもらいたい。
・また、一方では、コウノトリをシンボルとした、豊かな自然環境を活かしながら魅力あるまち
づくりの各取組みは、県下でも大変評価が高いので、今後も今以上の取組みを期待した
い。

越前市総合計画等達成度評価票　＜全体＞　

定住化の促進

重
点
目
標

H17.10

基本構想
総　人　口（年度末人口）

実　績　値

４　総合計画等達成度評価票

Ａ

B

・財政運営については、少しでも改善されるように取り組んでいる姿勢は、評価に値する
し、成果としての数値も県内他市と比較しても悪い数字でないので、実際の成果はあると
考えられる。ただし、その成果をいかに市民にわかりやすく開示するかという点では、まだ
まだ足りていない。市民にとっては、行政用語と数字を示されてもなかなか理解できないこ
とを念頭に入れて、情報を開示してもらいたい。もちろん、市の各施策の結果についても、
わかりやすい開示をお願いしたい。

・地区の自治振興会を中心に市民と協働して市民自治の推進に取り組んでいることは、あ
る程度成熟の段階に入ってきた。今後は、活動されている方もだんだんと高齢化している
ことから、若い世代・女性・外国人等にも積極的な参加を促して、持続可能なよりよい市民
活動に取り組んでもらいたい。
・インパクトある広報紙や、市ホームページを見やすく改善したこと、若者に迅速に情報を
発信しやすいＳＮＳを利用していることなどは、前衛的な取組みであり、時代にマッチして
いる。
・市民交流については、友好都市のあり方も含めて整理してもらいたい。

Ａ

基準値

Ａ

87,742人

・治山・治水対策として、土砂災害特別警戒区域の全指定が終わったことは、成果があっ
た。今後は、適切な運用を考えていくことが必要になる。
・教育委員会と協力した市内全小学五年生を対象とした、「命の講習会」の開催は、防犯・
救急の観点でも、とても有意義な取組みである。
・住宅用火災報知器の設置率が高いことは、地道に啓発活動を行った結果であり、成果も
高い。今後もさらに進めてもらいたい。

基本政策

地方分権に対応した行財政運
営

安全で安心なまちづくり

市民が主役のまちづくり

ま
ち
づ
く
り
の
柱

元気な産業づくり

元気な人づくり

快適で住みよいまちづくり
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達成度 コメント

活力と創造性に満ちた工業の振
興

Ａ

・大手の企業（工場）は、オートメーション化していて、求人が一時は増加しても、
増加し続けることは難しい。企業には、雇用を継続して、従業員に越前市への定
住化をもっと進めてほしい。
・女性の起業家に対する援助については、２７年度は準備段階であり、具体的に
は２８年度から実行するとのことであるが、方向性を間違わずに推進していってほ
しい。
・大手企業に対しての取組みは評価できる。今後は、中小企業に対しての取組
みについて、成果目標を数値化していくとなおいいと思う。
・大手企業について、雇用が回復している点は評価できるが、今後の要望として
は、インテリジェンス（企画調整）をする雇用の拡大を目指してほしい。

魅力ある商業の振興 Ｂ

・まちなか開業支援については、開業をしても経営を続けていくことは難しい。今
後は、伴走型及び継続した経営支援を強化すべき。
・開業してからの５年継続率が１５％、１０年継続率が６％と言われていることを考
えると、開業件数も今以上に増やしていくべき。
・持続可能な支援をしていくには、後継者の育成により力をいれなければならな
い。
・ものづくりと商業は密接な関係であり、両者ともに人口を増やしていくことが重要
である。まちづくり武生（株）と協力して、定住化を図るべきである。

出会いと感動のある観光振興 Ｂ

・観光関連の市のホームページは、改善されて見やすくなった。
・市に大いに関係のあるいわさきちひろさんや、かこさとしさんのグッズを販売して
いるところが少ない。
・観光客入込数のうち、産業観光に特化した数値をつかむべき。
・菊人形は、時代のニーズに少しそぐわない事業かもしれないが、継続して運営
していくことについては評価できる。
・一乗谷朝倉氏遺跡も観光アドバイザーにソフトバンク（株）がついて、ＰＲ効果が
抜群だった。柔軟なアイデアで仕掛けていくことが必要。
・Ｗｉ－Ｆｉの整備は外国人観光客にとっても良い。

地域資源を活かした農業の振興 Ａ

・農地の集積化は国の命題であり、越前市の集積化は順調に進んでいるとのこと
で評価できる。
・市独自の事業だけでなく、ＪＡ越前たけふとの連携した取組みについては、評価
できる。一方で、鳥獣被害対策については、市だけで行うには限度があるように
思う。関係機関の協力を仰ぎ、さらなる対策を講じなければならない。
・子どもの頃から、土に触れることも農業者育成において、必要である。
・越前市の米は美味しいと言ってもらえる。越前市の米をＰＲしたい。

みどり輝く森林づくり Ｂ

・八ツ杉森林学習センターや金華山グリーンランドの取組みは評価できる。
・市単独でできることは、限られているので、国産材の利用促進政策や、バイオマ
スの活用等国や県との連携した体制作りが重要となる。
・農林水産業を後継者育成を後継者育成という観点でみると、農業と水産業につ
いては、後継者の育成がまだ進んでいるが、林業については、非常に厳しく、何
らかのアクションをおこさないと廃れる一方である。
・森林資源は、日本で唯一豊富にある資源であるので、有効な利用方法を官民
あげて取り組むべきである。

いきいきと働きやすい環境の充
実

Ａ

・越前市においても「総合戦略」を推進しているように、地方創生の流れの中で各
自治体がビジョンを創っていることは、全国での勝ち抜き合戦となっている。是
非、勝ち抜けるよう様々な施策を強化してほしい。
・一般的に、雇用される側の労働者には、離職しないような啓発研修等を行って
いる企業および自治体は多いと思うが、雇用する側の経営者に対して、社員が辞
めない環境づくり等の研修を行っていることはないと思う。今後は、そのような取
組みも必要ではないか。
・越前市役所でも、ＩＪＵターン者の取組みをされているが、よりたくさんのＩＪＵター
ン者が増えることを期待したい。

越前市総合計画等達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

【達成度評価】
まち
づくり
の柱

元気な産業づくり
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達成度 コメント

Ａ

・元気な産業づくりということで、各節ともに重要な施策であることは、承知してい
るが、特に２７年度に策定された「越前市総合戦略」の「定住化の促進」という観点
に重きをおくと、第１節と第６節がより重要度を増していると考えられる。その部分
の評価が高い点を考慮に入れた。
　なお、「定住化の促進」から、人口減少に歯止めをかけることは、越前市だけで
なく日本の喫緊の重要課題であることは否めないので、引き続き大胆な施策と地
道な活動に邁進してもらいたい。

元気な産業づくり

＜総　括＞
(再掲)

【達成度評価】
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達成度 コメント

子どもの笑顔が輝く環境づくり Ａ

・市の取組みには熱意が感じられて、非常にうれしかった。まさに「子どもは社会
の宝」を念頭においた施策がたくさんあると感じる。
・子どもが笑顔になる施策は、将来定住化の促進に必ずつながっていくものであ
る。道は長いけれど、着実に取り組んでいってもらいたい。
・すくすくすまいる事業所登録については、事業所を増やすだけでなく、制度を
運用してもらうことに力点をおいて進めるべきである。

安心して暮らせる長寿社会の実
現

Ａ

・独居老人の世帯が多くなると、要介護等認定者の出現率が上がると考えられる
ので、三世代同居世帯を進める施策が必要でないか。より、同居世帯を増やして
いくことが、定住化の促進にもつながる。
・高齢者の中には、地域やコミュニティのなかに溶け込むことが、不得手な人もい
る。周りは、そのような方を孤立させないよう、その人の特性を活かしながら、小さ
な輪でいいから輪に入れることが大切。
・越前市は地域力が高いので、行政としては高齢者福祉施策を地域に降して、
地域で解決していくという方向性は間違ってはいないが、地域側から見れば、地
域の負担が増えているだけで、行政が手を抜いているとも思われる。行政の努力
もなくしてはならない。

障がい者が安心して暮らせるま
ちづくり

Ｂ

・障がい者スポーツクラブの支援等、今後も継続して取り組んでもらいたい。
・地域での障がい者への見守り体制や交流事業の取組みについて結果に結び
つかなかった。地域では、高齢者への取組みが優先されてしまう部分があるとの
ことだが、、どちらが優先ではなく、どちらも優先されるようさらに努力してほしい。

健やかで元気に暮らせるまちづ
くり

Ｂ

・がん検診の受診率がなかなか上がらないが、原因追及をもう少し強化しないと、
対応策もとれないのではないか。周知も含めて、原因追及をしっかり取り組んでも
らいたい。
・小児・周産期医療の体制の充実がまだまだとのことであったので、今後も継続し
て取り組んでもらいたい。

助け合い、支え合う地域社会の
形成

Ａ

・生活困窮者への支援及び自立への支援については、各自治体にとって、今後
ますます大きい課題となってくる。その中で、越前市の施策は、地域や他団体と
の連携がみえ、成果を残している。今後は、越前市だけでなく、周辺の自治体に
も好影響を及ぼしてほしい。
・生活困窮者への就労支援について、県内一位であることの数値指標の裏付け
を明示してほしい。

越前市総合計画等達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

【達成度評価】
まち
づくり
の柱

元気な人づくり
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達成度 コメント

越前市総合計画等達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

【達成度評価】
まち
づくり
の柱

元気な人づくり

人間力を高める教育の充実 Ａ

・赤ちゃん抱っこ、夢の教室、菊花マラソンの伴走等、素晴らしい取組みを行って
いる。今年度より投票可能年齢が１８歳になるので、ぜひ主権者教育も取り入れ
てほしい。また、ふるさと教育と人口問題に関する教育は、今後もより充実してほ
しい。
・学校耐震化も全て完了した。越前市の学校環境は、施設も教員も生徒もどれも
県下に誇れると思う。
・スマホやタブレットなどの利用も必要だが、辞書を使って調べものをすることも大
切である。
・市産業活性化プランで「マグネットコンテスト」への参加促進が掲載されているの
で、地元企業を知ってもらうため、また、子供の科学技術への関心を高めるため
に、市でも周知に取組んでもらいたい。

主体的に学びを活かす生涯学
習社会の実現

Ａ

・生涯学習の成果は、自分が学んだことを社会に還元して、初めて効果があると
考えるので、市民に学ぶ機会をつくるだけでなく、学びを活かせる機会を作って
いくことを、今後進めてほしい。
・親子での読書の機会が少ないように思うので、親子読書の施策をより進めるべ
きである。
・公民館の耐震化計画も学校耐震化と同様に力を入れて取り組んでもらいたい。

誇れる歴史、芸術文化の創造 Ａ

・越前和紙の世界文化遺産登録への進捗については、着実に進んでいると思う
が、引き続き進めていってもらいたい。
・文化財の保存について、火災対策は毎年行っているが、熊本地震の熊本城の
被害など、地震や水害などの自然災害への対策も強化してほしい。
・越前市関係の偉人をよりＰＲしてもらいたい。
・市の歴史文化については、いろいろな施策をとっているが、やや空回りしている
感がある。尻切れにならないようにじっくり取組むことも必要である。

生涯スポーツのまちづくり Ｂ

・菊花マラソンの参加者が減少したことは、とても残念である。全国的に市民マラ
ソン大会が増加の傾向にあるからとの理由であったが、もう少し分析し、より魅力
あるマラソン大会にしてもらいたい。
・「福井しあわせ元気国体」や「福井しあわせ元気大会」に向けて、ハード面の整
備は実行されているが、競技人口拡大や、審判員の養成といったソフト面につい
ても、盛り上げていってほしい。２巡目だからかわからないが、もう一歩盛り上げが
必要である。

達成度 コメント

Ａ

・第１節や第６節など、子どもの保育や教育に関する施策については、今まで以
上に力強い熱意を感じることができた。越前市はまさに、「子は社会の宝」を体現
している。
・一方では、今後増えるであろう、高齢者・障がい者・生活困窮者といった社会的
弱者への取組みは、まだまだ課題も多く道半ばの感もある。引き続き、着実に邁
進してもらいたい。特に、地域で対応が可能な施策は、地域と行政が一体となっ
て取り組んでいくことを強くお願いしたい。

【達成度評価】

元気な人づくり

＜総　括＞
(再掲)
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達成度 コメント

秩序ある土地利用の推進 Ｂ

・中心市街地、周辺の市街地、中山間地域等を結びつけて集約化を図るという、
ネットワーク型コンパクトシティの方向性は間違ってはいない。しかし、実現するた
めには、非常にたくさんの課題もある。結果には期待しているが、今はまだ道半
ばな感じである。
・女性の感覚で言えば、まちなかに評判のお店があれば、ある程度の賑わいを創
出できるのではないか。その、賑わいを次に活かしていくことも大事である。
・ＪＲ武生駅前は市の玄関口の一つとして、魅力ある区域である。午後８～９時に
は、真っ暗な街にならないようなまちづくりを行ってほしい。

コンパクトで機能的な都市構造
の形成

Ａ

・自然と調和した田園森林地域の形成への取組みは、コウノトリをシンボルに地域
と協働して、着実に成果を上げていることは、県下でも評価が高い。工業製品出
荷額県一位であるものづくりのまちなのに、自然環境豊かなまちづくりを実現させ
ていることは市民として誇りに思う。
・中心市街地及び一般市街地の整備は、難しい問題もたくさんあることは理解で
きる。今後は、まちづくり武生（株）等と協力し、まちなかの賑わいを活性化して
いってもらいたい。

うるおいのある住環境の創出 Ｂ

・定住化の促進には、住環境の整備が不可欠である。市外から人を呼び込むた
めにも、どの施策も着実に取り組んでもらいたいが、まだまだ課題もたくさんある。
・新婚夫婦家賃補助は制度としてはいい。対象にならなくて転出させないようにし
てほしい。
・昨年も要望したが、安全でおいしい水が飲めることのＰＲに力を入れてほしい。

快適な交通体系の整備 Ａ

・街路整備事業は、戸谷片屋線の整備が全線開通になりとても便利になった。残
るは河濯線と本田線の２路線となった。引き続き、快適なまちづくりのため推進し
てもらいたい。
・道路の維持管理については、吹付法面や盛土の点検も実施してもらいたい。
・福武線については、さらなる利用者数の増加を期待したい。
・通学路の歩道の除雪は、子供たちの安全を確保するという点で、優先的に行っ
てもらいたい。

環境にやさしいまちづくり Ａ

・市民の環境意識が高くなっているがゆえに、市民も自治体も無理なく取り組める
ようなもう一歩進んだ持続可能な施策の取組みが必要である。
・国も含めて太陽光発電事業が衰退していくことは仕方がないと思う。
・ゴミの分別は、他の市町村より先進的な取組みで評価できる。

達成度 コメント

Ａ

・住環境の整備、街路整備や上下水道の整備といった定住化の促進につながる
施策と、ネットワーク型コンパクトシティの形成に向けた施策は、どちらも将来の越
前市のまちづくりの中で、とても重要である。新庁舎の建設や、南越駅周辺整備
といった大事業を推進しながら、これらの取組みも着実に進めてもらいたい。
・また、一方では、コウノトリをシンボルとした、豊かな自然環境を活かしながら魅
力あるまちづくりの各取組みは、県下でも大変評価が高いので、今後も今以上の
取組みを期待したい。

【達成度評価】

快適で住みよいまちづくり

＜総　括＞
(再掲)

越前市総合計画等達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

まち
づくり
の柱

【達成度評価】
快適で住みよいまちづくり
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達成度 コメント

地域が支える防災体制の充実 A

・町内集会場等への耐震診断や耐震補強工事の補助については、今回の熊本
地震においても耐震化の低い家が被害があっていることを鑑みると、この先も継
続してもらいたい。また、避難所になっている集会場もたくさんあることから、二次
災害の予防等も含めて検討してもらいたい。
・熊本地震のように車やテントで避難している方がいた場合は、避難所を利用し
ている人と同様な支援をしてもらいたい。
・防災マップ・避難マニュアル作成町内が、６５町内増えたことは大変よいことであ
るが、一日も早く全町内で作成するように促してもらいたい。

郷土を守る治山･治水対策の充実 A

・土砂災害特別警戒区域の全指定が終わったことは成果がある。これからは、運
用を考えていってもらいたい。
・空家対策について、居住用財産を譲渡した場合の控除制度（相続人が建物の
改修をして譲渡した場合は、最高3,000万円の控除を受けることができる。）を周
知して進めていくとよいのではないか。

地域ぐるみの防犯対策の充実 A

・刑法犯認知件数も、人口割で発生率を出すなどして、県下何位とした指標にす
るとよりわかりやすいと思う。
・地区の人が、善意で子供たちに挨拶したことが、こえかけ事例となったケースも
あると聞く。子どもたちの安全を守ることは第一であるが、せっかくの挨拶するとい
う土壌もなくしてはならない。何かいい方法を検討してもらいたい。

消防・救急体制の充実 A

・教育委員会と協力した越前市全小学校五年生を対象とした、「命の講習会」の
開催や、住宅用火災報知器の設置率は、大変良い取組みであり、成果も高い。
今後もさらに進めてもらいたい。
・消防団員の確保、女性消防団員の普及等は今後も継続して、定数を確保して
もらいたい。

暮らしの安全の向上 A

・越前市の業者にはないとは思うが、全国で食品廃棄物偽装が問題になるケー
スもあるので、事業所にも消費者教育を啓発していく必要があるのではないか。
・グリーンベルトの効果について、ゾーン３０と組み合わせるとより効果的であるな
ら、子供たちの安全を守るために導入してはどうか。
・自転車による交通事故も全国的に問題となっているが、越前市では、小中学生
については学校での交通教室で指導しているが、高校生、高齢者、外国人にも
施策として、自転車教室を開催するとよい。

達成度 コメント

A

・治山・治水対策として、土砂災害特別警戒区域の全指定が終わったことは、成
果があった。今後は、適切な運用を考えていくことが必要になる。
・教育委員会と協力した市内全小学五年生を対象とした、「命の講習会」の開催
は、防犯・救急の観点でも、とても有意義な取組みである。
・住宅用火災報知器の設置率が高いことは、地道に啓発活動を行った結果であ
り、成果も高い。今後もさらに進めてもらいたい。

越前市総合計画等達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

【達成度評価】
安全で安心なまちづくり

安全で安心なまちづくり

＜総　括＞
(再掲)

【達成度評価】

政　策

まち
づくり
の柱
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達成度 コメント

市民自治の推進 Ａ

・地域貢献活動支援補助金の対象になった、学生のよい活動に対しては、今後
発展できるように支援する施策をとってもらいたい。
・これからの地域を担う若者の参加を促すことに、ますます取り組まねばならな
い。
・次々と新しいイベント等を地域で実行させることも必要なことではあるが、負担感
を感じている市民もいると思う。今ある事業の質を高めることも大切である。

市民交流の推進 B

・市民交流とは、友好都市との交流、近隣自治体との交流、外国人との交流の３
つの事業だけでよいか、一度きちんと整理すべきである。
・また、友好都市についても、お互いに合併等で規模が大きくなっている場合が
あるので、一度検討し直したほうが望ましい。

人権尊重と男女共同参画社会の
実現

B

・人権の尊重については、人権教育など地道な活動を行っていることが伺える。
・越前市は、早くから男女共同参画について取り組んでいたが、女性の登用率が
まだまだ追い付いていないし、女性の視点を活かした取組みがまだまだ足りない
ように思う。少し伸び悩んでいる感じがする。
・女性を登用するためには、女性が外に出やすい環境を作りだすことが大事であ
る。

情報の共有化の推進 Ａ

・広報紙の刷新や、市ホームページを見やすく改善された点は評価できる。また、
フェイスブックの「いいね！越前」についても、市長以下オール越前で取り組まれ
ていることは素晴らしいことであるし、若者に対して情報を迅速に発信しやすいＳ
ＮＳを利用することは今の時代にマッチしている。
・一方、これまで同様なアナログ的な情報の発信、広報紙やチラシでの啓発も高
齢者等に向けて、継続して取り組んでもらいたい。
・無線ＬＡＮの周知については、国際共通という観点で、英語でもわかるようにす
るとより良い。

達成度 コメント

Ａ

・地区の自治振興会を中心に市民と協働して市民自治の推進に取り組んでいる
ことは、ある程度成熟の段階に入ってきた。今後は、活動されている方もだんだん
と高齢化していることから、若い世代・女性・外国人等にも積極的な参加を促し
て、持続可能なよりよい市民活動に取り組んでもらいたい。
・インパクトある広報紙や、市ホームページを見やすく改善したこと、若者に迅速
に情報を発信しやすいＳＮＳを利用していることなどは、前衛的な取組みであり、
時代にマッチしている。
・市民交流については、友好都市のあり方も含めて整理してもらいたい。

越前市総合計画等達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

市民が主役のまちづくり

政　策

市民が主役のまちづくり

＜総　括＞
(再掲)

【達成度評価】

まち
づくり
の柱

【達成度評価】
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達成度 コメント

自立した行財政運営の確立 B

・特別会計を廃止して、財務内容を明確にし、市民がプライマリーバランスをわか
りやすいようにしてほしい。特別会計と一般会計を合わせるのは難しいとしながら
も、全体として実質公債費率を出していることについては、もう少し整理したほうが
よい。
・民間と比べると、自己資本比率（ＢＳ）は将来負担債務に近く、経営安全率（ＰＬ）
は経常収支比率に近い、自由資金比率（ＣＳ）に近い指標も取り入れるほうがよ
い。
・自己資本比率（ＢＳ）・経営安全率（ＰＬ）・自由資金比率（ＣＳ）を５年間分析し、
現在が上向きか下向きかを判断するほうが、市民にはわかりやすい。公表の仕方
を市民目線で出してほしい。
・ふるさと納税の返礼品に学生とＩＪＵ課職員が作ったスイーツなどを入れてみては
どうか。

行政の広域化への対応 Ａ

・固定資産税（償却資産）の申告書の案内文については、各市町村で統一された
が、様式はまだ統一されていないので、統一した様式をお願いしたい。

電子自治体の推進 B

・国の制度なので、自治体にいうのもおかしいかもしれないが、マイナンバー制度
は、税と社会保障制度の一体改革の観点から始まったので、まず、本来の目的を
達成してから、その他の利用に活用することが大事ではないか。
・市職員への情報セキュリティポリシーに基づく研修は、全職員にするべき。

達成度 コメント

B

・財政運営については、少しでも改善されるように取り組んでいる姿勢は、評価に
値するし、成果としての数値も県内他市と比較しても悪い数字でないので、実際
の成果はあると考えられる。ただし、その成果をいかに市民にわかりやすく開示す
るかという点では、まだまだ足りていない。市民にとっては、行政用語と数字を示さ
れてもなかなか理解できないことを念頭に入れて、情報を開示してもらいたい。も
ちろん、市の各施策の結果についても、わかりやすい開示をお願いしたい。

【達成度評価】

地方分権に対応した行財政運営

＜総　括＞
(再掲）

政　策

越前市総合計画等達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

【達成度評価】
地方分権に対応した行財政運営

まち
づくり
の柱

-12-



５ 越前市総合計画等達成度評価委員会の開催経過 

年月日 会議等 内容等 

平成28年 4月 19日(火) 第１回達成度評価委員会

１ 総合計画等達成度内部評価結果の説明 

２ 審議（評価の実践） 

元気な産業づくり 

平成 28年 4月 27日(水) 第２回達成度評価委員会
１ 審議（評価の実践） 

元気な人づくり 

平成28年 5月 11日(水) 第３回達成度評価委員会

１ 現地視察 

武生特殊鋼材ドリームサッカー場 

まちなか集合住宅

（株式会社福井村田製作所：クラン）

市内企業新増設工場建設現場 

（信越化学工業株式会社） 

仁愛大学アンテナショップ駅前サテライト

２ 審議（評価の実践） 

快適で住みよいまちづくり 

平成 28年 5月 20日(金) 第４回達成度評価委員会

１ 審議（評価の実践） 

安全で安心なまちづくり 

市民が主役のまちづくり 

地方分権に対応した行財政運営 

平成 28年 5月 30日(月) 評価結果の市長報告 １ 委員会から評価結果の市長報告 
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６ 越前市総合計画等達成度評価委員会 委員名簿 

◎委員長 

氏 名 役 職 等 

岡 川  聖 代 
西母親クラブ会長 

越前市地方創生に関する有識者会議 

河 合  洋 典 

武生青年会議所前理事長 

カワイ株式会社専務取締役 

市本庁舎建設市民検討委員会委員 

田 中  希世子 

税理士・社会保険労務士 

市指定管理者評価委員 

市下水道施設維持管理業務包括委託審査懇談会委員 

市下水道事業推進対策協議会委員 

◎ 藤 下  洸 養 

元市教育委員会委員長 

市総合計画基本計画改定懇話会座長 

市今立総合支所建設市民検討委員会委員長 

唯宝寺住職 

堀 江  康 喜 
日本政策金融公庫 武生支店 支店長 

越前市地方創生に関する有識者会議 

   山 下  裕 己 福井新聞社参与特別論説員 

吉 田  雅 穂 

独立行政法人 国立高等専門学校機構  

福井工業高等専門学校 環境都市工学科教授 

H27市産業活性化プラン改定有識者会議委員 

（敬称略：五十音順）
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７ 越前市総合計画等達成度の評価に関する越前市事務事業等評価委員会設置規則 

（設置） 

第１条 越前市総合計画及び越前市総合戦略の達成度の評価に関する調査審議を行うため越前

市附属機関設置条例（平成２４年越前市条例第２号）第２条の規定に基づき、越前市

総合計画等達成度の評価に関する越前市事務事業等評価委員会（以下「委員会」という。）を

設置する。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (1) 学識経験を有する者 

 (2) 関係行政機関の職員 

 (3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第４条 委員会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指定する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによ

る。 

 （報酬） 

第６条 委員の報酬は、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１

７年越前市条例第４４号）及び特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

施行規則（平成２４年越前市規則第１３号）の定めるところによる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、越前市行政組織規則（平成１７年越前市規則第１０号）別表第５に定

める課において処理する。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（委員会招集等の特例） 

２ 委員長が互選されるまでの間、会議の招集及び運営は、市長が行う。 
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 資 料  

越前市総合計画等達成度内部評価票 

【平成２７年度分】



越前市総合計画等達成度内部評価票の構成 

＜ 平成２７年度 越前市総合計画等達成度 内部評価結果一覧表 ＞    Ｐ.１

＜ 平成２７年度 越前市総合計画等達成度 内部評価票 ＞        Ｐ.２

第１章 【元気な産業づくり】

第１節 活力と創造性に満ちた工業の振興 P.２ 

第２節 魅力ある商業の振興 P.５ 

第３節 出会いと感動のある観光の振興 P.７ 

第４節 地域資源を生かした農業の振興 P.１０ 

第５節 みどり輝く森林づくり P.１２ 

第６節 いきいきと働きやすい環境の充実 P.１４ 

第２章 【元気な人づくり】

第１節 子どもの笑顔が輝く環境づくり P.１７ 

第２節 安心して暮らせる長寿社会の実現 P.２０ 

第３節 障がい者が安心して暮らせるまちづくり P.２２ 

第４節 健やかで元気に暮らせるまちづくり P.２３ 

第５節 助け合い、支え合う地域社会の形成 P.２６ 

第６節 人間力を高める教育の充実 P.２８ 

第７節 主体的に学びを生かす生涯学習社会の実現 P.３１ 

第８節 誇れる歴史、芸術文化の創造 P.３３ 

第９節 生涯スポーツのまちづくり P.３５ 

第３章 【快適で住みよいまちづくり】 

第１節 秩序ある土地利用の推進 P.３６ 

第２節 コンパクトで機能的な都市構造の形成 P.３７ 

第３節 うるおいのある住環境の創出 P.３９ 

第４節 快適な交通体系の整備 P.４２ 

第５節 環境にやさしいまちづくり P.４４ 

第４章 【安全で安心なまちづくり】



第１節 地域が支える防災体制の充実 P.４６ 

第２節 郷土を守る治山･治水対策の充実 P.４９ 

第３節 地域ぐるみの防犯対策の充実 P.５０ 

第４節 消防・救急体制の充実 P.５１ 

第５節 暮らしの安全の向上 P.５２ 

第５章 【市民が主役のまちづくり】

第１節 市民自治の推進 P.５４ 

第２節 市民交流の推進 P.５６ 

第３節 人権尊重と男女共同参画社会の実現 P.５７ 

第４節 情報の共有化の推進 P.５８ 

第６章 【地方分権に対応した行財政運営】

第１節 自立した行財政運営の確立 P.６０ 

第２節 行政の広域化への対応 P.６２ 

第３節 電子自治体の推進 P.６３ 



柱別 内部評価

第１章　【元気な産業づくり】 3

4

3

4

4

4

内部評価

第１章　【元気な産業づくり】 3
4
3
3
4
3
4
4
4
4
3
3
4

第６節　人間力を高める教育の充実 4
第７節　主体的に学びを生かす生涯学習社会の実現 4
第８節　誇れる歴史、芸術文化の創造 4
第９節　生涯スポーツのまちづくり 3
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4
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4
4
4
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4
4
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4
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第６章　【地方分権に対応した行財政運営】

平成２７年度 越前市総合計画等達成度 内部評価結果一覧表

第２章　【元気な人づくり】

第３章　【快適で住みよいまちづくり】

第４章　【安全で安心なまちづくり】

第５章　【市民が主役のまちづくり】

第４節　健やかで元気に暮らせるまちづくり

柱および政策別

第１節　活力と創造性に満ちた工業の振興
第２節　魅力ある商業の振興
第３節　出会いと感動のある観光振興
第４節　地域資源を活かした農業の振興
第５節　みどり輝く森林づくり
第６節　いきいきと働きやすい環境の充実

第２章　【元気な人づくり】
第１節　子どもの笑顔が輝く環境づくり
第２節　安心して暮らせる長寿社会の実現
第３節　障がい者が安心して暮らせるまちづくり

第4節　消防・救急体制の充実

第５節　助け合い、支え合う地域社会の形成

第３章　【快適で住みよいまちづくり】
第１節　秩序ある土地利用の推進
第２節　コンパクトで機能的な都市構造の形成
第３節　うるおいのある住環境の創出
第4節　快適な交通体系の整備　
第5節　環境にやさしいまちづくり

第４章　【安全で安心なまちづくり】
第1節　地域が支える防災体制の充実
第2節　郷土を守る治山･治水対策の充実
第3節　地域ぐるみの防犯対策の充実

第６章　【地方分権に対応した行財政運営】
第1節　自立した行財政運営の確立
第2節　行政の広域化への対応
第3節　電子自治体の推進

第5節　暮らしの安全の向上

第５章　【市民が主役のまちづくり】
第1節　市民自治の推進
第2節　市民交流の推進
第3節　人権尊重と男女共同参画社会の実現
第4節　情報の共有化の推進
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達成度

（2）
創業の促進

（3）
企業立地の促進

施
策
評
価

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第１節　活力と創造性に満ちた工業の振興

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

【結果及び成果の分析】
・新事業チャレンジ支援事業では、２７年度は３件の認定があった。認定をきっかけに新聞掲載や展示
会出展による新規商談等、ビジネスチャンスにつながっている。
・市創業支援事業計画に位置付けられている認定支援機関である越前ネクストクラフト実行委員会で、
ネクストクラフト事業の一環として、女性のための起業支援セミナーを、チャレンジ出展２回を含め全
８回開催、女性起業家や起業希望者２３人が受講。全セミナー終了後、受講者による女性起業家のネッ
トワークである「紫姫舞会」の設立に がる。

【評価及び今後の方向性等】
・新事業チャレンジ支援事業の申請件数が減少しており、２６年度及び２７年度も３件にとどまってい
ることから、新商品における企画・開発段階での支援について企業への周知等ＰＲ強化が必要。国・県
などで類似補助金が多数ある中、市独自の支援の役割を果たすために、事業所動向にアンテナを張りア
タック１００による事業所訪問を通して、制度の周知・ＰＲの強化を図る。
　また、知的財産取得について、従前の取得したことに対する支援から、事業所が知的財産取得に積極
的に取り組む機会を増やしていくことを目的とした制度改正を行う。
・越前ネクストクラフト事業で第２回女性のための創業支援セミナーを開催、「紫姫舞会」を中心とし
た女性創業者のネットワークの広がりを支援。セミナー開催の他、女性等創業者向け融資の利子補給、
チャレンジ出展支援、創業に向けた研修支援を実施し、女性の創業を強力に推進する。

3

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市産業活性化プランの改定（２７年１０月）に基づく事業の持続的発展・事業継続に軸を置いた中
小・小規模事業者への施策強化と、県下トップクラスの企業立地支援制度を堅持するため、市企業立地
促進補助金の改正を図る。

【評価及び今後の方向性等】
・従来の成長発展のみならず、人口が減少していく中での持続的発展・事業継続による雇用の維持を図
るとともに新陳代謝も促進するとともに、交付限度額の引き上げにより、成長発展する分野における新
たな雇用を今後も創出し、定住化へ繋げていく。

4

【結果及び成果の分析】
・生産施設に対する設備投資支援のメニューに、新たに機械の更新を補助対象に含め、投下固定資産額
や雇用要件のハードルを下げ、中小・小規模事業者の持続的発展に資する拡充を図った。（投下固定資
産額１億円以上かつ新規雇用１０人以上・２０％→投下固定資産額２千万円以上・１０％）
・総交付限度額を引き上げ、県内トップクラスの支援制度を堅持した。（６億円→１２億円）
・本社機能移転を推進するため、県の地域再生計画による固定資産税の不均一課税制度を創設（２８年
４月１日施行）
・企業立地促進補助金については、信越化学工業池ノ上工場をはじめ新規に３件指定し、新規に３件の
補助金を交付した。
・ハローワーク武生管内の有効求人倍率（２８年１月）は、１．５４倍で（全国１．２８、福井県１．
６４）、高い水準を維持している。

（1）
既存産業・企業の自立
化の促進と支援

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・越前ネクストクラフト事業での「越前ものづくり塾」において、「売る」ための戦略に絞りネット通
販、百貨店等から専門家を招きセミナー開催。プロダクトデザイナーと越前箪笥（指物組合）の若手職
人による、新商品開発支援。
・越前モノづくりフェスタ開催により地域産業を市内外に広くＰＲ、参加企業の企業間連携を促進。
・市産業活性化プランの改定（２７年１０月）に基づく小規模事業者の持続的発展の支援強化。

【結果及び成果の分析】
・越前ネクストクラフト事業では、多様化している販路を見据え、ネット通販、百貨店等から専門家を
招き、全１０回の「越前ものづくり塾」を開催、２３事業者が参加。実践として、金沢市の雑貨ショッ
プにおいて２８年３月８日～２１日に実践販売を実施した。また、越前箪笥（指物）若手職人による越
前箪笥の意匠・技術を応用した新商品の開発、試作品の展示をした。
・越前モノづくりフェスタでは、１７６事業所が出展し、モノづくり体験コーナーや、雇用促進イベン
ト「ワーク・わくデー」を開催し、期間中のイベントチラシを市内全小・中・高・高専の生徒・学生に
配布し、９月１９日～２１日の３日間で、６２，３００人の来場者を迎え、越前市のモノづくりを広く
ＰＲできた。
・小規模事業者が自ら経営計画を商工会議所等支援機関の指導を受けながら策定した。実践する伴走型
持続化補助金を創設し、１０事業者が経営計画策定・交付決定を行った。

【評価及び今後の方向性等】
・越前ものづくり塾は、２６年度は「見せる・見せ方」、２７年度は「売る・売り方」をテーマに実
施。２８年度は３年目の節目となることから、売るための実践・想定販路を設定した、事業者の問題解
決につながるようなセミナーの構成を検討。
・越前モノづくりフェスタは、２８年９月１７日～１９日の３日間で開催予定。伝統産業から先端技術
産業までの幅広い産業構造を持つ本市モノづくりの強みや、体験コーナーの充実などを通して広くＰＲ
を行う。
・伴走型持続化補助金については、経営計画を策定することの重要性を認識させ、１事業所でも多くの
小規模事業者が取り組めるように国の持続化補助金の横だし分として事業実施。

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・新事業チャレンジ支援事業による、新商品の企画・開発段階での支援や販路支援。
・創業支援事業計画の推進による、越前ネクストクラフト事業での「女性のための起業支援セミナー」
開催。
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【評価及び今後の方向性等】
・市総合戦略については、３１年度までの目標に向け全庁体制で着実に推進していく。また、金融機関
との協定を契機に、地域産業の振興や雇用の拡大、まちづくりや定住化の促進等の各分野において、さ
らに連携した取組みを展開する。
・産業人材育成支援事業の対象とする研修に、新人職員を対象とした研修を拡充し、離職防止等に繋げ
る。
・産官学連携ネットワークを構成し、市産業活性化プラン（改定）の進捗管理を行い、支援制度の充実
やスクラップ＆ビルドを行う。
・モノづくりＮＥＴは、現在３２０事業者が登録しているが閲覧機能が主で、市外企業からのマッチン
グ希望を掲載できる機能など、マッチング機能の強化と情報発信機能強化を２８年度に行う。

（4）
産力強化のための支援
体制の構築

（5）
伝統産業の活性化

総合戦略における具体
的施策の実施状況

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・企業の旺盛な求人に応えられるよう、労働人口の確保に がる定住促進策を検討し、２７年度に策定
する市総合戦略において事業を具体化する。
・産官学（中小機構、政策金融公庫、大企業ＯＢ、中小企業、金融機関、県産業支援センター、県立大
学、高専、市）から構成する市産業活性化プラン改定有識者会議を組織し、改定の議論と併せて、市産
業活性化プランの進捗管理を行う。
・モノづくりＮＥＴについては、閲覧機能に加え市外企業からのマッチング機能付加や情報発信機能強
化を検討し、ＷＥＢでの利活用の促進を図る。

【結果及び成果の分析】
・２７年１１月に、定住化に特化した戦略的取組みを進めるための市総合戦略を策定し、基本目標とし
て、生産年齢人口の確保やＩＪＵターンする人の支援等を設定した。２７年度は、働き手を呼び込むた
めの情報発信や居住物件情報データベース構築の事業等について新規に取り組むとともに、国の地方創
生加速化交付金を申請した。また、２７年８月４日に(株)福邦銀行、８月７日に(株)北陸銀行との間
で、相互の資源を有効に活用し地域の課題解決を図ることを目的に、２月２０日の(株)福井銀行との協
定に引き続き、地方創生に関する包括的地域連携協定を締結した。
・２７年４月１日の市中小企業振興基本条例施行から、市産業活性化プラン改定に向け有識者会議を３
回開催し、１０月に改定を行い、伴走型持続化補助金事業の創設や企業立地促進補助金の拡充などス
ピーディーに態勢を整えた。
・アタック１００など企業訪問等による情報収集や、東大阪市など先進自治体での取り組みを研究する
中で、モノづくりＮＥＴの機能強化を検討。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市工芸の里構想を推進し、伝統産業の振興、後継者の育成、国内・海外販路の展開、文化の発信拠
点・産業観光の起点とする。
・県ものづくりの里プロジェクト協議会と市工芸の里構想との連携を図り、丹南５産地での広域的な産
業観光の取組みを推進する。

【結果及び成果の分析】
・越前和紙の文化発信拠点・産業観光の起点とするために、産地協議及び文化庁協議を行い、紙の文化
博物館の改修に２７、２８年度の２ヶ年継続で２億９千万円の予算を計上、発注済み。
・越前打刃物海外販売拠点強化事業支援として刃物企業の海外拠点訪問を支援。
・越前打刃物拠点施設（工芸開放試験場改築）について、産地協議を随時実施。
・越前箪笥（指物）若手職人による越前箪笥の意匠・技術を応用した新商品の開発、試作品の展示≪再
掲≫
・伝統産業後継者育成対策事業や県ものづくりの里プロジェクトによる、職人塾による職人の後継者育
成を実施。

【評価及び今後の方向性等】
・紙の文化博物館の収蔵品と展示について、産地との協議に時間を要し、また文化庁協議により事業費
も増大したが、産地の納得いく内容で協議が整った。２９年４月と９月のリニューアルオープンに向
け、展示企画内容の検討を教育委員会や産地を交えて行う。
・越前打刃物については、打刃物拠点施設の整備に向け産地との協議を引き続き行い基本計画を策定、
速やかに実施設計に移行する。
・越前箪笥については、国宝「橘夫人厨子」の複製製作に引き続き取り組むとともに、若手職人らが製
作した新商品の販路支援を行う。
・伝統産業後継者育成対策事業における待機者を解消し、若手受入れを促進する。
・２８年１１月２４日～２７日にサンドーム福井で伝統的工芸品月間国民会議全国大会が開催されるこ
とから、県ものづくりの里プロジェクト協議会で取り組み、産地振興に繋げる。

4

【主な事業の実績等】
・越前ものづくり塾　セミナー１０回開催、受講者２３事業者
・女性のための起業支援セミナー　８回開催、受講者２３人
・企業立地支援補助金交付件数　新規３件（新規雇用５６人、うち市内在住２９人）
・産業人材育成支援事業補助金交付件数　１０件
・伝統産業後継者育成対策事業交付件数　５件
・伝統工芸職人塾塾生　６人
・小中学校での地元企業見学会の実施率　１００％
・モノづくり出前講座開催　１５回
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

161 137 146 163 165 176 － －

12 7 7 9 3 3 － －

110 131 130 240 145 140 － －

- - - - 25 23 － －

- - - - - 23 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅰ ＫＰＩ 56 － － －

基本目標Ⅱ ＫＰＩ 100 － － －

基本目標Ⅴ ＫＰＩ 2 － － －

達成度

4

企業立地促進補助金利用に
よる雇用増加数

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

34

100%（毎年度）

－

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

　市内の中小企業にとっては依然、先行きが不透明な状況もあり、２７年１０月に改定した市産業活性
化プランに基づき、厳しい状況にある中小・小規模事業者への多様な支援策を実施していく。
　越前ネクストクラフト事業については、販路開拓支援のための越前ものづくり塾、新商品開発への支
援、ビジネス・マッチング促進のためのえちぜんモノづくりＮＥＴの運営などに引き続き取り組んでい
く。特に新商品開発においては、本市出身の工業デザイナー・渡辺弘明氏の監修のもと、越前指物組合
の若手職人が新商品開発に取り組み、商品発表を行った。また、全国的に流通する本市産の商品に登録
ロゴを表示することなどにより、商品ＰＲの支援と本市のイメージアップを図る市ＰＲ応援商品事業に
取り組んでいく。
　市企業立地促進補助金については、２７年１０月の市産業活性化プランの改定に合わせて支援対象及
び限度額などを拡充し、中でも中小・小規模事業者に対しては、雇用の要件を緩和するとともに機械設
備の更新も新たに補助対象としたほか、市総合戦略の「女性が輝くモノづくりのまち」に向け、女性エ
ンジニア採用の奨励金や女性雇用の促進に資する企業内環境整備（企業内託児施設整備）への支援を行
うなど、県内トップクラスの支援制度を堅持した。
　伝統産業の振興については、２７年３月に策定した市工芸の里構想に基づき、多彩な事業に取り組ん
でおり、特に越前和紙については、３つの伝統産業の先導的役割と位置付け、県ふるさと創造プロジェ
クトを活用し、和紙文化の発信拠点や産業観光の起点として整備する紙の文化博物館の改修事業をはじ
め、和紙の新需要や販路開拓を推進する越前和紙産地交流会事業、和紙工場の生産過程の見える化に対
応した工房改修支援事業、和紙の里通りから五箇地区にかけて設置した無料Ｗｉ－Ｆｉを活用した、外
国人旅行者向けの多言語対応案内の整備などを行っていく。また、２８年５月下旬から本市と福井市を
皮切りに、順次公開が予定されている映画「つむぐもの」を通して、越前和紙のＰＲと需要の拡大、産
業観光の推進を図るため、県和紙工業協同組合の取組みなども支援し、伝統産業の活性化を図ってい
く。
　今後も、アタック１００など企業訪問等による情報収集によって、より市経済の実態把握に努め、有
効な施策の実効性を高めていく。

－

－25社/5年間

第１節
活力と創造性に満ちた
工業の振興

達成状況　（年度末見込み）

23.5 － －

－

38

23.5

50 62

総合戦略

H31

目標値

小中学校での地元企業見学
会の実施率

1,000人増/5年間

新生活支援サイト「住もっ
さ！越前市」への市内企業
ＨＰのリンク登録件数

－

25.1

内容

65
新事業チャレンジ支援
制度認定事業所数（延
べ数）（件）

達成状況（年度末見込み）

28

事業名 指標名

アタック１００

59

20 2043

24.321.4

10
（H18）

23

5
（H18）

70 36

21.7

基本目標
柱 （H31）

市内事業所の訪問件数

企業立地促進補助制度
認定事業所数（延べ
数）（件）

－ －

達成状況　（年度末見込み）

モノづくり塾セミナー受講
者数

越前ネクストクラフト
事業

新事業チャレンジ支援事業
認定件数

地域産業育成事業

越前発新事業チャレン
ジ支援事業

実践プログラム【主な事業計画】

成
果
指
標

指標名

製造品出荷額等の県内
比率（％）

21.8
（H17）

25.0

活
動
指
標
等

丹南産業フェア出展企業数
（越前モノづくりフェスタ）

実践プログラム【数値目標】

女性創業支援セミナー受講
者数

43
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

7 7 7 4 6 6 － －

－ － － － 6,264 6,500 － －

－ － － － － 10 － －

13 18 178 141 106 110 － －

総合戦略における具体
的施策の実施状況

【主な事業の実績等】
まちなかの賑わい創出
　まちなか開業支援業務について、まちづくり武生㈱に以下の業務を委託し、まちなかの賑わいを創出する取
組みや、まちなかで開業する人を支援し、まちなかの賑わい創出を図った。
　①開業相談　②空き店舗紹介　③資金繰り相談　④支援金の交付　⑤開業３年間の経営サポート
　２７年度まちなか開業支援件数６件（目標値２０件/５年間）

施
策
評
価

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第２節　魅力ある商業の振興

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

（2）
経営基盤の強化

（1）
小売商業者の活性化促
進

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・元気な商業者グループ支援事業決定団体数について延べ３４団体を目指す。
・まちなか開業・地域助け合いビジネス支援事業新規認定件数について延べ５６件を目指す。
・上記の目標を達成させるため、支援事業の周知を図り、利用の拡大を図るとともに、開業の情報を収
集するため、まちづくり武生株式会社、武生商工会議所、越前市商工会などの関係機関と連携し商業の
振興を図る。

3

【結果及び成果の分析】
・元気な商業者グループ支援事業において、４件の新規決定を行い、目標値を１団体下回る３３団体と
なった。
・まちなか開業・地域助け合いビジネス支援事業において、６件の新規認定を行い、目標値を２件上回
り５８件となった。
・国の政策に合わせ、市内での消費拡大並びに中小小売店の売上増加を目指し、プレミア付き商品券と
して「越前市まちづくりお買物券」を発行した。

達成状況　（年度末見込み）
指標名事業名

【評価及び今後の方向性等】
・まちなか開業・地域助け合いビジネス支援事業新規認定は目標値を上回ったが、元気な商業者グルー
プ支援事業については目標値を下回ったので、まちなか開業予定者の情報を収集し、また開業後、営業
が安定持続できるようフォローアップするため、まちづくり武生株式会社、武生商工会議所との連携を
さらに推進する。
・商業振興及び中心市街地活性化をより効果的に推進するため、市中心市街地活性化基本計画との整合
性を図りつつ、商業者等支援事業の内容の検討を行う。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・武生商工会議所及び越前市商工会の経営指導件数　２６年度の６，２６４件以上を目指す。
・市産業活性化プラン（改定）に基づく、伴走型持続化補助金制度の創設。
・市制度融資について、地方創生における金融の役割について研究する。

3

【結果及び成果の分析】
・武生商工会議所の経営発達支援計画が国の認定を受け、経営指導の強化が図られた。越前市商工会に
ついては、認定申請準備中。
・伴走型持続化補助金により、１０事業所が経営計画を策定し実践した。
・小規模事業者の経営基盤強化に資するために、融資の利子補給の拡充を検討した。

【評価及び今後の方向性等】
・伴走型持続化補助金をはじめ、武生商工会議所・越前市商工会と連携し、中小・小規模事業者の経営
基盤の強化を図る。
・小規模事業者経営改善資金（マル経資金）の利子補給期間の運転資金１年・設備資金１年を、２８年
度実行分から運転資金１年・設備資金２年に拡充。県利子補給と併せ、設備資金は２年間実質全額利子
補給を行う。

経営指導件数

まちなか開業支援件数(新
規)

小規模事業経営支援促
進事業

伴走型持続化補助金交付件
数

中心市街地活性化事業

中小企業融資事業 融資件数
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基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅰ ＫＰＩ 6 － － －

達成度

3

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

23 －33

まちなか開業・地域助
け合いビジネス支援事
業新規認定件数　(延
べ数)（件）

7
（H18）

59

9 15 18

46 52 － －4228

－

（H31）

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

29

35

目標値

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

総合戦略

基本目標
柱

達成状況（年度末見込み）

H31
内容

58

まちなか開業支援件数 20件/5年間

9
（H22）

44

　活動指標、成果指標については少しずつ成果を上げているが、より一層の商業振興を図るため、まち
づくり武生株式会社、武生商工会議所、越前市商工会など関係機関との連携を図るとともに、商業者支
援事業の内容の検討を行う必要がある。
　２７年１０月に改定した市産業活性化プランに基づき、小規模事業者への経営基盤安定のため、事業
の持続的発展・事業継続に軸を置いた小規模事業者への支援強化として、小規模事業者伴走型持続化補
助金による支援を行うとともに、小規模事業者経営改善資金（マル経資金）の設備資金の２８年度実行
分より、利子補給期間を１年から２年に延長し実施していく。

－

指標名
達成状況　（年度末見込み）

元気な商業者グループ
支援事業決定団体数
(延べ数)（団体）

第２節
魅力ある商業の振興
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達成度

（1）
観光資源の開発 4

【結果及び成果の分析】
・民間観光施設の来場者数増により観光入込数は１１３万人となり目標値を上回った。
・市観光協会とともに新たな観光ポスター、パンフレットの制作、ホームページのリニューアルを行い、伝
統産業を基軸に観光の情報発信を行った。
・北陸新幹線金沢開業、北陸デスティネーションキャンペーンに合わせ信越地域にも区域を拡大し、越前和
紙等伝統産業やたけふ菊人形などの観光広報宣伝活動を行った。
・学生合宿は、宿泊施設や練習場所などの好条件について情報発信をしているが、昨年よりは減少した。
・ドラマ「天皇の料理番」の高視聴率の影響もあり、市内料亭等で提供された昭和天皇が食された料理も多
くの方が召し上り評判が良かった。特に「天皇の料理番」を放映している石川、富山の民放テレビ局２社に
市内料亭で昭和天皇が食された料理が食べられることを売込み、放映されたため、石川、富山からも食べに
来られる方もあった。
・いわさきちひろの生誕を祝う会の開催など、本市出身の偉人のＰＲを行った。

【評価及び今後の方向性等】
・北陸新幹線の金沢開業、舞鶴若狭自動車道の開通など高速交通体系の変化や、３０年に開催される福井国
体など、本県への注目が増す中、本市の認知度アップを目指し、市観光協会と連携し、多様な情報発信活動
を実施する。
・いわさきちひろ生誕１００年を２年後の３０年に迎えることから、記念事業の実施に向け、ちひろの生ま
れた家における絵の展示を強化し、通年開館とし、観光客の拡大に取り組む。また、本市出身の絵本作家か
こさとし氏についてもふるさと絵本館と連携し、情報発信を行う。
・越前おろしそば、ボルガライス等の観光資源となる地元食文化のブランド発信を行う。
・国の伝統的工芸品の越前和紙、越前打刃物、越前箪笥を活用し、産業観光への取組みを強化し、産業観光
ツアーの企画・募集を行う。
・学生合宿のさらなる増加を図るため、福井国体において本市で開催される種目や、これまでに訪れた学生
のクラブ、同好会等に対し、ダイレクトメールを送信するなどリピート率の向上を狙う。
・観光素材のブラッシュアップ、市民や民間事業者との協働、市観光協会との連携により本市の観光資源開
発、情報発信を行い、観光客入込数の増加を図る。

【評価及び今後の方向性等】
・市観光協会ホームページの刷新及び英語版ページの作成や、外国人観光案内所認定等により情報発信が強
化された。
・市観光協会ホームページのテーマを「ニッポンの仕事場を巡る旅」としたことで、産業観光といった本市
のイメージづくりを行っており、今後もホームページの適宜更新を図り、より一層充実した旬の情報発信を
行っていく。
・本市出身でふるさと大使の池上遼一氏に依頼した伝統産業「越前和紙、越前打刃物、越前箪笥」のイラス
トを元にポスターを作成し、産業観光の情報発信、ＰＲに活用していく。
・北陸デスティネーションキャンペーンが一過性のものとならないよう、アフターキャンペーンとして県外
への情報発信を継続して行う。
・サンドーム福井をメイン会場として２８年１１月に開催される伝統的工芸品月間国民会議全国大会におい
て、本市観光ＰＲ活動を展開する。

4

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第３節　出会いと感動のある観光の振興

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

【結果及び成果の分析】
・市観光協会ホームページを刷新し、「ニッポンの仕事場を巡る旅」をテーマに産業観光を前面に打出し、
本市の観光のイメージづくりを行った。
・市観光協会ホームページに英語版ページの作成及び外部英語観光案内へのリンクを追加した。
・市内の観光スポットを結び、観光コースとして案内、情報発信を行った。
・海外への情報発信力が越前市単独では弱いため、県及び県観光連盟とともにプロモーション活動を行い、
インバウンド拡大に取り組んだ。
・３大グルメについて、市観光協会ホームページをリニューアルし積極的に宣伝を行った。
・北陸新幹線金沢開業並びに北陸デスティネーションキャンペーンに合わせ、旅行誌（るるぶ福井２０１６
版、旅の手帳１１月号・１２月号）への記事掲載により観光情報の発信を行った。また、市外、県外での出
向宣伝を実施した。
・これらの取組みにより、北陸デスティネーションキャンペーン期間（２７年１０月～１２月）中の市内観
光客の入込数が前年同期と比較し、４３，６５８人（１３．９％）増加した。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・観光客入込数１１０万人を目指す。
・学生合宿による宿泊者数３，３００人を目指す。
・新たな観光ポスター、パンフレットの制作、ホームページのリニューアルを行う。
・北陸デスティネーションキャンペーン期間中、昭和天皇が食された料理を再現する。
・本市出身の偉人のＰＲを行う。

施
策
評
価

（2）
越前市の魅力発信

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市外、県外への観光情報の発信を行う。
・市観光協会ホームページに英語版ページを作成するなど、外国人への対応を図る。
・３大グルメについて、より積極的な宣伝を図る。
・市内の観光スポットをパッケージ化して、観光客の誘致を促進する。
・北陸新幹線金沢開業に合わせ、北信越方面の菊人形宣伝の強化を図る。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

284,265 268,466 229,160 201,860 179,900 198,200 － －

112,000 113,500 92,800 119,500 101,500 114,300 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

270 81 99 55 － － － －

－ － － － 40 39 － －

707（H22） 3,300 707 1,606 1,706 1,799 3,064 2,581 － －

（3）
受入れ態勢の整備

（4）
観光イベントの充実

【評価及び今後の方向性等】
・観光回遊バスの運行、観光・匠の技案内所とまちなかプラザの運営、ボランティアガイドの活用等によ
り、観光客への利便性を図った。特に、観光回遊バスは、利用者より好評な意見が多く、今後も継続して運
行する。
・無料Ｗｉ－Ｆｉを設置し、外国人旅行者向けの多言語対応案内の整備を行っていく。
・まちなかプラザと観光・匠の技案内所については、まちなかの賑わいと観光振興の役割について分担等を
整理し、運営方法等について検討する。
・ボランティアガイドについては、個々の観光案内のスキルアップを図るとともに、引き続き後継者の育成
に取り組む。
・観光の問合せや、観光パンフレット送付時に利用案内をＰＲする。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・観光回遊バスの運行、観光・匠の技案内所とまちなかプラザの運営、ボランティアガイドの活用等によ
り、観光客の受入れ態勢を整える。
・Ｗｉ－Ｆｉ利用者の対応として、公共無線ＬＡＮの充実を図る。
・市観光・匠の技案内所を政府観光局外国人観光案内所に認定申請する。

総合戦略における具
体的施策の実施状況

【主な事業の実績等】
・観光客を対象に情報の発信を目的とした、Ｗｉ－Ｆｉ（公衆無線ＬＡＮ）の環境整備を行った。（紫式部公園、
越前の里味真野苑、和紙の里）
・旅行誌への積極的な情報提供による観光情報の発信として、るるぶ福井２０１６版、旅の手帳１１月号・１２月
号に記事、広告を掲載した。
・ふるさと大使の協力による市の魅力の発信を行った。（内容：市民バスのラッピングにイラスト使用、福井鉄道
小冊子へのエッセイ掲載、大阪で開催した移住フェアの周知協力等）

3

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・たけふ菊人形の入場者数９万人を目指す。
・サマーフェスティバルの来場者数１０万人を目指す。
・式部とふじまつり等市内観光イベントを支援する。

【結果及び成果の分析】
・菊人形入場者は、ほぼ目標に近い、８万９，９３０人となった。
・菊人形会場よりまちなかへ誘導を図るスタンプラリーを開催し１３５人が参加した。
・サマーフェスティバルは、初日のふるさと踊りが中止となったが、花火大会が民間観光調査会社の調べに
よると「行ってみたい花火ランキング」で北陸第５位と人気が高く、多くの観客が訪れ１１万４３００人の
来場となった。
・式部とふじまつり等市内観光イベントの広報等の支援を行った。

【評価及び今後の方向性等】
・２８年度に第６５回記念となる、たけふ菊人形は、武生中央公園の再整備に伴いエントランスの周辺整備
を行い、リニューアル感を前面に打出すとともに菊人形の魅力を創出する。また、中学生以下の菊人形入場
料金を無料化することで、子ども連れ家族の来場者拡大を図り、ＯＳＫの観劇無料招待券を配布すること
で、さらなる入場者数の増加を目指す。
・サマーフェスティバルは、花火大会の人気が上昇していることから、ポスター等のデザインで花火大会を
中心に据え、実行委員会と連携し、来場者の増加を図る。
・その他、各団体が行う観光イベントについて、広報等を中心に継続して情報発信の提供を行う。

3

【結果及び成果の分析】
・観光回遊バスについては、桜お花見（１日５０５人）、ゴールデンウィーク（３日間６４６人）、菊人形
期間（日祝５日４２３人）に運行し、延べ１，５７４人の利用があった。
・越前の里味真野苑、紫式部公園、和紙の里周辺に公共無線ＬＡＮの設置を行った。
・観光・匠の技案内所については８，８６５人、まちなかプラザについては７，２０２人の利用があった。
　（２６年度実績　観光・匠の技案内所７，７９５人　まちなかプラザ６，７２０人）
・ＪＲ武生駅構内の柱に電飾の「まちなかのマップ」を設置し、観光案内の充実を行った。
・市観光・匠の技案内所を政府観光局外国人観光案内所として申請し、認定を受けた。これにより、国の外
国語観光ウェブサイトや海外事務所を通じて情報発信されるようになった。

実践プログラム【主な事業計画】

成
果
指
標

観光客入込数（人） 1,016,000

180

達成状況　（年度末見込み）

995,000 941,000

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

100,000 98,867

観光バスによる誘客数

サマーフェスティバ
ル支援事業

815,000
（H17）

1,100,000

110,078 88,994
98,502
（H22）

89,930

学生合宿宿泊者数

87,527

語り部の活動回数（回）

たけふ菊人形の入場
者数（人）

84,517 －

実践プログラム【数値目標】

指標名

－

活
動
指
標
等

来客者数

58
（H17）ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｶﾞｲﾄﾞの活動回数(回)

－

－1,060,000 966,000 1,125,000

観光客増加促進事業
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数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅴ ＫＰＩ 1,125,000 － － －

達成度

3

政
策
評
価

110万人年間観光客入込数

　観光客及び交流人口の拡大を目指し、観光資源の磨き上げや丁寧な情報発信を積み重ね、各事業を実施し
た結果、観光客の入込数が１８万４千人増加した。
　歴史と文化、伝統産業、ご当地グルメ、豊かな自然、観光イベント等を複合的に組み合わせ、また近隣市
町と連携して、滞在型周遊型観光の推進を図るとともに、観光客が本市に来たくなるような情報を、効果的
に発信していく。
　２８年度に改定を行う市観光プランにおいては、産業観光（伝統産業）を通年型観光の基軸とし、３４年
度の北陸新幹線の敦賀延伸までに実施しておくべき施策、必要な取組みを具体化し、実効性のある計画によ
り、観光客の拡大を目指す。

政策名 成果・今後の方向性

H31

－

目標値

第３節
出会いと感動のある
観光の振興

達成状況（年度末見込み）

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

総合戦略

基本目標
柱

内容
（H31）
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達成度

（3）
農を基盤とした自然環
境と地域社会の実現

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第４節　地域資源を生かした農業の振興

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

施
策
評
価

（2）
多様な農業の実現

（1）
からだとこころを育む
食の実現

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・２７年度は中山間地域等直接支払制度の第４期に移行することから、取組み区域の拡大を図る。
・市営、県営土地改良事業により、土地改良施設の整備を図る。
・農地や農業施設の保全を行う多面的機能支払交付金事業については、未組織の集落に対し組織化を働
きかけていく。
・鳥獣害対策については、被害が多い集落を中心に、きめ細やかな指導を行い防護柵の管理を徹底す
る。

3

【結果及び成果の分析】
・中山間地域等直接支払制度に新たに２つの集落が加入し、３８集落で取り組まれることとなり、農地
の多面的機能の確保や地域の活性化が図られた。
・農地中間管理機構との連携により、２つの集落で農地耕作条件改善事業（国庫）を実施し、圃場の区
画拡大や暗渠排水の整備により営農条件が向上した。
・市営土地改良事業については、１０箇所を施工し、県営土地改良事業は、４箇所を施工した。
・多面的機能支払交付金事業は、２町内が組織化され８３組織に増加し、農業振興区域の９２％をカ
バーした。
・鳥獣害対策指導を、３９回行うなど維持管理の指導を徹底した。被害面積は、水稲の被害面積は２６
年に比べ約１０ｈａ減少し２８．５ｈａと、約２５％減少した。イノシシの捕獲数は、６７９頭で昨年
より１５５頭増。カラスは、８７８羽で３０７羽増。シカは、４９頭となった。サルの被害が増加傾向
にあるため、捕獲に向け市地域実施計画（サル）を策定した。

【評価及び今後の方向性等】
・引き続き、中山間地域等直接支払制度や多面的機能支払制度の取組みを推進する。
・農地耕作条件改善事業に取り組む集落を拡大し、農地の集積を図る。
・市営土地改良事業の国庫補助事業が縮小傾向にあることから、多面的機能支払交付金事業の未組織の
集落に引き続き働きかけていく。また、用排水路や農道が集落をまたぐことや、事務作業の軽減を図る
意味から、活動組織の広域化についても推進していく。
・集落ぐるみでの鳥獣害対策を推進し、防護柵の適正管理等の防御態勢の強化を図る。
・サルの捕獲については、追払いや誘引物の撤去等、地元住民が行う被害対策が重要となるため、説明
会を開催し被害対策に対する意識の高揚に努める。

【主な事業の実績等】
・グリーンツーリズムに関する情報の発信
    ホームページによる発信、委託事業による交流促進（委託先：ロハス越前）
・新規就農者に対する資金の支援
　　青年就農給付金（国庫）：３人

総合戦略における具体
的施策の実施状況

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市制施行１０周年記念事業として全庁体制で開催される、食・健康・運動を啓発する秋の一大イベン
ト「まるごと越前フェスティバろっさ」の中心的なイベントとして、「まるごと食の感謝祭」で食育を
推進する。
・安全で安心な地場産農産物の生産拡大や消費者への利用意識を啓発する。

【評価及び今後の方向性等】
・２８年度のまるごと食の感謝祭は、１１月１９、２０日に開催し、本市の食や食育の取組み、地産地
消の推進を発信する。
・学校給食へ地場産農産物を供給している団体の高齢化等により、体制の維持が難しくなっていること
から、地場産農産物の供給方法や加工品の利用を含めた食材供給率の向上を検討する。
・「地産地消推進の店」のＨＰをリニューアルし、パンフレットを作成して、一層の周知を図る。
・市政出前講座で「ごはん塾」を開催し、ごはん食の大切さを周知する。

【結果及び成果の分析】
・２７年１０月１７、１８日に、丹南総合公園において市制施行１０周年記念事業の一環として「まる
ごと食の感謝祭」を開催し、２日間で約１万５千人の来場者があり、本市の魅力を発信した。
・学校給食へ地場産農産物を供給している団体に対し、農薬等の適正な使用や管理の方法を講習し、安
全で安心な農産物の生産について周知できた。

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・新規就農者や認定農業者等の担い手の育成・確保を図る。
・生産コストの軽減を図るため、農地中間管理事業の活用により農地の集積・集約化を図る。
・コウノトリ呼び戻す農法米に代表される特別栽培米の作付け面積拡大を目指し、環境調和型農業を推
進する。

【評価及び今後の方向性等】
・新規就農者、認定農業者、集落営農組織の育成を図る。
・認定農業者等の担い手に対し農地中間管理事業を活用した農地の集約・集積を進めるとともに、県や
ＪＡと連携し付加価値の高い米づくり及び環境調和型農業を推進する。
・ＴＰＰの大筋合意等により米価の下落が懸念される中、付加価値の高い米の生産や販路拡大が喫緊の
課題となっている。そこで、実需者や消費者を本市に招き、農業体験や農家との交流を推進し、コウノ
トリ呼び戻す農法米等の市産米のブランド化や販路拡大を図る。

4

【結果及び成果の分析】
・２７年度は、新規就農者９人、認定農業者１３２経営体（個人１０１、法人：３１）、集落営農組織
４１経営体となった。
・２７年度は農地の集約化が進み、集積率は６１％となり、農地中間管理機構による集積は１２１ｈａ
（２６年度：１７ｈａ）となった。
・２７年度の特別栽培米作付面積は５０１ｈａ（２６年度：４４２ｈａ）で、その内コウノトリ呼び戻
す農法米の作付面積は２０ｈａであった。また、冬期湛水２０９ｈａ、中干し延期２４７ｈａと生物多
様性保全の取組みも着実に浸透している。
・ＪＡ越前たけふ管内では、日本晴３５５ｈａ（２６年度１９９ｈａ）、省農薬あきさかり１２２ｈａ
（２６年度０）となり、売れる米づくりが進んでいる。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

5 11 11 11 15 20 － －

492 508 789 523 525 514 － －

72.4 73.7 74.0 78.0 80.1 92.0 － －

200 253 330 321 292 297 － －

179 182 184 184 184 184 － －

35.0 37.0 37.4 57.1 57.5 60.5 － －

99 99 105 106 102 102 － －

35.7 16.1 20.6 38.2 38.6 28.5 － －

1.30 1.10 2.90 1.54 2.02 3.42 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

57.5
（H26)

65 － － － － 57.5 60.5 － －

438
（H26）

640 － － － － 438 501 － －

達成度

4

大麦・大豆・そばの作付面
積（周年作含まない）

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

農地・水管理支払交付
金事業

39.3 －

－

水田農業支援事業

中山間地域直接支払事
業

環境調和型農業推進事
業

－

担い手（認定農業者及び集
落組織）の農地集積面積の
割合

集落協定による保全農地面
積

獣害被害面積
（県農業共済組合共済引受
面積より）

173

市営土地改良事業

158

33.9
30.1

（H17）
39.3 －

政策名 成果・今後の方向性

担い手農家への農地集
積率

特別栽培米の作付面積

　担い手となる経営体は、２７年度末で１７３経営体と増え、農地の集積も進んでいるが、高齢化に伴
う後継者の育成が課題となっている。県やＪＡと連携し、農地中間管理事業による農地の集積・集約を
一層推進する。
　中山間地域では、農地が小区画であり耕作条件が悪いことから、担い手が農地を受託することを敬遠
しがちであるため、圃場条件改良を図る取組みや、多面的機能支払制度・中山間地域等直接支払制度の
取組み拡大により、営農の継続性を高めていく。
　ＪＡ越前たけふが進める日本晴や省農薬あきさかりなどの、売れる米のファン拡大や、コウノトリ呼
び戻す農法米に代表される特別栽培米の作付け拡大と、中干延期や冬期湛水の取組みによる環境調和型
農業を支援することで、米のブランド化と農家経営の安定を図る。
　鳥獣害による水稲の被害面積は、２６年に比べ約２５％減少した。これは、捕獲と併せ、被害が多い
集落を中心に現地で防護柵の研修会等を開催したことにより、適正な維持管理が行われたことによるも
のである。防護柵の適正な維持管理をさらに推進するため、集落ぐるみで鳥獣害対策に取り組む集落に
対して支援を行い、集落内の態勢づくりやリーダーの育成を推進し、イノシシ、シカ、サルに対する防
御態勢の一層の強化を図っていく。
　農業用水など農業基盤の保全については、多面的機能支払交付金事業を活用した集落ぐるみの活動に
よって保全されており、新たに２組織が増え８３組織が活動し、農業振興地域の９２％をカバーしてい
る。今後も取り組んでいない集落に働きかけを行うとともに、活動内容の充実を図り、農業基盤の保全
を推進していく。

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

政
策
評
価

成
果
指
標

新規就農者支援事業

第４節
地域資源を生かした農
業の振興

農作物鳥獣害防止対策
推進事業

担い手経営体（認定農
業者・集落営農等）数
（経営体）

47.0

154 157

小学校給食における地
場産（県内）食材使用
率（％）

受益農用地面積割合（受益
農用地面積／全農用地面
積）×100（％）

120
（H18）

173 146

地域ぐるみ体験交流支
援事業

農用地利用集積事業

農振農用地における協定率
協定面積（農振農用地）÷
農振農用地面積×１００

農業体験受入れ農家数（農
家民宿を含む）

新規就農対象者との相談・
指導回数／年

環境調和型農業に取組農業
者の数

48.5

161

43.744.1
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

－ － － 35 35 35 － －

31 30 52 43 58 59 － －

19.6 19.7 19.8 19.9 21.1 21.3 － －

19,964 23,199 21,068 22,128 23,395 25,072 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

7,300
（H18.4）

120,000 66,900 72,700 77,700 82,700 84,700 86,700 － －

58
（H26）

90 - - - - 58.7 59.0 － －

実践プログラム【主な事業計画】

3

【結果及び成果の分析】
・住民（７団体）との協働による基幹林道管理が継続的に行われた。（Ｌ＝２１．３ｋｍ）
・基幹林道パトロールを１３回／年実施して、災害発生危険箇所の早期発見に努めた。
　（パトロール時に、倒木および折損木処理、簡易な法面崩壊土砂の除去を実施）
・森林整備地域活動支援事業により、施業の集約化及び森林境界の確認３５ｈａを実施した。
・民有林造林・間伐等の整備を森林組合が３５ｈａ、県が２４ｈａを施業した。

民有林造林支援事業

森林整備地域活動
支援事業

事業名

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・住民（７団体）との協働による、基幹林道管理を継続的に実施する。
・基幹林道のパトロールを月１回以上実施して、災害発生危険箇所の早期発見に努める。
・森林整備地域活動支援事業により、効率的な間伐を実施するための施業集約化および森林境界の確認
を実施する。
・水源涵養機能等の森林が持つ多面的機能を維持するため、民有林造林支援事業により間伐等の支援を
行う。

3

【結果及び成果の分析】
・金華山グリーンランドは、パンフレット及び市ホームページの更新を行った結果、５，１３５人の利
用者があり、２６年度と比較して９３８人増加した。
・八ツ杉森林学習センターは、２７年８月１１日に「林業シンポジウム」を開催し、自伐型林業の講演
会や３団体の事例紹介、県立武生工業高校の林業体験報告を行い、林業後継者の育成や活性化を図っ
た。利用者は、１９，９３７人となり、２６年度と比較して１７人増加した。
・公共建築物等の木材利用件数は５件あった。

【評価及び今後の方向性等】
・金華山グリーンランドは、市外等へのＰＲ及び市ホームページを充実させ、さらなる利用者増加を図
る。
・八ツ杉森林学習センターは、林業学習会を開催して林業後継者の育成を図るとともに、森林・林業学
習の場としての機能強化を図るためのプログラムを充実する。
・市木材利用基本方針、市木材利用拡大行動計画に基づき、公共建築物等の県産材利用を推進する。
・森林・山村多面的機能発揮対策事業を活用し、山村地域の住民が協力して里山林等の保全管理や森林
資源の利活用を実施していく体制づくりを支援する。

（1）
健全な森林の整備

施
策
評
価

間伐立木材積（累積）
（ ）

指標名

森林の年間整備面積
（ha）

達成状況　（年度末見込み）

林業施設管理事業

林道管理事業

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第５節　みどり輝く森林づくり

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

148.2

【評価及び今後の方向性等】
・基幹林道管理は、住民（７団体）との協働により継続して実施する。
・基幹林道のパトロールは継続して行い、災害発生危険箇所の早期発見に努める。
・森林整備地域活動支援事業は、施業集約化および森林境界の確認を継続して実施して、利用間伐の促
進を図る。
・県・森林組合と連携して地元説明会等を開催し、間伐等を推進する。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・金華山グリーンランドは、パンフレットおよび市ホームページを更新し、利用の促進を図る。
・八ツ杉森林学習センターでは、森林・林業の研修会等を実施することで後継者の育成や活性化を図
る。
・市木材利用基本方針、市木材利用拡大行動計画に基づき、公共建築物等において、木造化・木質化を
推進する。

（2）
森林資源の活用

－ －147.8147.0

成
果
指
標

総合戦略における具体的施策の実施状況

指標名
達成状況　（年度末見込み）

林道の総延長距離
（ｋｍ）

143.4
（H18.4）

147.3 147.6 147.7

活
動
指
標
等

施業集約化面積（ha）

森林施業面積（ha）

地域住民による林道管理
延長（ｍ）

金華山グリーンランド
八ツ杉森林学習センターの
利用者数（人）

146.7
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達成度

3

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

第５節
みどり輝く森林づくり

　森林は降水を貯留し、河川に流れ込む水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、雨の降らない時
も河川の流量を維持する機能を有していることから、この水源涵養機能を維持するため、森林整備（保
育、間伐等）を推進しているが、地元同意が難しくなってきているため、地元説明会等を開催するなど
して理解を深める。
　森林施業を進めるため、林道・作業道を整備し、住民との協働により林道の維持管理に努めてきた。
引き続き林道管理を、住民（７団体）との協働により継続して実施する。
　八ツ杉森林学習センターでは、林業学習会を開催し林業後継者の育成を図るとともに、森林・林業学
習の場としての機能強化を図るため、プログラムを充実する。
　市木材利用基本方針、市木材利用拡大行動計画に基づく、公共建築物等における木造化・木質化の推
進については、県産材の利用量はまだ少ないが、公共建築物等の利用件数は５件あり、引き続き森林資
源の活用を推進する。
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達成度

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第６節　いきいきと働きやすい環境の充実

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

施
策
評
価

（1）
いきいきと働きやすい
環境の充実

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・女性のための起業支援セミナーを開催する。（再掲）
・女性モニターツアーの開催や首都圏で働く女性対象イベントへの出展及びこれらの告知やレポートを
㈱日経ＢＰのメディアを活用し情報発信する。（雇用促進対策事業）
・ＵＩＪターン就職奨励金制度を創設する。
・企業や女性に向けた新しい働き方セミナーを開催する。
・本市での新生活支援サイト「住もっさ！越前市」のサイトを立ち上げ、情報発信を図る。
・市内高校（工業、商業）の就職率１００％を継続する。
・人材確保につながる定着化支援を検討する。
・市産業活性化プラン（改定）に基づく企業立地促進補助金（拡充）における環境・福利施設等整備補
助金に女性の雇用促進に資する環境施設整備(企業内託児施設整備)の加算制度や、雇用促進補助金にＵ
ＩＪターン者及び女性エンジニアの加算制度を創設する。
・市の計画等に基づくシルバー人材センターの事業内容を検討する。
・勤労青少年ホームによる若者の就労支援事業を実施する。

【結果及び成果の分析】
・女性のための起業支援セミナーは、チャレンジ出展２回を含め全８回開催、女性起業家や起業希望者
２３人が受講し、全セミナー終了後、受講者による女性起業家のネットワークである「紫姫舞会」の設
立に がった。（再掲）
・㈱日経ＢＰとタイアップし、技術系キャリアをターゲットとして、メディアを活用した効果的な情報
発信や、首都圏での女性をターゲットにしたイベント参加や全国雑誌、ウエブでの情報発信、市民・企
業・働く女性に向けたセミナーを通しての情報発信など雇用促進対策事業を実施した。
・ＵＩＪターン就職奨励金については、３世帯の申請があった。２７年度に市内大手企業を中心に、学
卒以外で県外からのキャリア採用は１０人以上いるが、６か月が経過していないことや、市外での居住
となっているのが現状である。
・「住もっさ！越前市」は、㈱日経ＢＰとタイアップした情報発信記事計６本からリンクを張り誘導を
図ったことから、２７年２月１７日に開設してから２８年１月３１日までの期間で、１６，２３８件の
アクセス・閲覧があった。
・市空家等対策計画策定（２８年３月）に空家等の適切な管理手法の一つとして、シルバー人材セン
ターによる空家・空地管理代行サービス事業を位置付けた。
・勤労青少年ホームによる若者サポートステーション出張相談会を２回開催したところ相談件数は６件
あり、若者就労講座を２回開催したところ２３人の受講があった。
・２月１８日、越前市と福井労働局の間で雇用対策協定を締結。
・３月２５日、協定に基づく運営協議会で平成２８年度事業計画を策定。

【評価及び今後の方向性等】
・第２回女性のための創業支援セミナーを開催、「紫姫舞会」を中心とした女性創業者のネットワーク
の広がりを支援する。セミナー開催の他、女性等創業者向け融資の利子補給、チャレンジ出展支援、創
業に向けた研修支援を実施し、女性の創業を強力に推進する。（再掲）
・市内企業で働く人にスポットを当てた情報発信により、働く姿を通して企業の魅力や地元で働くこと
の魅力をＰＲする。
・ＵＩＪターン就職奨励金については、企業訪問などで周知に務め、市内での雇用・定住に繋げる。
・武生工業高校と武生商業高校を対象に市内企業の職場見学会を開催し、企業の情報発信を行う。
・新入職員の定着率向上のため、武生商工会議所が実施する新入社員研修（４月実施）に、市が２７年
１０月にフォローアップ研修を、２８年２月にメンタル研修を実施した。
・企業立地促進補助金におけるＵＩＪターン雇用及び女性雇用促進のため加算制度を創設し、設備投資
に伴う新規雇用へのＵＩＪターン者及び女性の雇用促進を図った。
・シルバー人材センターによる地域就業機会創出事業（国補助事業）として、空家・空地管理代行サー
ビス事業を申請し実施を予定している。
・若者サポートステーション等関係機関との連携等、就労支援事業を継続して行う。

4
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総合戦略における具体
的施策の実施状況

【主な事業の実績等】
・女性のための起業支援セミナーを８回開催し、２３人が受講した。（再掲）
・日経ＷＯＭＡＮ２０１５年６月号（５月７日発売、１０万部位）及び日経ウーマンオンラインのモニター企
画の告知･募集を行ったところ、２７年５月７日 から６月５日までのホームページアクセス数（ＰＶ）は６，
２０６件であった。
・ＷＯＭＡＮ ＥＸＰＯ ＴＯＫＹＯが２７年５月２３日・２４日の２日間開催され、本市のブースを設置しミ
ニステージではモニター企画の告知･募集を行った。２日間で延べ１３，３７０人の来場があった。
・日経ＷＯＭＡＮ読者によるモニターツアーが、１１８人の応募の中から５人の参加者により越前市で開催さ
れた。同行取材により、ツアーに参加した働く女性たちのコメントと写真を活用した実施レポートが、日経Ｗ
ＯＭＡＮ２０１５年９月号（４色カラー３Ｐ）に掲載され、また日経ウーマンオンラインには８月７日から９
月６日の期間に掲載され、ホームページのアクセス数（ＰＶ）は８，３３９件あった。
・市民・企業向けセミナー「モノづくりのまちの新しい働き方」を１１月６日に開催し、約５０人の参加が
あった。参加者によるセミナーレポートを㈱日経ＢＰサイトに掲載した。
・働く女性向けセミナー「女性が輝くモノづくりのまち～子育て・教育環境日本一～」を１１月２１日に開催
し、約４０人の参加があり、セミナーレポートを日経ＢＰ社サイトに掲載した。
・㈱日経ＢＰとのタイアップ事業のレポートについては、㈱日経ＢＰのサイトからすべての事業を新生活支援
サイト「住もっさ！越前市」に誘導した。その結果、２８年１月３１日までのアクセス数は１６，２３８件
あった。
・勤労青少年ホームの新規若年利用者数は１００人であった。若者サポートステーション出張相談会を２回開
催し、相談件数は６件あり、若者就労講座を２回開催し２３人が受講した。
・２８年１月１０日の成人式び各地区の新成人の集いにおいて、県内中小企業や就職支援機関、福井の暮らし
やすさを紹介するパンフレットを配布し、地元就職を促した。成人式では１８人の新成人及び４７人の参加保
護者にパンフレットを手渡し説明を行った。また各地区の新成人の集いでは、８００枚のパンフレットを配布
した。
・２８年３月１２日に県及び県下８市町による、ふくい“幸せ移住”フェアが大阪で開催され、本市ブースで
は１１人の相談者があり、幸福度日本一の福井県及び本市の暮らしやすさをＰＲした。
・市奨学金を受けた人が大学等を卒業後、市内に定住した場合に償還金の一部を免除する制度を新設し、４人
が制度を利用した。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

89.0 90.7 92.3 90.0 94.2 93.9 － －

85 155 151 120 126 100 － －

－ 13 47 34 33 29 － －

－ 209 216 220 119 100 － －

61,777 68,977 60,380 63,117 61,174 62,414 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅰ 数値目標 -599 － － －

基本目標Ⅱ 数値目標 -43 － － －

基本目標Ⅱ ＫＰＩ 3 － － －

基本目標Ⅰ ＫＰＩ 98 － － －

達成度

4

－

ＩＪＵターン者数 +100人（5年間合計）

ＵＩＪターン就職奨励金利
用者数７５人/５年間

－

100.0

68,977 －

81 87

100.0成
果
指
標

－

63,117 －60,380

基本目標
柱

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

第６節
いきいきと働きやすい
環境の充実

－

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

勤労者福利厚生施設年
間利用者数（人）

融資件数（生活安定資金）

勤労者福利厚生施設利用者
数

勤労青少年ホーム管理
運営事業

勤労青少年ホーム管理
運営事業

－

H31

0
（H18）

110 61

生産年齢人口における社会
増減

60,919
（H17）

65,000

100
（H21）

　雇用促進対策については、市内大手企業などの堅調な設備投資に伴う旺盛な求人を大きなチャンスと
捉え、２８年２月に福井労働局と雇用対策協定を締結した。また同局と連携し、市総合戦略や市産業活
性化プランに基づき、企業の人材確保と職場への定着のための新入社員定着化セミナーや、高校生を対
象とした中小企業の職場見学会を開催していく。
　女性の創業支援を図るため、引き続きセミナーの開催や創業融資への利子補給、展示会等への出展や
人材育成などに積極的に支援していく。

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

目標値

（H31）

120件（平成31年度末
時点）

75人/5年間

シルバー人材センター
支援事業

就業率

勤労青少年ホーム新規若年
者の利用者数

労働者融資事業

労働者福祉施設運営事
業

指標名
達成状況　（年度末見込み）

実践プログラム【数値目標】

内容

+350人（5年間合計）

総合戦略

71

市内高校新卒者の就職
内定率（武生工業高
校・武生商業高校等）
（％）

100.0

すくすくすまいる事業
所登録数（件）

100.0 100.0

達成状況（年度末見込み）

94

62,414

100.0

98

61,174

100.0

－

－

－

すくすくすまいる事業所登
録件数（件）

就労相談の件数

61,777
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達成度

4

4

【評価及び今後の方向性等】
・各放課後児童クラブに対して放課後児童支援員認定資格研修への参加を促す。
・学童保育の需要は多くなっており、今後は、本市の強味の一つである地域コミュニテイ力の高さを活
用して、町内における子どもの居場所の確保を検討する。

【評価及び今後の方向性等】
・子ども子育て会議等で、委員から聴取した意見を反映していく。
・児童発達支援に関わる事業所及び子育て支援実施事業者同士の情報共有、研修などにより支援体制の
強化が図れたが、今後は、子ども当事者の意見を吸い上げるシステムを検討する。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・２６年度に策定した市子ども・子育て支援事業計画に基づき、子ども・子育て支援の充実を図る。ま
た、子ども子育て会議を開催し意見を聴取する。
・地域子育て支援センターを、かこさとし絵本館に１施設増やし４施設とし、利用者増を図る。
・市子ども条例の市政出前講座を、地域、学校（児童）、ＰＴＡ等で実施し、条例への理解を深める。
・児童発達支援センターが児童発達支援連絡会（対象：市内放課後等児童デイサービス事業所８、相談
支援事業所１）を開催し、事業所間の情報共有・連携を図る。
・子ども・子育て総合相談室が子育て支援事業実施事業所連絡会（対象：地域子育て支援センター４、
すみずみ子育てサポート事業所４、病児デイケア事業所１）を開催し、事業所間の情報共有、連携を図
る。

【結果及び成果の分析】
・子ども・子育て会議を３回開催し、委員から意見を聴取した。
・地域子育て支援センターを１施設増加した結果、２７年度の利用者は５１，６００人(見込み）とな
り、前年度の３３，１５３人と比較し大幅に増加した。
・市子ども条例出前講座を８回実施し、条例への理解を深めた。
・内閣府における地方版子ども・子育て会議の取組（市町村子ども・子育て支援事業計画）事例自治体
に選ばれた。
・児童発達支援連絡会を２回開催し、事業所等に対して事業所間の情報交換が図られ、質の向上につな
がった。
・子育て支援事業実施事業所連絡会を２回開催し、事業所間での支援状況、問題点などについて協議が
行われ連携が深まった。

【結果及び成果の分析】
・延長保育、休日保育、一時預かり等、保護者の多様な保育ニーズに応じた保育事業を実施した。
・認定こども園への移行がスムーズにできるよう幼稚園と保育園が連携を図り、園児交流や保護者相談
会を開催した。
・保育士の質の向上として、幼児教育アドバイザーを２人配置し、公立認定こども園・保育園８園全園
を巡回訪問し、研修を実施することができ、質の向上に努めることができた。
　市保育研究会において公私立一緒に保育士の質の向上のための研修会を実施した。
・子ども医療費において、２７年８月診療分より所得制限を撤廃し、子育て家庭の経済的支援ができ
た。
・すくすくすまいる事業所については登録事業所が増加し９８事業所となった。職員が直接事業所に出
向き、登録を呼びかけた。

3

【結果及び成果の分析】
・２７年度は小学校５年生までの受け入れを拡大し、受入ができるよう図ったが、学童保育は飽和状態
となっている。
・放課後児童クラブ児童指導員１４人が研修を受けた。
・子ども・子育て会議において、子ども達の放課後の居場所について検討した。

（2）
仕事と生活の調和を実
現する社会づくり

（3）
子どもの健やかな成長
を育む教育・生活環境
づくり

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・多種多様な保護者の保育ニーズに応じた保育事業を実施する。
・幼稚園を廃止し認定こども園に移行する場合は相互の連携を図る。（東地区・大虫地区・神山地区）
・教育と保育の質の向上を図る。
・子ども医療費助成における所得制限を撤廃する。
・すくすくすまいる事業所登録を推進する。

【評価及び今後の方向性等】
・認定こども園等は、施設型給付による財政措置を受け、職場環境を整えることができた。あわせて、
保護者の保育ニーズにも応じた保育事業ができた。今後も、保育事業を充実する。
・認定こども園に移行する場合は、スムーズに移行できるようきめ細やかな対応を実施する。
・公立認定こども園・保育園においては研修を実施することができた。今後私立認定こども園・保育園
への働きかけをどうするかが課題である。
・すくすくすまいる事業所登録項目に、不妊治療を受けやすい職場の取組みを新たに追加し推進する。

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第１節　子どもの笑顔が輝く環境づくり

結果・成果の分析及び評価施策名

（1）
子どもの人権が保障さ
れる社会づくり

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・放課後児童クラブの実施により、子どもの安心安全な居場所を確保する。
・放課後児童クラブにおける児童指導員に対して、県が主催する放課後児童支援員認定資格研修への参
加を促し質の向上に努める。
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【評価及び今後の方向性等】
・情報共有システムを導入し、妊婦期から概ね１８歳までの子どもと家庭の切れ目ない支援を実施す
る。
・まちの相談員を養成し地域に出向いて地域における相談体制を構築し、子ども・子育て総合相談室を
拠点とし支援していく。
・ＮＰＯ法人エンジェルキッズが、放課後等デイサービス事業の付加価値事業として、家庭学習支援を
実施する。同法人、学校、相談室が連携をとりながら支援を充実する。
・小学生を中心に学習支援等を実施しているが、中高生の居場所や支援が整備されていない。
・学習支援、生活支援、相談支援も実施し、誰でも気軽に集まることができる「たまり場（居場所）」
づくりを検討する。

【評価及び今後の方向性等】
・引き続き夢をはぐくむはじめのいっぽ事業を実施し、来られなかった家庭の把握に努める。
・出会いの場創出事業と併せて、市婦人福祉協議会が実施している個別対応への支援も実施する。さら
に、親の結婚情報交換の場も実施する。
・命のぬくもり（赤ちゃんだっこ）体験学習は、赤ちゃん抱っこ隊などのボランティアの協力を得なが
ら今後も推進していく。
・妊娠中、特に若年妊婦などの特定妊婦から新生児、乳幼児期まで、切れ目のない支援を強化する。

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・子ども発達自立支援システムとして情報共有システム構築、地域における相談体制構築について検討
する。
・子ども・子育て総合相談室を拠点とし、支援の必要な子どもと家庭への支援のワンストップを実施す
る。
・幼稚園、保育園、小学校、中学校との連携を強化し、支援をスムーズに行う。
・生活保護家庭等への日常生活、養育、学習支援などを実施し、子どもの自立を助長する。

【結果及び成果の分析】
・部内にプロジェクトチームを発足し、情報共有システム構築、地域における相談体制構築（まちの相
談員）について検討した結果、２８年度から実施することになった。
・子ども・子育て総合相談室における虐待等相談件数、障がいに関する相談件数が増加した。
・学習等支援は、個別支援、ひろばを実施。個別支援は越前自立支援協会が小学校５人、中学校４人の
子どもに対し、週に１回、日常生活支援、養育支援、学習支援などを実施した。
・ひろばは地域ボランティアが町内集会所を利用し、学生ボランティアと共に学習支援や遊びを実施
し、居場所として定着した。

（4）
支援を必要とする子ど
もとその家族への自立
援助体制づくり

（5）
親子と心と体の健やか
な成長を支援する体制
づくり

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・夢をはぐくむはじめのいっぽ事業において、５か月児セミナーや図書館に来られなかった家庭を訪問
し、子どもと家庭の状況を把握する。
・出会いの場創出事業を実施し、結婚を希望する人に対し、出会いの場を提供する。
・中学校における命のぬくもり（赤ちゃんだっこ）体験学習は、中学生の命の教育として、赤ちゃんの
親は子育ての自信を深める機会として、中学生の保護者は思春期の子どもたちとの接点として、地域で
は生涯学習や地域づくりの事業として、多方面にわたる効果的な事業であるため市内全中学校で実施す
る。
・妊娠から子育てまで健やかに過ごせる環境を提供する中で、中学校における命のぬくもり（赤ちゃん
抱っこ）体験学習を市内全中学校で実施する。
・妊娠、出産、育児に対する不安の軽減を図るため、妊娠出産包括支援事業を実施する。
・さらに保育園等と連携し、健やかな生活習慣を幼少時から身につけるため、市政出前講座などを積極
的に実施した。
【結果及び成果の分析】
・地域子育て支援センター一陽において、夢をはぐくむはじめのいっぽ事業の補完事業を実施し、セミ
ナー等に来られなかった子どもと家庭を把握した。
・未配布１１１件に訪問を実施し、支援を必要とする家庭については、子ども・子育て総合相談室と連
携し対応した。
・出会いの場創出事業は、２団体が３回実施し、参加者合計約１５０人であった。
・命のぬくもり（赤ちゃんだっこ）体験学習は市内全中学校で実施し、生徒数８３０人、赤ちゃん延３
５８人、協力者（ボランティアなど）延２１６人が参加した。参加する赤ちゃんの保護者、生徒、生徒
の保護者、地域の人など、多くの関係者各々にとって大変意義深い事業である。
・２７年度から、妊娠、出産、育児に対する不安の軽減を図るため母子保健コーデイネーターを設置
し、妊娠出産包括支援事業を実施した。また産後ケアの充実を図るなど、妊婦や産後の母子への支援を
強化した。
・妊婦に対する電話相談体制を強化し、きめ細やかな支援体制を取ることができた。また、産後の
ショートステイも３人の利用者があった。

総合戦略における具体
的施策の実施状況

施
策
評
価

4

【主な事業の実績等】
・すくすくすまいる事業所の登録の推進を図り、２７年度は４事業所が増え９８事業所となった。
・保護者の多様な働き方や諸事情に合わせた、延長保育、休日保育、一時預かりを実施した。
・待機児童０人を継続する。
・認定こども園の新設、移行施設への整備に対して補助金を交付した。
・子ども医療費の所得制限を撤廃し、子育て家庭の経済的負担を軽減した。
・障がいのある子どもや気がかりな子ども、外国籍の子どもに対して保育士を加配して対応した。
・地域組織児童健全育成事業補助金を交付し、１７地区全地区において事業を実施した。
・学童保育２６箇所（２８クラブ）実施。登録者数は７０１人となった。
・ひとり親家庭への小中学校入学支度金について、小学校入学４８人、中学校入学６５人、中学校卒業８１人
に支給した。
・ひとり親家庭福祉推進資金は、１３人が利用した。
・学習支援について、個別支援は越前自立支援協会が小学校５人、中学校４人に実施した。また、ひろば事業
は月に１回町内集会所にて実施した。
・出会いの場創出事業は、２団体が３回実施し、約１５０人の参加を得た。
・地域子育て支援センター利用者数は、２６年度３３，１５３人、２７年度５１，６００人(見込み）と増加
した。
・中学校における命のぬくもり（赤ちゃんだっこ）体験学習を、市内全中学校（分校除く）で開催することが
できた。
・妊娠出産包括支援事業を開始し、妊婦から乳児までの状況について全数を把握することができた。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

0 1 1 1 1 3 － －

29 29 30 30 30 30 － －

3 3 3 3 3 4 － －

26 27 26 27 27 28 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅳ 数値目標 0 － － －

基本目標Ⅳ ＫＰＩ 156% － － －

基本目標Ⅲ ＫＰＩ 100% － － －

基本目標Ⅳ ＫＰＩ 100% － － －

達成度

4

子育て一時支援事業

87,102
（H18)

放課後児童クラブ事業

子育て支援体制推進事
業

5

13 17

幼保一体化施設整備地
区数（地区）

17

－

実践プログラム【数値目標】

指標名

児童館利用者数（人）

0
（H18）

児童館等の整備数（箇
所）

11
（H18.4）

61 87

成
果
指
標

13

89,956

成果・今後の方向性

達成状況　（年度末見込み）

第１節
子どもの笑顔が輝く環
境づくり

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

　市子ども条例の基本理念に沿って、子どもの発達段階に応じた自立を実現するための取組みを実施し
た。
　妊娠出産包括支援事業を開始し、妊婦から乳児までの状況について全数を把握することができた。
　保育園、認定こども園は、今年度からスタートした子ども子育て新制度による、公定価格に基づく施
設型給付による財政措置を受け、職場環境を整えることができ、待機児童ゼロを継続することができ
た。
　今年度より、地域子育て支援センターが４施設となり、目標値の１３０％を超え１５６％の利用者が
あり、子育て親子の交流の場として活発に利用された。また、５か月児親子に対する夢をはぐくむはじ
めのいっぽ事業において、絵本を取りに来なかった家庭を訪問するという支援センター付加価値事業で
は、絵本を届けるとともに子どもと家庭の状況を確認することができた。
　放課後児童クラブは、対象を５年生までと拡大し受入れしているところであるが、飽和状態となって
おり、今後の課題と考える。２８年度は、子ども達にとって自立できる放課後の居場所について検討し
ていきたい。
　中学校における命のぬくもり（赤ちゃんだっこ）体験学習については、市内全中学校（分校除く）で
開催することができた。
　子ども・子育て総合相談室が拠点となり、障がいのある子ども、虐待を受けている子ども、ひとり親
や生活困窮世帯の子どもなどあらゆる相談における支援を、関係各課と連携を取りながら対応すること
ができた。

－

100%（毎年度）

活
動
指
標
等

4

一時保育実施施設数

政
策
評
価

7

98

－

H31

保育園等の待機児童

－

－0人（継続）

90,000

71

13

目標値

（H31）

11

基本目標
柱

内容
達成状況（年度末見込み）

総合戦略

事業名 指標名

0
（H18）

100%（毎年度）

81

学童クラブ数

地域子育て支援センター数

110

－

94

完了

－ －

－

地域子育て支援センター利
用者数

123,427

2

105,537 －108,000 98,004 94,521

政策名

妊娠及び乳幼児の状況把握
率

130%増
（平成26年度比）

中学校での命のぬくもり
（赤ちゃんだっこ）体験学
習の実施率

実践プログラム【主な事業計画】

3 －

民間保育園整備数
保育園施設整備事業
（民間保育園）

すくすくすまいる事業
所登録数（再掲）
（件）

達成状況　（年度末見込み）

15

2

－
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達成度

4

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・新しい介護予防・日常生活支援総合事業への移行に向けて、２７年３月から介護予防・生活支援サー
ビス協議体研究会にて、関係機関と情報共有や連携を図る中で、介護予防・生活支援サービス協議体を
設置し、介護予防・生活支援を推進する。
・いきいきふれあいのつどいは、身近なところで介護予防ができる場として、積極的に推進する。
・いきいきシニアクラブ連合会に対し、引き続き、生きがいづくり推進員を配置し、会員の拡大を推進
した。また、シニアクラブにおいて若年層が参加しやすいニュ－スポーツ等の振興を図り、若手会員の
参加を促す。

【結果及び成果の分析】
・介護予防・生活支援サービス協議体研究会で５回（２６年度１回、２７年度４回）、関係機関と情報
共有や連携を図り、介護予防・生活支援サービス協議体を２７年１０月３０日に設置し、新しい総合事
業の受け皿等について協議を進めた。
・新しい介護予防・日常生活支援総合事業への移行の取組みとして、公益財団法人さわやか福祉財団と
共催で、フォーラム「みんなで支え合う地域をつくろう」を２７年１１月１５日に開催し、地域支え合
いの必要性への理解を深めた（参加者１７０人）。また、財団と市が、市の特徴である地域力を生か
し、地域における支え合いの推進や、社会参加を通じた生きがいづくりの促進等に関して連携し協力す
る目的で、１２月２１日に福井県内では初めて（全国では１２番目）包括連携協定を締結した。
・介護予防を推進するため、つどいで気軽に取り組めるよう、新たに介護予防体操「越前市つどい体
操」を作り、２８年２月１０日のつどい代表者等研修会で披露した。また、代表者等向けに体操の体験
会やつどいへの派遣講師等の研修会等を開催した。
・介護予防サポーター養成講座を開催し、つどいの担い手育成を図った。
・シニアクラブにおいて、ソフトボール、ゴルフなど若手高齢者が参加しやすいスポーツを継続して取
り入れた結果、若手クラブ員等が増加し、全国表彰されたクラブがあった。また、各種スポーツ大会の
年間開催回数を増やす等、シニアクラブの積極的な取組みの結果、シニアクラブの活動参加者が増加し
た。
・つどいの登録者数も増え、いきいきふれあいのつどい等をはじめとする一次予防施策等が効果的に実
施された結果、介護予防と生きがいづくりの推進ができた。
・様々な取組みの結果、要介護等認定者出現率も介護保険制度開始後初めて県平均を下回り、介護予防
効果が数字として表れた。

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第２節　安心して暮らせる長寿社会の実現

施策名 結果・成果の分析及び評価

（1）
健康と生きがいづくり

施
策
評
価

（2）
高齢者福祉の充実

【評価及び今後の方向性等】
・新しい介護予防・日常生活支援総合事業への移行に向けて、介護予防・生活支援サービス協議体で協
議しながら、受け皿づくりを推進する。
・つどいの拡充を図る。開催回数や開催箇所の増、また、介護予防の推進のため、毎回運動に取り組め
るように、「越前市つどい体操」の普及と、中心的な役割を担う人材の育成として、各地区で介護予防
サポーター養成講座を開催し、育成を図る。
・生活支援やつどいの立ち上げ・拡充を推進するために、市に生活支援コーディネーターを配置する。
・シニアクラブについては、若手の高齢者が地域活動に参加していくための支援を積極的に図り、引き
続き、高齢者が参加しやすい各種スポーツ大会等の事業の開催を図る。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・要介護認定の適正化、ケアマネジメント等の適正化、サービス体制及び介護報酬請求の適正化を実施
し、介護保険制度の健全な運営を図る。
・地域ケア会議や顔の見える多職種連携会議に継続して取り組むとともに、地域包括支援センター・地
域包括サブセンターの機能強化を図る。
・住み慣れた地域で暮らせるよう、認知症高齢者に対する住民理解を深める。

【結果及び成果の分析】
・居宅介護支援事業所のケアプラン点検や認定調査票の点検、地域ケア個別会議の開催により、要介護
認定の適正化、自立支援に向けたケアプランの作成が定着してきた。
・地域医療と在宅ケアの連携を目的として、多職種連携会議を開催し、課題解決のための連携シートを
作成し、情報共有のツールとした。その結果、福祉職が多いケアマネジャーと、医師等との連携に活用
が拡大された。要介護者の在宅生活を維持していけるよう、各専門職の連携がさらに円滑かつ容易に
なった。
・地域包括支援センター・サブセンターの体制強化により、高齢者の実態把握や総合相談支援、権利擁
護、介護予防ケアマネジメント等が充実できた。
・認知症サポーター養成講座を地区や企業などで開催した。また、認知症高齢者徘徊模擬訓練を住民主
体で、地区単位では初めて東地区で２７年９月６日に２７６人が参加し実施する等、住民の認知症に対
する理解が深まった。

【評価及び今後の方向性等】
・市第６期計画の推進と２９年４月からの新しい介護予防・日常生活支援総合事業の本格的な準備を行
う。
・国保連との連携等による給付適正化事業の推進により、介護給付費の適正化を図る。
・地域包括ケアの推進に向けて、地域包括支援センターの活動量の増加、地域ケア会議の推進、在宅医
療と介護の連携、認知症施策の推進、生活支援体制の整備などの取組みについて、さらに推進する。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

－ 76 80 165 155 304 － －

4 1 1 1 1 0 － －

－ 98.6 97.4 98.1 99.3 100.0 － －

－ 4,643 5,050 5,257 5,537 5,972 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

4

いきいきふれあいのつどい
登録者数

介護保険事業計画の年度別
給付見込額に対する給付実
績額の割合

施設整備数

いきいきシニアクラブ新規
加入者数

介護予防事業

介護保険計画事業

地域密着型介護施設整
備事業

老人クラブ活動支援事
業

政
策
評
価

政策名

第２節
安心して暮らせる長寿
社会の実現

いきいきふれあいつど
い箇所数（箇所）

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

成果・今後の方向性

18.5 16.8 17.7 17.9 17.8 17.7 －

80.50 78.69

指標名
達成状況　（年度末見込み）

要介護等認定者出現率
（％）

16.5
（H18.4）

－

要介護高齢者の在宅生
活率（％）

76.57
(H18.10)

79.40 78.76 79.41 －

139
(H18.4)

185 165 167 172 175 －

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

178

－5,568 6,177

79.48

　新しい介護予防・日常生活支援総合事業の推進については、公益財団法人さわやか福祉財団と共催
で、フォーラム「みんなで支え合う地域をつくろう」を開催し、さらに、市の特徴である地域力を生か
して、住民主体による支え合い活動を推進するため、公益財団法人さわやか福祉財団と包括連携協定を
締結した。今後も財団との連携を密にし、事業の推進を図る。
　認知症施策の推進については、住民主体により、新たに東地区で認知症高齢者徘徊模擬訓練を実施し
た。今後も各地区で模擬訓練を実施し、認知症高齢者の見守りを推進して、認知症になっても安心して
暮らすことができる地域づくりを進める。
　介護保険制度の改正により、２９年４月から新しい介護予防・日常生活支援総合事業が始まることか
ら、地域の支え合いによる介護予防や日常生活の支援を推進するため、運営費を助成するなど、つどい
の充実強化を図る。つどいの開催に併せて、新たに作成した「越前市つどい体操」の取組みにより、介
護予防及び健康増進の推進を図る。
　介護保険制度開始後、初めて県平均を下回った要介護等認定者出現率の抑制を図るため、今後も継続
して介護予防事業に取り組む。

6,436 －
いきいきシニアクラブ
活動参加者数（人）

4,181
(H21.4)

17.6

4,529

177

7,223

81.42

6,4937,000

－

－
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

7 3 3 2 1 1 － －

相談利用者数 2,550 2,927 3,220 3,359 3,865 1,833 － －

※Ｈ27年度より全てのサービス利用者に対し相談支援専門員が付いた。それにより、委託相談は複雑なケースの対応を担っている。

63 135 140 141 141 138 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

3

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第３節　障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策名 結果・成果の分析及び評価

（1）
障がい者が安心して暮
らせるまちづくり

3

指標名
達成状況　（年度末見込み）

指標名
達成状況　（年度末見込み）

成果・今後の方向性

第３節
障がい者が安心して暮
らせるまちづくり

政策名

活
動
指
標
等 相談支援事業

社会参加促進事業
障害者スポーツ大会参加者
数

実践プログラム【主な事業計画】

就労継続支援（Ａ型・
Ｂ型)事業の利用者数
（人）

84
（H20）

334 141

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市障がい者計画及び市第４期障がい福祉計画の目標に基づき、引き続き制度や障害福祉サービスの周
知を図り、相談支援事業所や関係機関と連携するなど、適正な支援及び支給に努める。
・障がいのある人の経済面の自立を進めるため、障がい者就労施設等からの物品調達等の発注増や販路
拡大に向けた支援を行う。
・３０年開催の全国障害者スポーツ大会に向け、障がい者スポーツの振興を図り、障がいの有無に関わ
らず、ともに参加し楽しむことができる機会を創出する。
・障がいのある人が地域の中で安心して暮らせるよう、民生委員児童委員、障がい者相談員、相談支援
専門員等と連携し、地域の見守りや相談体制の充実を図る。

【結果及び成果の分析】
・全てのサービス利用者に対し相談支援専門員等が障害サービス等利用計画を作成し、解決すべき課題
等を含めて総合的な援助方針を定め、ニーズに応じた介護等のサービス提供を行った。
・障がい者施設への発注に積極的に取り組んだ結果、２７年度調達実績は１２月末現在で、１５，０３
２，１１９円と県内の市町では２番目の実績となっている。
・障がい者スポーツクラブを支援し、スポーツを楽しむ機会の創出を図った。また、ニュースポーツの
つどいを市身体障害者連合会に委託し、障がいのある人の社会参加を促進した。
・手話養成講座を開催することにより、３０年開催の全国障害者スポーツ大会への関心が高まった。
・民生委員児童委員、障がい者相談員、委託相談支援専門員との合同研修会等を実施し、相談支援スキ
ルの向上や横の連携を深め、相談支援体制の充実を図った。
・地域活動支援センターを中心市街地に新たに１箇所開設し、障がいの特性に応じた居場所づくりを推
進した。

【評価及び今後の方向性等】
・相談支援事業所や関係機関と連携し一人ひとりに合った支援を行うことで、必要なサービス等を適切
に提供し、自立に向けた生活支援を図ることができた。また、地域で安心して暮らし続けられるよう身
近な相談員である民生委員児童委員等に対し障がい者の人権研修を行うとともに、障がい者相談員と委
託相談支援事業所との連携を深め相談支援体制の充実を図った。
・３年後の全国障害者スポーツ大会に向け、引き続き障がい者スポーツの振興等を図る。
・専門機関と地域のネットワークが連携する相談支援体制づくりをさらに推進する。
・障害者差別解消法施行に伴い、障がい者の差別解消を図るため、全庁的な取組みができるよう職員対
応要領（案）を作成し、効果的な情報提供に努める。

事業名

－

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

身体障害者住宅改造費
支援事業

改造件数

施
策
評
価

193 268 282 320 360 －

福祉施設から一般就労
への移行者数（延べ
数）（人）

0
（H18）

69 12 16 32 38 43 52 － －

政
策
評
価

　市障がい者計画及び市障がい福祉計画第４期の目標に基づき、相談支援事業所や関係機関と連携し、
制度や障害福祉サービスの周知を図るとともに、障がい者一人ひとりに合った適正な支援及び支給を行
うことができた。また、地域活動支援センターを中心市街地に新たに１箇所開設し、地域生活を営む上
で必要となる生活能力を身に付ける場や機会を提供するとともに、社会参加と交流を進めた。
　今後は、地域で安心して暮らし続けられるようさらに相談支援体制の充実や適切な就労支援、日中活
動の場の充実確保に努める。
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達成度

（2）
身近な医療の確保

3

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第４節　健やかで元気に暮らせるまちづくり

施策名 結果・成果の分析及び評価

4
（1）
健康づくりの推進

施
策
評
価

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・在宅医療コーディネート医師の位置づけについて明確化を図る。
・丹南地域医療構想会議などを通じ、医師看護師などの確保及び小児・周産期医療の充実に向け要望を
行う。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市健康２１計画（第２次）に基づき、「運動」「食生活」「歯」の３分野について日々の具体的な行
動を呼びかけるとともに、分野ごとの事業を推進する。これら３分野について、健康応援団や事業所、
地域、仁愛大学等と連携し事業を推進する。
・がん検診の受診率向上を目指し、特に集団検診において新しい検査項目を追加した魅力的な健診体制
づくりや未受診者対策の強化に努める。
・こころの健康づくりについては、定期的に専門のカウンセラーによるこころの相談会や訪問相談を実
施するとともに、武生こころの電話や市事業と併せて心の健康づくりに努めていく。
・感染症予防については、引き続き迅速な市民への情報提供に努め、予防対策を実施する。

【結果及び成果の分析】
・市健康２１計画（第２次）推進事業については、健康２１ＰＲ大使を活用し、笑いを取り入れた健康
づくりを地域で行うとともに、市制施行１０周年記念イベントにおいて、健康ウォークの開催と共に、
市薬剤師会の協力も得て健康づくりコーナーを設けＰＲ活動に努めた。また、健康情報メールについて
も、週１回配信から２回に増やし、若い年代の登録者の増加に努めた。
・各地区自治振興会の地域自治振興計画の策定年にあたり、自治振興会の健康部会等との話し合いを行
い、健康づくりの重要性や地域での取組みに対する支援を行った。
・健康トライ事業は、新しくスタンプラリー事業を取り入れ、参加者の増加を目指した。健康パスポー
ト所有者も年間１０００人増の目標を達成した。また、健康食メニューの店の新規加入も６店舗増加
し、２７年度末１７店舗となり健康応援団の充実が図られた。
・母子保健については、妊婦からの指導を強化した妊娠出産包括支援事業を推進し、母子保健コーディ
ネーターを配置することで母子保健指導率も上昇し、よりきめ細やかな支援を行うことができた。
・がん検診については、無料クーポン券の送付や未受診者に対する電話での受診勧奨など、様々な対策
を実施することにより、２６年度に比べ受診者数は増加した。また、協会けんぽ福井支部と健康づくり
協定を締結した。この協定により、特定健診、がん検診の受診率の向上、生活習慣病予防の取組みを推
進していく。
・こころの健康づくりについては、個々の相談に対して専門のカウンセラーによる相談会を引き続き開
催し、子どもの不登校、引きこもりなどに対応する関係者の研修会や、広く市民に心の病気などの理解
を得るためのイベントを開催した。
・感染症予防については、新たに３価から４価ワクチンに変わった高齢者インフルエンザを含め、予防
接種法に基づく各種定期予防接種を実施した。また、新型インフルエンザの対応マニュアルを策定し、
住民接種模擬訓練を行うなど危機管理対策を推進した。

【評価及び今後の方向性等】
・市健康２１計画（第２次）については、健康応援の店などの登録を積極的に推進するとともに、健康
パスポート携帯カード版を作成して利用促進を図る。また、計画の改定準備として市民アンケートなど
を実施し、事業の評価と見直しを行う。 また、日常的に歩く人を増やすために各地区でウォーキング
教室を開催したり歩育を推進する。
・思春期からの母子保健体制の充実を図るため、産科医、助産師及び児童福祉関係者との連携を強化し
ていく。
・低迷しているがん検診の受診率向上を目指すため、ちびっ子フェスティバル会場において女性がん
キャンペーン等を行うなど、若い年代へ検診を受ける必要性等の啓発を強化する。また、協会けんぽ福
井支部と協力し特定健診の受診への啓発を強化していく。
・こころの健康づくりについては、定期的に専門のカウンセラーによるこころの相談会を実施し、引き
こもりや不登校についての関係者研修並びに連携の強化を図っていく。
・感染症予防については、デング熱やジカ熱と言った新しい感染症などの迅速な市民への情報提供に努
めるとともに予防対策を実施する。

【結果及び成果の分析】
・在宅医療コーディネート事業を推進することができた。
・県が実施している＃８０００子ども救急医療電話相談について、２７年１０月より翌朝９時までの２
４時間体制となり、安心して子育てができる環境が充実した。

【評価及び今後の方向性等】
・多職種連携会議など通じて、地域医療連携部門を持つ医療機関との連携を推進する。
・医療介護のみならず、妊娠期からの医療と保健、福祉の連携を強化していく。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

12.5 9.3 13.4 12.6 12.3 11.3 － －

92.7 93.5 95.5 95.0 93.5 95.1 － －

33.9 35.0 38.6 38.0 45.5 47.5 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅳ 数値目標 1.54 － － －

基本目標Ⅲ ＫＰＩ 100 － － －

高齢者うつ傾向割合（該当
者数／基本チェックリスト
調査数＊１００）

こころの健康づくり
【高齢者】

（3）
国民健康保険と高齢者
医療

3

【結果及び成果の分析】
・市民への周知については、市広報紙に「国保特集」と題して４回掲載し、国保のしくみ、財政状況、
健康づくり、税率改定について周知を図った。また、たんなん夢レディオ、丹南ＣＡＴＶで税率改定を
含め国保について周知した。被保険者には、納付書と保険証の送付時に国保の現状と税率改定について
のチラシを同封し理解を求めた。
・収納率向上対策については、市税と同様に特別徴収本部を設置し、５月・１２月の２回特別強化月間
として全庁体制で取り組んだ。さらに、２７年度は市民福祉部内に通年で国保税徴収班を設置し、１４
班体制で毎月臨戸徴収を実施し、収納率の向上に努めた。
・医療費抑制対策については、ジェネリック医薬品差額通知を２か月分ずつ、年３回送付した。また、
市内の３９調剤薬局に対し、ジェネリック医薬品の使用促進を依頼し、品質や情報提供への協力を求め
た。全被保険者には、２７年１０月の保険証更新時に、ジェネリック医薬品希望シール付きポケット
ブックを同封し利用促進を図った。取組みの結果、使用率は前年度に比べ９％増加の６１．５％で、国
が目標とする６０％を上回った。
【評価及び今後の方向性等】
・２８年度からの保険税率改定により保険税収の歳入増加が見込まれるが、被保険者の高齢化、医療の
高度化により医療費の増加が今後も続くことから、健康づくりや介護予防の取組みが重要となってく
る。また、引き続き収納対策、医療費抑制対策を一層推進する。

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

乳児保健指導率（％）
80.9%
(H23)

90.6

－

36.1

健康寿命（県内９市の
健康寿命の順位）
（位）

6,000 0

６歳児むし歯のない子の割
合

９～１０か月児健診受診率
（受診者数/年間対象者
数）

[H26実績]
男2位

(78.95歳)
女6位

(83.45歳)

71.7 94.2

新健康２１推進運動参
加数(けんこうパス
ポート所有数)（人）

 0
(H23)

1,000 1,850

男2位
(78.83歳)

女4位
（83.37歳）

(H23)

男女とも
１位

（H31）

100%（毎年度）

1.65人合計特殊出生率

目標値

4,214 5,972

達成状況　（年度末見込み）

－ －

[H25実績]
男3位

(78.89歳)
女6位

(83.40歳)

36.837.2 37.0

がん検診受診率《市が
実施する５つのがん検
診の平均受診率（職域
健診を除く）》（％）

37.3
(H23)

42.3

80.9 －

37.3
（対象年齢変

更）

98.0 －

22.2

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・国民健康保険事業の安定運営を維持していくため、２８年度から国保税を改定することについて市民
に十分な理解が得られるよう、国保の財政状況など国保の現状の市民への周知に努める。
・国民健康保険税の収納率向上対策を強化する。
・医療費適正化対策として、医療費通知、ジェネリック医薬品差額通知の送付、レセプト内容点検を実
施するなど医療費抑制に努める。

歯の健康づくり事業
【幼児期】

母子健康診査事業
【乳児期】

－

[H21実績]
男1位

(78.83歳)
女2位

(83.43歳)

[H22実績]
男2位

(78.83歳)
女4位

(83.37歳)

[H23実績]
男2位

(78.91歳)
女3位

(83.53歳)

中学校での命のぬくもり
（赤ちゃんだっこ）体験学
習の実施率

H31

－

－

－ －

[H24実績]
男2位

(78.78歳)
女2位

(83.48歳)

3,116

97.0

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

総合戦略

基本目標
柱

内容
達成状況（年度末見込み）

－
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達成度

3

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

第４節
健やかで元気に暮らせ
るまちづくり

　健康づくりの推進については、市健康２１計画（第２次）に基づき、「運動」「食生活」「歯」の３
分野について、健康２１ＰＲ大使や健康応援団などの事業所、地域等と連携し事業を推進した。また、
健康トライ事業の見直しを図り、スタンプラリーの事業として健康づくりの取組みを推進した。今後、
市健康２１計画の中核である健康パスポートを見直すなど、市民の健康づくりに対する意識が変わるよ
うな取組みを強化する。
　親子の健康づくりについては、妊娠から赤ちゃん訪問まで積極的な支援を行うとともに、健康情報
メールの登録者の増加につなげた。
　おとなの健康づくりについては、新生児訪問などを利用し、若い年代からの健康づくりの啓発を行う
とともに、特定健診やがん検診の受診率向上に努めた。２６年度に比べて受診者数は増加したものの、
検診の受診率は低率のまま推移しており、今後もイベント等に合わせてキャンペーンを行うなど、未受
診者対策の強化に努める。
　こころの健康づくりについては、引きこもりや不登校といった社会問題に対する関係者の研修会や連
携を強化する。
　感染症予防については、引き続き迅速な市民への情報提供に努めるとともに予防対策を実施する。
　身近な医療の確保については、多職種連携会議など通じて、医療と介護の連携を推進する。また、妊
娠期からの医療と保健、福祉の連携を強化していく。
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

15 30 35 45

14 25

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

35.0 85.7

達成状況 ： 上段（目標値）／下段（年度末見込み）

生活困窮者の就労者数（増
収者含む）（延べ数）

4,959 －4,860

56

100.0 100.0

－

指標名
達成状況　（年度末見込み）

－

－5,600 4,692

92,151

97.3

実践プログラム【数値目標】

4,910

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・生活困窮者自立支援については、ハローワークをはじめとする関係機関と連携し、対象者の状況に応
じたきめ細やかな寄り添い支援を行う。
・生活保護受給者については、市のケースワーカーや就労支援員が中心となり自立に向けたきめ細かい
寄り添い支援を行う。

見守りネットワーク組
織率（町内単位）
（％）

実践プログラム【主な事業計画】

－97.0 97.3

1,983,679

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第５節　助け合い、支え合う地域社会の形成

施策名 結果・成果の分析及び評価

－

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市社会福祉協議会の地域福祉活動計画の策定を契機に、市とのさらなる連携体制を図る。
・市内全ての町内に対し、町内福祉連絡会の周知と理解を求め定着を図る。
・地域見守り活動協力に関する協定事業所と連携し、見守り態勢の強化を図る。

成
果
指
標

生活困窮者自立支援事
業

福祉ボランティア登録
者数（人）

4,247
（H18.4）

1,730,919

活
動
指
標
等

19
（H22.4）

市民バス利用者数（福
祉バス含む）（人）

85,760
（H18）

95,000

－－1,758,7362,000,000 1,934,550

94,21290,449

1,778,348

－

福井鉄道福武線利用者
数（人）

1,639,504
（H21）

事業名

4,552 5,027

1,882,300

4522

【評価及び今後の方向性等】
・社会福祉法人等による地域福祉活動推進の基盤となる「地域協議会」設置に向け、市と市社会福祉協
議会、社会福祉法人、地域住民などが連携し、地域で発見し解決するしくみづくりを行う。
・協定締結事業所と見守りネットワーク会議を開催し、小さな異変も気軽に連絡いただけるよう、実効
性の高い見守り態勢づくりに努める。施

策
評
価

－

指標名

14 30 40
14

（H22）
55

91,394

【結果及び成果の分析】
・生活困窮者自立相談支援事業は、これまでの市の実績を踏まえ、２７年度から市社会福祉協議会に委
託し、複合的な問題を抱える困窮者に対し、関係機関と連携しながら相談から就労に至るまできめ細や
かな支援を行った。相談実件数は１０３件あり、うち２０人に対し就労支援した結果、１１人が新規就
労、１人が増収、２人が就労開始となった。これは県内トップの成果であったため、国庫補助金が増額
された。今後もさらなる取組みに努めていく。
・生活保護受給者への自立支援については、９人（見込み）が就労による自立につながり、前年に比べ
成果が上がっている。

【評価及び今後の方向性等】
・就労支援事業では、関係機関が連携し、一人ひとりに対し寄り添い支援を行うことにより、就労期間
の長期化及び一般正規雇用率のアップを図る。
・生活困窮者及び被保護者が自立した生活が送れるよう、相談体制を強化し、さらなる支援を行ってい
く。

就労による生活保護か
らの自立世帯数（延べ
数）（世帯）

97,290 91,358

（1）
地域ぐるみ福祉の推進

（2）
生活困窮者へのセーフ
ティネット

3

4

【結果及び成果の分析】
・市社会福祉協議会理事会への市幹部職員参画の増員依頼をした。また、市と市社会福祉協議会が地域
福祉の推進について、ともに課題を整理し確認し合う機会を設けることができた。
・地区自治振興会の３か年計画に地域福祉の位置づけを依頼するとともに、区長研修会等において町内
福祉連絡会の必要性について説明を行った。
・協定事業所と町内福祉連絡会が連携することにより、見守り態勢の強化が図られた。
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達成度

4
第５節
助け合い、支え合う地
域社会の形成

　市地域福祉計画（２６年度～３０年度）に基づいた、地域で発見し解決する仕組みづくりに向け、市
内全ての町内に対し、町内福祉連絡会の周知と理解を図ることができた。今後さらに市と市社会福祉協
議会が連携を図り、身近な地域での支え合い態勢づくりを強化していく。また、市内で訪問活動されて
いる協定事業者と町内福祉連絡会が連携することにより、多方面からの見守り態勢の強化を図ってい
く。
　生活困窮者へのセーフティネットについては、自立支援相談事業を市社会福祉協議会に、就労準備支
援をえちぜん青少年自立促進センターにそれぞれ委託し、ハローワークへの同行支援や就労準備支援等
を実施するなど、一人ひとりに対する丁寧な支援に取り組んだ。その結果、困窮者自立支援や被保護者
の就労支援の成果が得られた。今後も、関係機関との更なる連携を図り支援体制の強化を図っていく。

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性
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達成度

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第６節　人間力を高める教育の充実

施策名 結果・成果の分析及び評価

（1）
就学前教育の充実

施
策
評
価

【結果及び成果の分析】
・学校図書館支援員を４人配置し、学校図書館の環境整備の支援、読み聞かせなど読書意欲を高めるた
めの取組みを行い、小学校の読書活動が多様化し強化された。
・ＡＬＴの配置を１人増員して３人体制とすることで、これまでの４～６年生に２学期から３年生を加
え、充実が図られた。（５・６年：外国語活動、３・４年：英語に慣れ親しむ活動）
・夢の教室をはじめとする越前市との連携について、ＪＦＡとの協定締結式を２７年５月８日に行い、
引き続き夢ある子ども育成事業に取り組んだ。（夢の教室：小５生２７回、中２生２９回）
・学校施設の耐震化について耐震化率１００％を達成し、子どもたちの安全安心の確保と学習環境の整
備が進んだ。
・学校ＩＣＴを活用した授業は全小中学校で日常的に行われ、また、校務支援システムの使用で教職員
の事務負担が軽減して児童生徒と関わる時間や教員間の連携のための時間が増えることで、教育の質の
向上に寄与している。

（2）
義務教育の充実

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・若い世代の定住化を促進し、地域の活性化を図ることを目的として、越前市奨学金の貸付を受けた人
が大学等を卒業後、市内に定住した場合に奨学金の償還金の一部を免除する制度を新設する。
・福井工業高等専門学校と連携した中学生ロボットコンテストに取り組み、モノづくりに対する創造や
意欲の育成を図る。
・学生に立地自治体への理解を深めてもらうことにより、地元の充実発展を担う一員であることへの意
識づけや定住促進につなげる。具体的には、仁愛大学において、昨年度に引き続き１年生の必修科目と
して越前市をフィールドとした地域学習の授業（基礎演習）を、新たに２年生の選択科目として市の施
策や特徴的な取組みについての講義「ふくい総合学（越前市版）」を、市と協働して実施する。
・仁愛大学がＪＲ武生駅前の空き店舗を借り上げ新たな活動の拠点として整備する「仁愛大学アンテナ
ショップ駅前サテライト」について、改装費用の一部を助成する。また、まちなかの活動拠点施設とし
て、学生のみならず、地域活動の場として活用を促す。

4

【評価及び今後の方向性等】
・就学前教育において集団活動の確保は重要であり、私立の認定こども園の新たな開設や園児数の動向
などを注視しながら、市幼保一体化計画に基づき、子どもの「豊かな心」及び「生きる力」の基礎を育
てる環境を整える。
・今後とも幼稚園における子育て支援策について研究していく。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・認定こども園の整備状況など地域の実態に即しながら、市幼保一体化計画を推進する。
・多子世帯への保育料軽減の拡充を図る。

【結果及び成果の分析】
・２８年度より東・大虫・神山の３地区において私立の認定こども園が開園（計４園）することから、
東・大虫・神山の３幼稚園を２７年度末に廃止した。
・幼稚園の保育料について、２７年度から公私立ともに１８歳以下第２子を半額に、第３子以降を無料
とし、多子世帯の経済的負担を軽減した。

4

【評価及び今後の方向性等】
・２８年度に学校図書館支援員を１人増員し５人体制とし、大規模校の支援を強化する。
・新学習指導要領の「外国語活動」の教科化（３０年度～）に対応する上でも、ＡＬＴの活用は有効で
あり、活動効果が高まるよう内容をさらに工夫していく。
・夢ある子ども育成事業については２８年度以降も継続し、豊かな心の育成を目指し、夢や希望を持っ
て生きる力の育成を図る。
・学校施設については、今後とも老朽化や機能低下の状況を把握しながら、計画的な整備を図る必要が
ある。
・特別支援学級にタブレット端末を配備し、児童生徒の障がいの状態や特性に応じたＩＣＴ教育を充実
させる。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・学校図書館の機能や環境を充実させ、児童の読書意欲や豊かな人間性を育むため、新たに小学校を対
象とした学校図書館支援員を配置する。
・小学校の外国語活動について、外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）の活用によるＡＬＴの配置を
拡充し充実を図る。
・「夢の教室」や「夢先生協働事業」について、日本サッカー協会（ＪＦＡ）と２７年度からさらに３
年間の協定を締結し、推進する。
・市学校施設耐震化推進計画に基づく学校施設の耐震化を全て完了させる。
・学校ＩＣＴ（情報通信技術）環境を効果的に活用し、情報教育と教育の情報化を推進する。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

3校7棟 3校8棟 4校9棟 5校11棟 5校12棟 5校12棟 － －

1校1棟 2校2棟 2校2棟 4校4棟 4校4棟 4校4棟 － －

7校13棟 7校14棟 11校20棟 11校20棟 14校23棟 16校32棟 － －

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － －

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － －

12 13 13 14 14 14 － －

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － －

校舎改築学校数及び棟数
学校教育施設等耐震化
事業（学校改築事業）

総合戦略における具体
的施策の実施状況

小学校教育振興事業
教育用コンピュータ整備及
び維持

中学校教育振興事業

【主な事業の実績等】
・仁愛大学アンテナショップ駅前サテライトにおいて、まちなかコンサートやワークショップ、公開講座の開
催など市民との交流活動や会議等が開催された。（利用件数６０件、利用者数　延べ約１，１５０人）

学校教育施設等耐震化
事業（学校耐震補強事
業）

学校教育施設等耐震化
事業（学校改築事業）

屋内運動場改築学校数及び
棟数

夢ある子ども育成事業

英語教育推進事業
ＡＬＴによる英語活動回数
（１学級あたり平均値）

教育用コンピュータ・ＬＬ
教室整備及び維持

【結果及び成果の分析】
・奨学金の一部償還免除制度を２７年度から開始した（実績４人）。なお、一部償還免除制度の新設に
あわせ、奨学金制度の周知を図った結果、奨学金制度の利用者が増えた（２６年度５人→２７年度1０
人）。
・福井高専との共催による中学生ロボットコンテストを９月２７日に開催し、３８チーム１０２人が参
加した。第１０回目の開催を契機に、これまで１社であった後援企業を５社に広げ事業の地域への浸透
を図った。なお、夏休みには福井高専指導によるロボット関連講座を２回開催した。
・仁愛大学１年生の基礎演習については、健康栄養学科では市健康２１計画の取組みについて、子ども
教育学科では市の子育て環境について、コミュニケーション学科では市まちなかツアー、心理学科では
たけふ菊人形見学を行った（受講生約２８０人）。２年生の講義「ふくい総合学（越前市版）」につい
ては、１５回のうち１０回を越前市が担当し、市長及び市職員が講師となり、学生に市の施策に関する
講義を行い、学生に立地自治体の理解を深めてもらうことができた。（受講生約９０人）
・仁愛大学アンテナショップ駅前サテライトは、元の店舗（古道具店）の看板や内装の一部を生かして
改装し、２７年７月１４日にオープンした。まちなかコンサートやワークショップ、公開講座の開催な
ど市民との交流活動や会議等が開催され、全６０件、延べ約１，１５０人の利用があった。

【評価及び今後の方向性等】
・奨学金利用者に対する一部償還免除制度の周知を図り、一層の定住化を促進する。
・ロボットコンテスト全国大会に昨年に引き続き万葉中学校が出場を果たしており、福井高専との連携
による取組みが、モノづくりの意欲や技術を高めることにつながっている。２８年度は小学生の部を設
け、底辺の拡大を行う。
・仁愛大学での基礎演習や講義の実施については、大学と市職員、観光協会（語り部）等との一層の連
携強化や、学生の社会力（人間力）育成が図られた。今後も、地域社会の担い手となることを目標に、
継続して実施する。
・駅前ビル２階の一室で行っていた仁愛大学駅前サテライト教室が一軒家に移転したことにより、大学
が地域住民にとってより親しみやすく身近な存在となった。地域に新たな活力が生まれるよう、学びの
教室としての機能にとどまらず、地域に根付いた活動や効果的な情報発信を支援していく。

耐震補強学校数及び棟数

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・青少年を取り巻く有害環境対策として以下の２つの目標を設定して取り組む。
①子どもを有害情報から守る取組み
　学校にネットトラブルが及ばないようにするため、市内の児童生徒とその保護者、教職員を対象に
「我が家のインターネット１０カ条改訂版」を配布しペアレンタルマネジメントを推進。
②薬物乱用防止教室等の充実の取組み
　小中学校及び高等学校において、薬物乱用防止教室を「子どもを有害情報から守る」取組みと同時に
実施。

児童・生徒の夢への関心度
（夢を持ちたいと強く思う
と答えた児童の割合が授業
後にアップした学級の割
合）

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

（4）
青少年の健全育成

（3）
高等教育などの充実 4

【結果及び成果の分析】
・小中学校及び高等学校において、「我が家のインターネット１０カ条改訂版」を利用し、インター
ネットの適正利用・ネットトラブルの解消に取り組むとともに、薬物乱用防止教室を開催。

【評価及び今後の方向性等】
・市青少年問題協議会において、注意、 見守り、 指導 を繰り返すマネジメント活動を継続し、地域の
子どものネット利用に関する大人社会の見守り能力を高めていく。

4
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基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅱ ＫＰＩ 100 － － －

基本目標Ⅳ ＫＰＩ 100 － － －

基本目標Ⅳ ＫＰＩ 100 － － －

達成度

4

3 4

99.78

幼保一体化施設整備地
区数（再掲）（地区）

0
（H18）

11

－ －99.74
96

（H17.10）
100.00

65.0

2

－

達成状況　（年度末見込み）

100.0

99.23

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

指標名

2

児童生徒朝食喫食率
（％）

デジタル教科書活用率
（％）

－

第６節
人間力を高める教育の
充実

5

小学校給食における地
場産（県内）食材使用
率（再掲）（％）

30.1
（H17）

47.0 39.3

99.70

100.0

99.41

33.9

100.0 100.0

福井型コミュニティ・
スクール数（校）

－ －24

－

小中学校における「ふるさ
と教育」（越前市への愛を
育む教育）

目標値

44.1

99.28

－

24

（H31）

100%（毎年度）

100%（毎年度）

　市幼保一体化推進計画の推進について、新たな認定こども園（私立）の開設に合わせて、２７年度末
に公立幼稚園３園を廃止した。また、２７年度より幼稚園の保育料について、多子世帯の経済的負担を
軽減したが、引き続き、市幼保一体化計画を推進し、私立の認定こども園の新たな開設や園児数の動向
などを注視しながら、就学前教育の環境を整える。
　新たに学校図書館支援員を４人配置したほか、ＡＬＴの増員など、小学校における学力向上のための
教育活動と学習支援を拡充した。２８年度には、学校図書館支援員を１人増員し５人体制にするほか、
障がいの重い児童生徒や日本語を話すことができない児童生徒の支援として教育補助員の適切な配置に
努め、教育活動と学習支援の体制を整える。
　若い世代の定住化促進策のひとつとして、市奨学金償還金の一部免除制度を新設したが、定住化促進
を図るため制度の周知を徹底する。
　夢ある子ども育成事業については２８年度以降も継続し、豊かな心の育成を目指し、夢や希望を持っ
て生きる力の育成を図る。
　学校施設耐震化は２７年度で耐震化率１００％を達成したが、今後とも老朽化や機能低下の状況を把
握しながら、学校施設の計画的な整備に取り組む。
　特別支援学級にタブレット端末を配備して児童生徒の障がいの状態や特性に応じて活用できるよう、
ＩＣＴ環境を充実させる。
　ロボットコンテストは、今後も福井高専との連携を密に、２８年度は小学生の部を設けてモノづくり
に関心を持つ子どもたちの底辺を広げる。
　仁愛大学における基礎演習や講義の実施については、学生から、市の施策に興味を持った等の意見も
あり概ね好評であった。今後も市と大学が協働して授業を実施することにより、社会力（人間力）のあ
る学生の育成を図り市全体の活性化につなげていく。
　仁愛大学駅前サテライト教室は、オープン以来、各種活動に多く利用されている。市民と学生の協働
による自主的、自発的な活動の拠点として今後も支援していく。

100%（毎年度）

24

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

総合戦略

基本目標
柱

内容
達成状況（年度末見込み）

H31

小中学校での人口問題に関
する教育実施率

－

小中学校における「夢の教
室」実施率

－

－

24

48.5

24

43.7 － －39.3

7

100.0

24
４

（H18）
24

60.0
60

（H22）
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達成度

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第７節　主体的に学びを生かす生涯学習社会の実現

施策名 結果・成果の分析及び評価

施
策
評
価

（2）
家庭及び地域における
教育力の向上

（1）
生涯学習の充実

4

【結果及び成果の分析】
・壮年、女性、子ども、青年、高齢者などの集団としての地縁的結びつきをベースとし、社会規範の維
持、地域防犯（見守り活動）、子どもたちの異年齢交流、地域・伝統行事など地域コミュニティが担う
地域力について、地域見守り活動など大きな成果を上げている。
　（子育てサークル　５地区→１７地区公民館、出かける絵本館　２箇所→４６箇所　子ども会大会
かるた　１０地区１１７人→１１地区１３９人　壁新聞　９地区３１８人→１５地区３７９人　イン
ターシップ受入　１１人→８人　成人式　８７．１％→８５．８％　成人式地区つどい　１７地区→１
７地区　青年学級　５地区→８地区　補導委員会　活動日数３６５日、３７２回、延べ８３６人維持、
市民会議　見守り活動　参加人数２，５９８人→２，４３１人、）
・ユニークな試みとしてマスコミにも取り上げられ好評であった「本の福袋」をはじめ、多彩な特集・
展示・イベントを実施した結果、２６年度より貸出冊数・入館者数とも増加した。
・子どもの読書習慣の推進のため、小中学校の図書室から直接図書館の本を予約することのできる
「ちょこっと予約」システムを開始した。また、図書館職員研修に学校図書室支援員も参加させるな
ど、学校等と連携し子どもの読書活動支援のための基盤整備を進めた。

【評価及び今後の方向性等】
・地域力（地域防災力、地域防犯力、地域子育て力）により学校に役立つ社会教育活動を目指す。
・読書推進事業については、中央図書館開館１０周年記念行事として、読書離れが問題となっている中
高生を対象にした読書イベントを展開する。また、「出かける図書館」だけでなく、各地区公民館や自
治振興会等に団体貸出制度を積極的に周知し、利用拡大を図る。
・図書館が所蔵する古文書や近世期の版本・絵図などを研究機関（研究者）や市民の利用に供するた
め、整理・公開を進め、特色ある図書館づくりを推進する。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・家庭・学校・地域が一体となって取り組む、子ども達の学びを支える学習活動や地域住民との交流活
動等、安全・安心で健やかに過ごせる場所を確保し、子ども達の「生きる力」を育成することを基本
に、以下の目標を設定し取り組んだ。
・出かける家庭教育サロンとして、家庭教育支援チームを派遣し、学習機会を提供し親同士の仲間づく
りを進め、子育てを支援する。
・家庭や地域全体で様々な体験活動の機会を意図的、計画的に提供するため、地域住民の参画により、
全地区において放課後の子どもたちの安全な居場所を確保し放課後子ども教室を推進する。
・合宿通学事業の実施地区を拡大し、地域全体で子育てを支援する体制の充実を図る。
（合宿通学９地区３００人→１２地区３１７人、体験宿泊４地区７９人→４地区８９人）
・子どもを有害情報から守る取組みとして、保護者の管理（ペアレンタルコントロール）への支援を重
点化し実施する。（委員会設置　小学校５校→１７校、中学校１校→８校）
・読書のまちづくりを推進するため、「読書のまち宣言」の５つの取組みを関連施設や読書ボランティ
アとの連携・協働により積極的に実施する。
・「出かける図書館」による団体貸出制度を周知することにより、利用施設の拡大を図る。
・市民に快適な空間を提供するため、空調設備等の改修を行う。

【主な事業の実績等】
・「読書のまち宣言」を踏まえ、学校や家庭での読書環境の推進
・乳幼児への絵本の読み聞かせにより、夢をはぐくむはじめのいっぽを推進
・中学校での命のぬくもり（赤ちゃんだっこ）体験学習の実施

総合戦略における具体
的施策の実施状況

4
【結果及び成果の分析】
・中学校で実施された薬物乱用教室の実施状況は１００％の実施であり、全国平均７９％を上回った。
・放課後子ども教室については、全１７地区で継続的に取り組んだ。
・合宿通学については、２６年度の９地区３００人から、２７年度は１２地区３１７人、体験宿泊につ
いては、４地区で７９人から８９人に増加した。
・青少年の発達段階に応じた保護者の管理（ペアレンタルコントロール）への支援の重要性についてＰ
ＴＡ連合会、校長会など一定の理解が広まり、小学校では５校から１７校に、中学校では１校から８校
になった。
・家庭教育支援チームの働きかけにより、全ての中学校で赤ちゃん抱っこ体験学習が開始された。

【評価及び今後の方向性等】
・家庭庭教育サロン・出かける家庭教育サロン・家庭教育支援チーム活動・スクールソーシャルワー
カーの活動を中心に、相談対応と学習機会の提供、親同士の仲間づくりを支援し、家庭教育の一層の充
実と心豊かな家庭像を推進する。
・本来の社会教育活動を学校づくりにシフトし、学校に役に立つ社会教育活動を目指す。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・学習の場や活動などを部分的に重ね合わせながら、一体となって取り組む「学社融合」を推進し、家
庭・学校・地域が一体となって取り組む、子ども達の学びを支える学習活動や地域住民との交流活動
等、安全・安心で健やかに過ごせる場所を確保し、子ども達の「生きる力」を育成することを基本に、
目標を設定し取り組む。
・出かける家庭教育サロンとして、家庭教育支援チームを派遣し、学習機会を提供し親同士の仲間づく
りを進め、子育てを支援する。
・家庭や地域全体で様々な体験活動の機会を意図的、計画的に提供するため、地域住民の参画により、
全地区において放課後の子どもたちの安全な居場所を確保し放課後子ども教室を推進する。
・合宿通学事業の実施地区を拡大し、地域全体で子育てを支援する体制の充実を図る
・子どもを有害情報から守る取組みとして、保護者の管理（ペアレンタルコントロール）への支援を重
点化し実施する。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

45.3 49.2 50.1 59.0 57.8 56.1 － －

7.47 7.60 7.61 8.81 7.80 7.07 － －

4.0 3.5 4.2 3.9 4.2 5.0 － －

4.1 3.3 4.1 4.4 4.5 5.0 － －

505,583 517,692 509,000 484,939 513,254 523,159 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1,797(H17） 2,700（人） 1,871 1,398 1,930 － － －

36（H17） 40（回） － － 36 39 38 44

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅲ 数値目標 327 － － －

基本目標Ⅲ ＫＰＩ 2 － － －

基本目標Ⅲ ＫＰＩ 0 － － －

基本目標Ⅲ ＫＰＩ 100 － － －

達成度

4

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

450,308

出かける家庭教育サロン参加者数（人）

成果・今後の方向性

出かける家庭教育サロン実施回数（回）

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

指標名

6.0 －

生涯学習センター講座
開催事業

地区公民館講座開催事
業

図書貸出冊数

子ども教室一人当たり参加
回数

成
果
指
標

市民一人当たりの図書
貸出し数（冊）

5.8

公民館利用者数（人）

6.3 －

500,000

実践プログラム【数値目標】

2.7
（H17）

放課後子ども教室推進
事業

講座参加者数／対象者数

公民館利用者人数/全市民
地区公民館施設管理事
業

6.1

政
策
評
価

政策名

第７節
主体的に学びを生
かす生涯学習社会
の実現

　学校は、家庭や地域社会に対して開かれた存在であるとともに、社会教育・文化・スポーツ・図書施
設を学校が利用することができるよう、社会教育は、家庭や地域社会とともに子どもを育てていくとい
う視点に立った運営を行うことが求められている。これら、「学社連携」を一歩進め、学校の特別活動
に地域の方々が参加する「学社融合」を推進し、生涯学習の成果活用の場や「生きがい」としての活動
機会を拡充し、地域教育力の向上を図っていく。
　読書推進については、中央図書館開館１０周年記念行事として、読書離れが問題となっている中高生
を対象にした読書イベントを展開する。また、「出かける図書館」だけでなく、各地区公民館や自治振
興会等に団体貸出制度を積極的に周知し、利用拡大を図る。

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

総合戦略

基本目標
柱

487,004

内容
達成状況（年度末見込み）

H31

講座利用者率（講座参加者
数÷対象者数）

図書館資料提供サービ
ス事業

5.9

482,579

6.2

460,000

6.3

－

達成状況　（年度末見込み）

出会いの場の創出支援件数 －

490,241 －

婚姻数 －

－

493,427
378,102
（H17）

－

100%（毎年度）

親同士の結婚情報交換の場
の提供回数

年6回以上 －

中学校での命のぬくもり
（赤ちゃんだっこ）体験学
習の実施率

－

目標値

（H31）

H26年度比105％増
（H26…354件）

年5回以上
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

0.04 0.03 0.02 0.08 0.20 0.24 － －

17,864 18,448 19,018 8,427

61 65 92 57 69 54 － －

218,000 291,161 293,230 294,758 296,835 299,060 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

活
動
指
標
等

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第８節　誇れる歴史、芸術文化の創造

施策名

市史編さん事業

実践プログラム【数値目標】

指標名

結果・成果の分析及び評価

登録有形文化財数
（件）

6
（H18）

15

事業名

試掘確認範囲（ha）

成
果
指
標

－

207,890 204,680 201,779

達成状況　（年度末見込み）

－

157,998
（H17）

211,000

施
策
評
価

－193,963

埋蔵文化財調査事業

実践プログラム【主な事業計画】

17 12 12 12

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市民の芸術文化活動を支援するとともに、市民の芸術鑑賞機会を拡充する。
・芸術文化施設を整備し、効率的に管理運営しながら有効活用に努める。
・市内の関係団体と連携し、芸術文化活動を担う人材の確保と育成を図る。

【結果及び成果の分析】
・図説刊行等のために継続的に調査を行った結果、新たな発見や価値の見直しにつながり、２７年度に
は新たに県指定３件、市指定３件の文化財が指定された。
・緊急発掘調査として深草廃寺遺跡と府中城跡を調査した。
・国指定重要有形民俗文化財の和紙製作道具及び製品を適切に保存管理するため、今立歴史民俗資料館
等を改修する計画を決定し設計に入った。
・市史資料編８『近代の越前和紙』を発刊した。
・武生公会堂記念館では、歴史に埋もれた市出身の画家を掘り起こし企画展を開催するなど、多彩な展
示を行った。その結果、同画家作の絵画の寄贈を受けるなど、館蔵資料の増加につながった。
・小松市で開催された第２回こしのくに国府サミットに参加し、越前国府や越前市の歴史文化の紹介を
行った。

【評価及び今後の方向性等】
・文化財の指定・登録候補物件の調査や修理、埋蔵文化財の発掘調査を継続して実施する。
・市史資料編『本多富正』（仮称）を発刊する。
・武生公会堂記念館の常設展示を一部変更し、越前市ゆかりの人物紹介や越前国府関連展示の充実を図
り、市内文化情報の発信拠点として引き続きまちなかの賑わい創出に努める。
・宇治源氏物語ミュージアムとの連携による源氏物語関連企画展を開催し、市ゆかりの紫式部の情報発
信に努める。
・重要文化財の和紙道具や他の文化財を適正に管理保管し、有効活用に努める。

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市内の歴史・文化資源（埋蔵物を含む）の調査・研究を継続的に行い、重要なものについては文化財
に指定、或いは登録文化財に推薦する。
・文化財の適正な維持管理を支援し、市が所有する重要文化財の保存活用を図る。
・古文書等の調査・収集を継続的に行うとともに、市史資料編を発刊する。
・越前市の歴史・文化や市出身の知られざる偉人を紹介する特別展・企画展を開催し、中心市街地の交
流人口増にも貢献する。

183,397 216,750

1715

（2）
歴史的資源の継承と活
用

（1）
芸術・文化の振興 3

【結果及び成果の分析】
・文化センターの耐震化及びリニューアル工事を行い、２７年５月に管理棟、９月に大ホールの供用を
開始した。
・文化センターは工事により利用者が１５６，３０１人（見込）と２６年より減ったが、自主事業は例
年並みに開催した。
・いまだて芸術館の利用者が２６，２００人（見込）と前年比２２％減、ギャラリー叔羅の利用者が１
８，２２１人（見込）で前年比２０％増となった。
・市の歴史文化に基づいた活動を発信していくことを目標に「市環境・文化 創造都市宣言」を行った。

【評価及び今後の方向性等】
・市民の文化芸術活動の支援を充実し、文化３館における自主文化事業で、市民の芸術鑑賞機会の拡大
を図る。
・文化協議会をはじめとする市民文化活動団体のネットワークを構築する。
・中ホールの廃止や、生涯学習センターの建替えに伴い文化センターの利用促進を行い、文化活動の場
の充実を図る。

指標名
達成状況　（年度末見込み）

武生公会堂記念館展示
整備事業

(上段）入館者数
（下段）入館者数/開催日数
＝１日 あたりの入館者数

市史編さん史料収集数（累
積概数）

－
市内の文化振興５施設
利用者数（人）
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達成度

4

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

第８節
誇れる歴史、芸術文化
の創造

　文化３館での自主文化事業により利用者数の増加がみられたため、２７年度も引き続き事業を開催
し、市民が文化芸術に触れる機会を多く作っていく。
　文化協議会をはじめとする市民文化活動団体のネットワークを構築し、効率的な文化活動を支援す
る。
　武生公会堂記念館の常設展を一部変更し、越前市ゆかりの人物を紹介するなど、企画展・特別展とと
もに充実を図り、常に文化の情報発信を行っていく。
　市史資料編を継続的に発刊する。（２８年度は「本多富正」（仮称）を予定）
　重要文化財の和紙道具及び製品を適切に管理・保存するため、３０年秋完成を目指し今立歴史民俗資
料館の改修に着手する。
　文化財の指定、登録文化財候補物件の調査や修理、埋蔵文化財の調査を継続的に実施する。
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4,152 4,339 4,301 4,407 4,311 3,988 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

3

施
策
評
価

4
（H18）

8 8

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

参加人数（申込者）
菊花マラソン大会開催
事業

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第９節　生涯スポーツのまちづくり

施策名 結果・成果の分析及び評価

（1）
生涯スポーツのまちづ
くり

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

スポーツ施設の利用者
数（人）

611,000
（H18）

指標名
達成状況　（年度末見込み）

総合型スポーツクラブ
設立数（団体）

－653,000 625,000

第９節
生涯スポーツのまちづ
くり

　スポーツ施設の利用者数については、近年は６０万人前後とほぼ横ばい状態が続いている。人口減
少・少子高齢化の進展はあるが、元気年齢・健康年齢の延伸化を目指し、今後も高齢者や主婦層等に
ニュースポーツの普及啓発を積極的に行っていくとともに、気軽にスポーツに親しめるよう快適で充実
したスポーツ環境を整備していく。
　菊花マラソンについては、障がいのある人の伴走ボランティアを募集するなど、参加者の拡大を図
り、約４，０００人程度を確保することができた。今後とも、伴走ボランティアについては、積極的な
ＰＲを行って継続して取り組んでいく。また２８年度は、３５回記念となることから、新たに「村国山
ランニング」コースを設けて、ブームとなっているトレイルランニング愛好者を積極的に呼び込んでい
く。
　スポーツ環境の整備については、国体開催競技施設を重点的・優先的に、継続した取組みを推進して
いく。

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

7 －

－606,100

8

608,400

99 6

598,146

－

605,789632,000

3

【結果及び成果の分析】
・市スポーツ推進プランに基づく生涯スポーツ推進のため、通年で中央スポーツ教室（１１教室７４
人）、地区スポーツ教室（５６教室８５０人）を開催した。
・市民参加型スポーツイベントである第３４回菊花マラソンでは、障がいのある人を含め、大人から子
どもまで３，８１７人（参加者数３，９８８人）がマラソンを楽しむ機会を提供した。
・合宿誘致については、観光振興課と連携してスポーツツーリズムの補助制度の周知に努めた。武道館
では、スポ少・高校生・大学生など多くの合宿利用があった。
・菊花マラソンにおける障がい者の伴走については、福祉担当課と連携し、本年度初めて、社会福祉協
議会に協力要請を行い伴走ボランティアを広く募集するなど積極的なＰＲに努めた。
・スポーツ施設の利用増への取組みについては、第８回市民体育大会の実施など、施設利用者は６０
８，４００人と前年を２，３００人上回った。
・障がい者の総合型スポーツクラブが２８年３月に設立され、市内の総合型スポーツクラブが９クラブ
となった。
・施設整備として、武生中央公園体育館の改築については２７年７月３１日に工事着手、武生中央公園
庭球場の改修については２８年春に完成予定。また、新サッカー場についても２８年４月の完成を目指
し早期完成に努めた。陸上競技場においてもトラックを改修し、利用の拡大や競技力向上のための整備
を図った。

【評価及び今後の方向性等】
・市スポーツ施設再配置計画や市武生中央公園再整備計画に基づき、それに関連したスポーツ施設等を
今後も継続して重点的・優先的に整備を行っていく。
・「するスポーツ・観るスポーツ・支えるスポーツ」については、ミラクルエレファンツやサウルコス
福井に協賛し、地域プロスポーツの振興と市民の「観るスポーツの推進」を図る。
・新たに造られる武生中央公園体育館、サッカー場については、今後、利用振興方針を定め、利用者増
も含め、広く市民に親しまれるような施設展開を目指す。
・市スポーツ推進プラン、市スポーツ施設再配置計画に基づくソフト、ハード両面における施策の展開
を図り、生涯スポーツのまちづくりを推進する。
・福井国体に向けた気運の高まりの中、スポーツ人口の拡大を図り、市スポーツ推進計画の基本理念で
ある「市民みんなが元気に生涯スポーツのまちづくり」に繋げていく。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市スポーツ推進プランに基づき生涯スポーツを推進する。
・国体開催や武生中央公園再整備計画に関連するスポーツ施設等の重点的・優先的な整備を行う。
・スポーツ施設の効果的で効率的な運営・維持管理を推進する。
・３０年の「福井しあわせ」元気国体の開催に向け、国体推進課と連携し本格的な準備を始動させる。
・積極的な合宿誘致を図る。
・菊花マラソンの周知を積極的に展開する。
・スポーツ施設の利用者増へ取組みを図る。
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

6 5 5 5 5 5 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

3

18

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市都市計画マスタープランの土地利用方針を達成するため、市住みよい街づくり推進条例に基づき、
適正な宅地開発の規制誘導を図る。
・コンパクトなまちづくりの推進を目指し、市都市計画マスタープランの改定に加え、都市再生特別措
置法の一部改正に基づき、医療、福祉、商業施設などの誘導を図る都市機能誘導区域と居住の誘導を図
る居住誘導区域を定める市立地適正化計画を２７年度、２８年度の２か年で策定する。

【結果及び成果の分析】
・市住みよい街づくり推進条例に基づき、開発行為等の申請者に対し、事前協議を１１件実施し、適正
な誘導を図った。
・２７年１１月に市都市計画マスタープラン改定及び立地適正化計画策定委員会を開催し、まちづくり
の主要課題、将来見通しにおける都市構造上の課題を整理した。

【評価及び今後の方向性等】
・市都市計画マスタープランと市立地適正化計画については、２８年度末の策定を目指し、持続可能な
ネットワーク型コンパクトシティの形成を図る。
・地域の特性を生かした整備を進めるため、市住みよい街づくり推進条例を活用し、住民主体による土
地利用の推進を図る。

3

【主な事業の実績等】
・まちなか住宅団地整備支援事業　　１件
・まちなか空き家解体支援事業　　　３件
・まちなか住宅取得支援事業　　　　６件

実践プログラム【主な事業計画】

実践プログラム【数値目標】

指標名

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

18

  市都市計画マスタープランと市立地適正化計画については、２８年度末の策定を目指すし、持続可能
なネットワーク型コンパクトシティの実現を図る。
　地域の特性を生かした整備を進めるため、市住みよい街づくり推進条例を活用し、住民主体による土
地利用の推進を図る。

1818 18

達成状況　（年度末見込み）

地区計画の認定数・ま
ちづくり協定数（延べ
数）（件）

－

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

行政からの地域街づくりへ
の支援（技術的な支援説明
回数／年間）

7件
（H18）

1821

施
策
評
価

（1）
秩序ある土地利用の推
進

総合戦略における具体
的施策の実施状況

結果・成果の分析及び評価

活
動
指
標
等

第１節
秩序ある土地利用の推
進

成
果
指
標

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第１節　秩序ある土地利用の推進

施策名

地域街づくり計画策定
事業

－
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達成度

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・２７年４月に設立した、まちづくり武生(株)と連携し、中心市街地におけるにぎわい創出、商業振
興、居住促進、イベントサポート等を実施することにより、中心市街地の活性化を推進する。
・新庁舎建設と武生中央公園再整備を中心市街地活性化の絶好の契機と捉え、現行の第２期市中心市街
地活性化基本計画を改定するとともに、２８年１１月の国の認定を目指す。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市都市計画マスタープランの土地利用方針を達成するため、市住みよい街づくり推進条例に基づき、
適正な宅地開発の規制誘導を図る。（再掲）
・コンパクトなまちづくりの推進を目指し、市都市計画マスタープランの改定に加え、都市再生特別措
置法の一部改正に基づき、医療、福祉、商業施設などの誘導を図る都市機能誘導区域と居住の誘導を図
る居住誘導区域を定める市立地適正化計画を２７年度、２８年度の２か年で策定する。（再掲）

【評価及び今後の方向性等】
・コウノトリの餌場環境整備のために、水田退避溝、水田魚道、ビオトープの整備などを西部地域に重
点を置きながら、順次市内全域に広げていく。
・希少野生生物保全研修会や「コウノトリ＆生きもの教室」等の学習会の開催、イベントやホームペー
ジ等での情報発信を行い、市内外に周知を図る。
・コウノトリが舞う里づくり事業をＰＲするため、定期的にＰＲ館の展示を更新するとともに、今年の
取組みを紹介するＤＶＤを作成し放映する。

3

【結果及び成果の分析】
・まちづくり武生(株)は、市内大手企業社員寮（５０戸）のまちなかへの誘致、まちなか商店街ビジョ
ン策定支援（２８年２月）、空き店舗支援（５店）、壱の市やムーンライトカフェの新たな展開等を実
施した。
・市中心市街地活性化基本計画策定委員会を４回、ワークショップを３回開催するほか、先進地視察
（大野市）を行った。

【評価及び今後の方向性等】
・まちづくり武生(株)や商業者、住民、市民団体、学生等との連携を図りながら中心市街地の活性化を
推進する。
・改定中の第２期市中心市街地活性化基本計画については、２８年２月に策定したまちなか商店街ビ
ジョンの反映による取組み充実や策定中の新庁舎基本設計との整合性の確保により、魅力ある中心市街
地の形成に向け、２８年１１月の国の認定を目指す。

【評価及び今後の方向性等】
・市都市計画マスタープランと市立地適正化計画については、２８年度末の策定を目指すとともに持続
可能なネットワーク型コンパクトシティの形成を図る。（再掲）

3【結果及び成果の分析】
・市住みよい街づくり推進条例に基づき、開発行為等の申請者に対し事前協議を１１件実施し、適正な
誘導を図った。（再掲）

（1）
魅力ある中心市街地の
形成

（2）
質の高い一般市街地の
形成

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第２節　コンパクトで機能的な都市構造の形成

施策名 結果・成果の分析及び評価

【結果及び成果の分析】
・水田魚道を２基整備した。また、モデル水田退避溝を大塩町、勾当原町、西庄境町、矢船町の４箇所
に延５４３ｍ整備し、水生生物が生息できる環境を創出した。
・前年度に引き続き、特定外来生物であるオオフサモのモニタリングを行い、地元住民と一緒に駆除活
動を行い、オオフサモのさらなる拡大を防いだ。
・希少野生生物保全研修会を実施した結果、新たなアベサンショウウオの産卵場所や生息地の保全に成
果が得られた。
・１０月に放鳥された「げんきくん」と「ゆめちゃん」の２羽が、本市の環境大使として国内はもとよ
り韓国にも渡る一方、本市には７年連続してコウノトリが飛来し、、コウノトリやコウノトリが舞う里
づくり事業について、マスコミなどを通じて全国に情報発信を行うことができた。
・１０月に開催した「２０１５コウノトリが舞う里づくり大作戦」では、福井県による２羽のコウノト
リの放鳥を受けて、「コウノトリの野外定着と地域振興について」と題した座談会等を開催すること
で、多くの市民に自然環境保全に対する意識の向上を図ることができた。また「コウノトリが舞う里づ
くり図画コンクール」では、３００点を超える作品の応募があり、白山総合文化祭において全作品を会
場（武生第五中学校）に展示することで、市内小学生や市民に事業の周知を図ることができた。
・延５回の実施計画策定会議を開催し、コウノトリの野外定着に向けた環境整備を市内全域に広げるこ
と、活動を継続するために交流の拡大を図ることを重点テーマとした、コウノトリが舞う里づくり第２
次実施計画を策定した。

施
策
評
価

（3）
自然と調和した田園森
林地域の形成

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・水田と水路をつなぎ、魚類の生息環境を再生する設備「水田魚道」の整備を２箇所、また不耕作水田
において、コウノトリの餌となる水生生物の生息環境を整備する。
・２５年度に、市、団体及び地元住民と協働で特定外来生物であるオオフサモの防除を行ったが、その
後も引き続きモニタリングを行い、特定外来種の拡大を防除する。
・希少野生動植物種に指定されているアベサンショウウオを保全していくための研修会を開催し、アベ
サンショウウオの産卵場所や生息地の保全を図る。
・コウノトリの野外定着の実現に向けて、「２０１５コウノトリが舞う里づくり大作戦」を開催する。
・コウノトリやコウノトリが舞う里づくりの情報発信を行う。
・２７年度がコウノトリが舞う里づくり第１次実施計画の最終年となるため、現状と課題を整理し、第
２次実施計画を策定する。

4
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

7 7 7 4 6 6 － －

8 8 13 7 9 1 － －

12 29 13 8 3 9 － －

9 9 9 6 4 1 － －

0 25 0 0 10 0 － －

2 0 0 1 － －

－ － 78 159 111 76 － －

－ － － － 3.3 5.8 － －

－ 1.4 2.6 2.9 3.6 4.0 － －

－ 3 8 10 12 14 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅰ ＫＰＩ 6 － － －

基本目標Ⅴ ＫＰＩ 56 － － －

達成度

3

空き家リフォーム件数 －

まちなかでの市民活動の回
数

（H31）

まちなか住宅用地および用
途地域内（組合施行土地区
画整理事業の保留地等）の
購入資金利子補給制度の新
規交付件数

空き家、空き店舗の橋渡し
件数

達成状況　（年度末見込み）

－

政
策
評
価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第２節
コンパクトで機能的な
都市構造の形成

　改定中の第２期市中心市街地活性化基本計画については、２８年２月に策定したまちなか商店街ビ
ジョンの反映による取組み充実や策定中の新庁舎基本設計との整合性の確保により、魅力ある中心市街
地の形成に向け、２８年１１月の国の認定を目指す。
　２７年１０月に放鳥された「げんきくん」と「ゆめちゃん」の２羽が、本市の環境大使として国内は
もとより韓国にも渡り、各地からコウノトリの飛来情報が届く中、本市へ２月に別のコウノトリが飛来
した事で７年連続の飛来となった。本年も県はコウノトリの放鳥を計画しており、市も飛来するコウノ
トリの野外定着に向け、餌場環境整備のための水田魚道や休耕田ビオトープ、水田退避溝等の環境整備
を西部地域を重点に置きながら進めるとともに、コウノトリＰＲ館の展示機能を強化し、コウノトリ見
学者の受入態勢なども充実していく。

2,261

75回/年

10件/5年間

中心市街地の居住施策
に伴う人口増（人）

中心市街地歩行者数
（人）

1,282
（H25.4）

指標名

まちづくり組織支援事
業

公有地等購入支援事業

申請件数

水田退避溝の設置されてい
る水田面積（ｈａ）

1,420

0
（H25.4）

380
（２５年３月に中心市街地活性化
基本計画を改定し、居住人口の数
値目標を変更した。）

97

－

水田ビオトープの面積（ｈａ）

まちなか開業新規認定件数

－1,3671,560

242 －

（２５年３月に中心市街地活性化
基本計画を改定し、歩行者の数値
目標を変更した。）

成
果
指
標

158 －

H31

総合戦略における具体
的施策の実施状況

【主な事業の実績等】
・２７年５月２３、２４日に(株)日経ＢＰが東京ミッドタウンで開催した「ＷＯＭＡＮ ＥＸＰＯ ＴＯＫＹＯ
２０１５」に設けられた越前市のブースとトークイベントにおいて、ＩＪＵ課職員が、豊かな自然や子育て教
育環境など市の様々な魅力をＰＲした。（アンケート回答者１，０７７人）
・２７年７月４日、５日、(株)日経ＢＰ主催による越前市を訪問するＬＯＣＯハンツアーが開催され、ＩＪＵ
課職員が都会で暮らす女性の参加者５人に対し、市の食や自然、歴史、産業のほか、子育てのための様々な環
境や制度が整っていることを紹介することにより、日経ウーマンオンラインを通して、広く周知をした。
・２７年１１月６日には市内企業対象、１１月２１日には市内の働く女性対象とした地方創生セミナーを実施
した。
・まちづくり武生(株)と連携し、中心市街地におけるにぎわい創出、商業振興、居住促進、イベントサポート
等を実施することにより、中心市街地の活性化の取組みを強化した。

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

目標値

新婚夫婦家賃補助

まちなか住宅団地整備
支援事業

民間優良共同住宅整備
促進事業

景観まちづくり推進事
業

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

総合戦略

基本目標
柱

内容
達成状況（年度末見込み）

実践プログラム【数値目標】

街並み景観整備件数

整備戸数

中心市街地における住宅団
地整備に対する補助

活
動
指
標
等

水田魚道数

実践プログラム【主な事業計画】

中心市街地活性化事業
<再掲>

コウノトリが舞う里づ
くり事業
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達成度

（2）
公園・緑地の整備と維
持管理

（3）
良質な住宅の供給

3

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・良好な景観の形成を図るため、市景観計画、市景観条例、県屋外広告物条例に基づき景観形成基準等
を遵守するよう適切な規制誘導を行う。
・個性的でうるおいある景観づくりを推進するため、街並み景観整備事業により、景観を保全する。
・ふるさと百景を生かした景観づくり推進事業の推進を図るため、地域の活動を支援するとともに、吉
野瀬川桜回廊（上太田町）を整備する。

【結果及び成果の分析】
・市景観計画、市景観条例、県屋外広告物条例に基づき、２７年度の建築（２８件）、屋外広告物（３
５０件）の届出を受付け、景観形成基準等遵守について指導をした。
・街並み景観整備事業（１件）、伝統的民家普及促進事業（３件）の修景整備補助を行ったほか、ふる
さと百景活動（３団体）の支援を行った。
・吉野瀬川桜回廊（上太田町）の舗装工事を行った。

【評価及び今後の方向性等】
・良好な景観形成を図るため、市景観計画、市景観条例、県屋外広告物条例に基づき、適切な規制・誘
導に努める。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・既設市営住宅の質的向上や長寿命化を図るため市営住宅長寿命化計画に基づき、今年度計画している
設備改修、屋根改修等改善工事を入居者の協力を得て、円滑に進める。
・まちなか居住と定住化の促進するために民間事業者による質の高い共同住宅（民間優良共同住宅１０
戸、借上げ市営住宅８戸）の供給を図る。

【結果及び成果の分析】
・既設市営住宅の質的向上や長寿命化改善工事（設備改修、屋根改修等）を入居者との調整を密に行
い、計画どおり完成させた。
・まちなかの店舗併用住宅跡地（元町）への民間優良共同住宅（１棟４戸）の建設に補助支援を行っ
た。借上げ市営住宅建設には、申込みがなかった。

【評価及び今後の方向性等】
・日常の点検を強化しながら市営住宅長寿命化計画に基づき、予防保全的（長寿命化）改善工事を計画
的に実施していく。
・中心市街地の活性化に取り組んでいるまちづくり武生(株)と連携を図るなど広報活動の強化を図り、
民間事業者による質の高い共同住宅の供給を推進する。また、借上げ市営住宅の整備については、最低
事業規模８戸を４戸に見直し、比較的小規模空き地（空家の解体跡地）等の利活用を図りやすくする。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市のセントラルパークである武生中央公園、地区公園としての瓜生水と緑公園の計画的な整備を進め
る。
・紫式部公園や今立中央公園、東運動公園の計画的な改修を進める。
・都市公園（街区公園７６箇所、近隣公園以上１６箇所）の維持管理については、指定管理者、地域住
民が連携し、良好な維持管理を推進する。

3

3

【結果及び成果の分析】
・武生中央公園については、２７年４月に野球場解体が完了し、１０月までに駐車場（２４０台）が完
成するとともに、老朽化した管理事務所等の建築工事を発注した。
・丹南総合公園については２７年４月２１日に、今立中央公園については２７年７月１４日に完成を記
念し、竣工式典を行った。
・都市公園の維持管理については、地域住民との連携を図るため、各自治振興会に説明会を行った。
（８回）

【評価及び今後の方向性等】
・武生中央公園については、かこさとし氏の監修を得るとともに、基本方針の実現を図るため、２８年
の菊人形６５周年、２９年のプレ国体、３０年の国体開催を踏まえ計画的に整備を推進する。
・指定管理者（武生森林組合）とともに、地域が愛着を持ち、活用できる都市公園の維持管理を推進す
る。

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第３節　うるおいのある住環境の創出

施策名 結果・成果の分析及び評価

（1）
良好な都市景観の形成
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【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・下水道整備区域の拡張（管渠整備）については、市下水道整備基本構想に基づき計画的かつ効率的に
整備を進め、下水道未普及地域の確実な解消を図る。
・水洗化促進については、一部の下水道接続奨励金が２７年度で終了するを周知し、当該奨励金等を利
用した早期の接続を働きかけるとともに、新規に下水道を整備拡張する区域においては、工事説明会を
通して下水道接続の意義を説明し、速やかな下水道接続を促す。また、これまでの下水道未接続の要因
を分析し、有効な水洗化促進策についても検討する。
・下水道処理施設の維持管理については、的確な保守管理による確実な放流水質を維持するとともに、
計画的な処理施設の改築更新と増設、並びに管渠の定期的な調査と補修等、施設の維持に努める。

【結果及び成果の分析】
・公共下水道整備区域の拡張については、目標とする３５年度の整備完了を見据え、新たに下水道認可
区域の拡大を行うとともに、管渠整備工事についてもほぼ予定どおり進捗した。一方、合併処理浄化槽
事業の普及については、味真野地区において一部浄化槽の排水先確保のための水路整備により普及が進
んだものの、合併処理浄化槽区域全体としては、計画どおりの普及までには至らなかった。
・水洗化促進については、職員による戸別訪問及び集合住宅所有者への文書通知等により、合併処理浄
化槽公共下水道切替奨励金を利用した下水道接続戸数が前年比約３倍に拡大するとともに、集合住宅合
併処理浄化槽公共下水道切替補助金の利用に伴う接続が約３４０戸（過去２か年間では４０戸）と大幅
に拡大した。また、地域ぐるみでの公共水域等の水質改善の取組み推進に向け、新規に地域ぐるみ下水
道接続奨励金制度を創設した。（２８年度以降執行予定）
・下水道の維持管理については、特定事業場の排水を定期的に調査し管理するとともに、処理場の運転
管理においては、放流水全てにおいて法で定める排出基準及び自主基準を満たす維持管理を達成し、良
好な運転水準を維持した。

【結果及び成果の分析】
・市水道ビジョンについては、改定検討委員会で審議を行うとともにパブリックコメントを実施し２８
年３月に改定した。また、将来にわたって安定的に事業継続するため、市水道事業経営健全化計画を策
定した。
・維持管理事業については、２８年度以降の民間事業者との包括委託業務の契約を締結した。また、漏
水調査業務実施により有収率が向上し、市水道事業経営健全化計画の推進により当期利益を確保した。
・拡張事業については、年度当初の計画に基づき拡張事業（白山地区）や老朽管更新事業等により施設
の改良や耐震化を図った。
・簡易水道統合事業については、送水ポンプ設備等の工事が完了し、服部地区を上水道に統合し、今立
地区簡易水道の全ての統合が完了した。
・水の需要を高める取組みについては、広報、市ホームページ、丹南ケーブル等でＰＲを行った。ま
た、市水道ビジョン改定の中で、市民と連携し客観的でわかりやすい情報の積極的な提供に取り組むこ
ととした。

【評価及び今後の方向性等】
・下水道の未普及地域解消に向けては、３５年度の確実な整備完了を目指し、今後も着実に整備を推進
する必要がある。合併処理浄化槽普及に向けては、合併処理浄化槽設置に対する上乗せ補助が３０年度
までとなっていることの周知と普及啓発を、浄化槽維持管理協会との連携のもと推進する。また、一部
合併処理浄化槽の排水先が確保できていない地域においては、計画的に排水路を整備し、合併処理浄化
槽普及のための基盤づくりを行う。
・水洗化促進に向けては、地域ぐるみで水洗化を行うことにより生活環境の改善のみならず、付近の河
川や水路等公共用水域の水質保全に効果があることを強調し理解を求め、地域ぐるみ下水道接続奨励金
制度利用による地域ぐるみでの下水道接続促進を促す。
・下水道の維持管理については、処理施設の計画的な改築更新と適時の増設を進めるとともに、今後と
も法及び自主基準を順守した運転管理を継続する。また、管渠については定期的な調査と補修等、施設
の適正維持に努める。

3

【評価及び今後の方向性等】
・維持管理事業については、引き続き効率的な施設管理に努め、安全で安定した水道水の供給と経営に
努める。
・拡張事業については、武生米ノ線道路築造工事（吉野瀬ダム関連）に合わせて送水管を布設し、上水
道統合を推進する。
・建設改良事業については、市水道ビジョンで示した基本方針や目標値に基づき、市水道施設更新計画
を策定する。

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・水道事業の中長期的な方向性を示すため、アセットマネジメントの結果を反映した市水道ビジョンの
改定を行うとともに、同ビジョンの財政計画の位置づけである市水道事業経営健全化計画を策定し、経
営の効率化を推進し経営基盤の強化を図る。
・維持管理事業については、効率的な施設管理に努め、安全で安定した水道水の供給と経営に努める。
・拡張事業や建設改良事業については、生活環境の向上を図るため、老朽管更新事業・旧白山簡易水道
統合事業により水道施設の整備・耐震化を進める。
・簡易水道統合事業については、服部地区を上水道に統合する。
・水の需要を高める取組みやアピール方法を検討する。

（4）
上水道の整備

施
策
評
価

（5）
下水道の整備

総合戦略における具体
的施策の実施状況

【主な事業の実績等】
・市職員が、２７年６月１日から県のふるさと福井移住定住促進機構（福井Ｕターンセンター）の移住定住支
援員を併任し、移住希望の相談に対しワンストップで対応した。（相談件数２６件）
・移住・定住を考える際に重視する「住む」「働く」「子育て・教育環境」等の分野の支援制度を紹介する移
住・定住促進パンフレットを作成した。
・市ホームページに掲載している新生活支援サイト「住もっさ！越前市」と、市定住促進ポータルサイトを統
合整理し、分かり易いサイトにリニューアルするため関係機関と協議を行っている。
・空き家、空き室等の住まい情報を一元的に集約し、住まい等を探している方々の幅広いニーズに応じた情報
を提供するためのポータルサイト「越前市住まい情報バンク（愛称：越前市おうちナビ）」の開設に向けた準
備を行った。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

9 9 9 6 4 1 － －

21.20 21.22 21.48 22.87 23.28 24.10 － －

8 8 13 7 9 1 － －

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － －

0 25 0 0 10 0 － －

53.7 58.6 67.2 69.7 72.2 75.1 － －

70.8 71.6 72.5 74.4 76.7 78.7 － －

3.1 3.0 3.7 4.6 4.0 3.4 － －

101 113 124 143 97 103 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

数値目標

ＫＰＩ H27 H28 H29 H30

基本目標Ⅰ ＫＰＩ 51.8 － － －

基本目標Ⅳ ＫＰＩ 2 － － －

基本目標Ⅰ ＫＰＩ 84 － － －

基本目標Ⅰ ＫＰＩ 78 － － －

基本目標Ⅰ ＫＰＩ 90 － － －

基本目標Ⅲ ＫＰＩ 90 － － －

達成度

3

－

従業員用住宅整備戸数 150戸/5年間 －

新婚夫婦家賃補助での市外
からの転入者数

600人/5年間 －

222

82.7

223

87.785.891.5 81.3

送配水管事業費（実績見込
額）／送配水管事業費(当初
予定額)×１００

政策名 成果・今後の方向性

84

指標名

汚水処理人口普及率
(％)

H31

－

－212

目標値

（H31）

達成状況　（年度末見込み）

水洗化率(公共下水
道）（％）

68.3

第３節
うるおいのある住環境
の創出

　武生中央公園については、かこさとし氏の監修を得ながら基本方針の実現を図るため、２８年の菊人
形６５周年、２９年のプレ国体、３０年の国体開催を踏まえ計画的に整備を推進する。都市公園の維持
管理に当たっては、地域住民との連携を図るため、指定管理者（武生森林組合）とともに、地域が愛着
を持ち、活用できる公園として良好な維持管理を推進する。
　上水事業については、改定検討委員会で市水道ビジョンの審議を行うとともに、パブリックコメント
を実施し２８年３月末に改定し、その基本方針や目標値に基づき、市水道施設更新計画を策定する。簡
易水道統合事業については、送水ポンプ設備等の工事が完了し、服部地区を上水道に統合し、今立地区
簡易水道の全ての統合が完了した。
　下水道事業については、公共下水道認可区域の拡大を行い、３５年度の整備完了を目指し、今後も着
実に整備を推進する。水洗化促進に向けては、地域ぐるみでの公共水域等の水質改善の取組み推進に向
け、地域ぐるみ下水道接続奨励金制度を新たに創設し、下水道接続促進を促す。

3件/5年間

60%以上

共同住宅供給戸数

子どもの遊び場（大型遊
具）整備数

－

－600人/5年間
新婚夫婦家賃補助での市外
からの転入者数〈再掲〉

政
策
評
価

成
果
指
標

300戸/5年間

68.3
（H22.4）

86.0

事業名 指標名

84.782.4

212248

内容

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

75.5

街並み景観整備件数
<再掲>

中心市街地への民間優
良共同住宅、高齢者向
け優良賃貸住宅、高齢
者専用賃貸住宅の整備
戸数（戸）

0
（H18.4）

公園整備事業
都市計画区域人口１人当た
りの都市公園供用面積

まちなか住宅用地および用
途地域内（組合施行土地区
画整理事業の保留地等）の
購入資金利子補給制度の新
規交付件数<再掲>

景観まちづくり推進事
業
<再掲>

－

－

212

数
値
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

基本目標
柱

187

76.9

－

達成状況（年度末見込み）

放流水質（ＢＯＤ）１３ｍ
ｇ／Ｌ以下の維持

浄化槽設置整備事業におけ
る浄化槽設置基数

浄化槽設置整備事業

市内企業の新設又は増設に
よる雇用増加者数に占める
市内居住者割合

－

66.1
（H18.4）

－83.1

80.2

面整備率（％）＝整備済面
積（ｈａ）／全体計画面積
（ｈａ）×１００

78.7

民間優良共同住宅整備
促進事業<再掲>

高齢者向け優良賃貸住
宅供給促進事業

公有地等購入支援事業
<再掲>

浄化センター築造事業

管渠築造事業
（公共下水道＋特定環
境保全公共下水道）

第５次拡張事業（配水
本管費）＜水道事業会
計＞

計画戸数に対する整備率
（１３１戸）

整備件数/整備目標件数
（１１３戸）
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達成度

施
策
評
価

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第４節　快適な交通体系の整備

結果・成果の分析及び評価施策名

4

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・福武線については、サポート団体や沿線市と連携して「乗る運動」を展開する。
・運行委託事業者との意見交換や、バス乗込みによる聞取り調査、利用者以外の方へのアンケート調査
を実施し、市民バスの周知も併せて行う。
・利用者の利便性を図るため、低床バスを導入する。

【結果及び成果の分析】
・福武線利用者を２９年度に２００万人とする目標に向けて、利用者が着実に増加している。対前年比
では、１０２．５％となった。
・ルート毎に見るとバラつきはあるものの、市民バス全体の利用者は増加している。対前年比（福祉バ
ス含む）では１０１．２％となった。
・今立エリアにおいて２７年９月に小型低床バスを購入し、武生エリアの既存のバスと合わせて、絵本
作家いわさきちひろ氏の作品をラッピングした「ちひろ号」を運行開始した。

【評価及び今後の方向性等】
・福武線利用者は着実に増加しており、引き続き関係団体等と連携し「乗る運動」を展開する。
・アンケート結果等を基に２９年のルート・ダイヤ改正でより良い市民バス運行を目指す。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・ＪＲ武生駅の乗降客増加に向け、関係団体と連携して「越前市民号」を開催するなどの取組みを行
う。
・新幹線の沿線集落で説明会を開催するなど、住民の理解を働きかける。
・南越駅周辺整備については、委員会の開催やフォーラム等を開催し、市民に関心を持ってもらうよう
働きかける。

（１）
公共交通の整備

（２）
北陸新幹線の整備促進

（３）
駐車場の整備

【結果及び成果の分析】
・市道第３６２２号線については２７年１０月に供用を開始し、都市計画道路河濯線については、調査
設計、地元説明会、用地交渉等を行い、事業促進を図った。
・トンネルの定期点検結果に基づき詳細設計を実施した。また、県と協力し道路メンテナンス会議を実
施した。
・市橋梁長寿命化計画に基づき計画的な点検を行った。また、２橋の修繕工事を実施した。

【評価及び今後の方向性等】
・都市構造の骨格をなす道路の整備を図り、交通ネットワークの強化を図る。
・道路法に基づき実施した定期点検の結果を基に、計画的に保全対策を実施していく。

【結果及び成果の分析】
・新幹線本線については、関係機関と協力して沿線集落の理解を得るための説明会を４７回開催した。
また、境界立会いをほぼ終了し、一部の町内で用地交渉に着手した。
・南越駅周辺整備については、基本計画策定に向け委員会を３回開催した。
・北陸新幹線南越駅周辺整備基本計画に係る市民フォーラムとパブリックコメントを実施し、２７年１
２月に基本計画を策定した。

【評価及び今後の方向性等】
・新幹線本線については、引き続き沿線集落の理解を得るための協議を行い、市内全域で用地交渉に着
手できるようにする。
・南越駅周辺整備については、計画に示されたアクセス道路や駅前広場等の基本設計に取り組む。

（４）
道路の整備と維持管理

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・まちなか駐車場については、来場者に対する短時間無料駐車場としての周知度を上げるため、市や観
光協会ホームページでのＰＲ、周知看板の充実に努め、来街者の利用向上を図る。
・市営駐車場については、市広報紙やホームページ等で月極め駐車場の募集を積極的に行うとともに、
老朽化した駅東駐車場のゲートの改修等により利用者の利便性を向上させ、より一層の利用促進を図
る。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・交通ネットワークの強化を図るため、戸谷片屋線を広域農道まで延伸する市道第３６２２号線、およ
び都市計画道路河濯線などの道路を整備する。
・道路法に基づき実施した道路構造物（舗装・トンネル等）の定期点検結果を基に、道路メンテナンス
対策を実施する。
・市橋梁長寿命化計画に基づき、橋梁の機能を維持し道路ネットワークの安全性、信頼性を確保するた
め、計画的な定期点検、修繕を実施する。

3

【結果及び成果の分析】
・まちなか駐車場については、車での来場者が無料で利用できる駐車場として、交流人口の増加に寄与
した。
・市営駐車場については、２６年度とほぼ同様の利用があった。

【評価及び今後の方向性等】
・まちなか駐車場については、まちづくり武生(株)と協力し、利活用の推進と目的外使用車の対策を検
討する。
・市営駐車場については、中心市街地活性化と連携した取組みや利用者の利便性の向上と施設の利用促
進を図る。

4
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

66.0 66.0 66.0 66.0 66.0 66.0 － －

41.57 58.89 65.23 －

400 1,500 388 － －

591 823 964 1,060 （事業完了） － － －

－ 0.74 1.56 2.56 1.14 0.83 － －

23.7 32.7 41.1 56.98 64 81 － －

366 550 580 （事業完了） 4 6 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4

110.4

単独道路整備事業

（地方特定事業廃止)

指標名

地方特定道路整備事業 整備率（事業費換算）

中心市街地駐車場整備率
整備箇所数／整備計画箇所
数

中心市街地駐車場整備
事業

活
動
指
標
等

－

－70.6 －

整備済延長（事業費換算）
（ｍ）

整備延長（ｍ）

－

達成状況　（年度末見込み）

68.4
（H18.4）

68.9
（H18.4）

達成状況　（年度末見込み）

整備延長（事業費換算）
（ｋｍ）

補助道路整備事業

118.8

74.3

－

75.7

（単独道路整備事業新規追加）

－

－

49.4

政
策
評
価

第４節
快適な交通体系の整備

成果・今後の方向性

114.4 114.8
市道歩道設置延長
（ｋｍ）

113.9

－

112.5

74.3

54.6 56.1 －
消雪施設整備路線延長
（ｋｍ）

85,760
（H18）

95,000

70.9

41.3
（H18.4）

60.0

73.8

1,901,681

市民バス利用者数（福
祉バス含む）（再掲）
（人）

94,212

政策名

成
果
指
標

－

71.0

戸谷片屋線整備事業

70.0

47.5

70.9

74.2

51.2

106.9
（H18.4）

115.8

 交通ネットワークの強化を図るため、戸谷片屋線を広域農道まで延伸する市道第３６２２号線は、２７
年１０月に供用開始を行った。今後は、都市計画道路河濯線の整備に着手し、３０年の供用開始を目指
す。
　市道路無雪化事業整備計画については、整備計画に基づき消雪施設の整備を行うとともに、機械除雪
を基本に冬期間の道路の通行を確保する。

74.3

71.2

1,778,348
福井鉄道福武線利用者
数（再掲）（人）

72.3

1,639,504
（H21）

都市計画道路（街路）
整備率（％）

市道改良率（％）

91,394

1,730,919

90,449

1,758,7362,000,000

－

事業名

整備済延長（事業費換算）

整備率（市無雪化計画）
整備延長／整備計画延長

街路整備事業

雪寒地域道路整備事業

実践プログラム【数値目標】

指標名

－97,290

（５）
雪に強い道づくり 3

【結果及び成果の分析】
・市道路除排雪基本計画に基づき冬期間の交通の確保を図った。
・市道路無雪化事業整備計画に基づき、消雪施設の整備を行った。
・市道路除排雪機械整備費補助事業により、６社に対し除雪機械の整備費補助を行った

【評価及び今後の方向性等】
・機械除雪を基本に、市道路無雪化事業整備計画に基づき、消雪施設の整備を行い、冬期間の道路の通
行を確保する。
・老朽化した消雪施設の更新を行い、施設の長寿命化を図る。
・機械整備補助事業により、除雪対応可能な重機の保有台数を確保する。

59.6

71.0

91,358

1,934,550

92,151

1,983,679

実践プログラム【主な事業計画】

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市民生活や産業活動に支障をきたさないよう、気象情報を的確に収集し道路除雪を実施する。
・市道路無雪化事業整備計画に基づき、計画的に消雪施設を整備する。
・除雪協力業者の除雪車両の購入や更新に対し、市道路除排雪機械整備費補助を行う。
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達成度

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第５節　環境にやさしいまちづくり

施策名 結果・成果の分析及び評価

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・ゴミ減量化推進事業では、２６年度の試行期間を受け、２７年度より金属・電気製品類拠点回収事業
を本格的に実施し、リサイクルを推進する。また、リサイクル推進員の育成やゴミ分別の市政出前講座
の実施などを通じて、さらなるゴミ減量化とリサイクルの推進を図る。
・エコビレッジ交流センター主催の環境学習講座や保育園、幼稚園での環境出前講座などを開催し、環
境学習事業を推進する。
・地球温暖化防止対策事業として、電気自動車の普及促進と住宅用太陽光発電設備及び省エネ設備の普
及に努める。
・消費電力の削減などを目指し、各町内の防犯灯設置補助事業による防犯灯のＬＥＤ化を推進する。
・ＬＥＤ防犯灯設置補助事業により、町内会が所有する防犯灯の早期のＬＥＤ化を推進する。

施
策
評
価 【評価及び今後の方向性等】

・金属・電気製品類拠点回収を２７年度より本格的に実施した結果、リサイクルの適正な推進と市民
サービス向上が図られた。今後も継続して実施し、市民ニーズに対応する中でごみ減量化とリサイクル
を推進する。
・一人あたりのごみ排出量の削減とリサイクル率の向上に向けて、市政出前講座などの啓発活動を強化
し循環型社会の構築に努める。
・コウノトリや希少生物などを守り育み、美しい里地里山を保全するための環境学習について、その拠
点となるエコビレッジ交流センターの活動をさらに強化し、環境保全に対する啓発活動を推進する。
・電気自動車の補助制度を継続し普及を推進する。
・家庭用太陽光発電については、２８年度改定予定の環境基本計画の中で、国県の環境ビジョン等を考
慮し、市独自の取組みを検討する。
・進捗が遅れている町内会に対し、今後もＬＥＤ防犯灯設置補助事業により、ＬＥＤ化を推進する。

（1）
持続可能な循環型社会
の推進

（2）
望ましい環境の保全・
創造

【結果及び成果の分析】
・ゴミ減量化推進事業では、２７年度より降雪期を除く毎月第１日曜日に実施した金属・電気製品類拠
点回収により、金属類３４．７t、電気製品類５８．６tを回収し確実なリサイクルが行われた。また、
リサイクル推進員を１５６人認定するとともにゴミ分別出前講座を２３回実施し、リサイクル推進の啓
蒙活動を実施した。
・一人あたりのごみ排出量やリサイクル率は２６年度とほぼ同様に推移しており、県内９市での比較で
も一人一日当たりの排出量１位、リサイクル率２位と最高水準を維持している。
・エコビレッジ交流センター主催の環境学習会には約２，８００人が参加したものの、前年に比べ２
２．６％の減となっている。２６年度は、６月にコウノトリのヒナが誕生したことにより、ヒナの成長
と放鳥に向けコウノトリに対する市民の意識が高まり、コウノトリ関連の環境学習会への参加者が増加
したものであり、２７年度の参加者数は前々年度に比べると増加している。
・家庭でのＣＯ２削減の取組みとして、ＣＯ２ＣＯ２ダイエッ大作戦を全小学校の５年生を対象に実施
し、５９９人（参加率７８％）が参加した。
・電気自動車の普及台数は５３台となったが、年間普及台数は５台と伸び悩んでいる。だが一般開放型
充電設備が、２７年度末で県内１６７箇所（前年度末１４３箇所）、うち越前市２３箇所（前年度末１
４箇所）と民間によるインフラ整備が進められていること、今後価格の低価格化が見込まれることか
ら、今後の電気自動車普及が期待される。
・家庭用太陽光発電については、買い取り契約件数で２７年度末１，１４７件（２６年度末１，０９２
件）となっている。しかし２８年度から県の補助金が廃止されることから今後は伸び悩みが予想され
る。
・各町内防犯灯のＬＥＤ化は、防犯灯設置補助事業により新たに６３０基がＬＥＤ化され、市のリース
によるものと合わせて１０，８３６基と整備促進が図られた。
・ＬＥＤ化の進捗が遅れている町内に対して、ＬＥＤ化の促進を依頼した結果、ＬＥＤ灯への交換及び
新設に対し６３０基の補助を行った。

4

3

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・生活環境保全対策事業では、大気観測や河川の水質調査、公害防止協定事業所排水の調査、地下水水
質調査など確実に行う。また職員による環境パトロールを着実に実施し、早期に問題発見と未然防止に
努める。
・環境美化対策事業では、各地域で行われる河川一斉清掃や雪解けクリ―ン作戦での支援のほか、従来
からの職員による不法投棄監視パトロールに加え、シルバー人材センター委託によるパトロールを実施
し、不法投棄の抑制と早期発見に努める。

【結果及び成果の分析】
・大気観測や主要河川の水質調査等によるデータは、概ね環境基準に適合していた。公害防止協定事業
所については、３８事業所で４４回の立ち入り調査を実施し、協定不適合による指導は９％の４回あっ
た。不適合の内容は水質のＳＳなどの一般項目であり、健康項目に触れる有害物質検出による不適合は
無かった。
・地下水水質調査結果では、年々改善する結果となってきている。
・不法投棄パトロールの強化により、早期発見が図られた。しかし、不法投棄の根絶に向け、さらなる
予防対策が必要である。

【評価及び今後の方向性等】
・概ね良好な環境が保全されているが、排水の不適合等事業所も存在するため、引き続き監視と立ち入
り調査等を継続し生活環境の保全に努めなければならない。
・不法投棄パトロールの強化により不法投棄は減少傾向ではあるが継続してパトロールを行うととも
に、悪質な不法投棄防止対策として監視カメラの導入による監視体制の強化を図る。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

3,247 3,272 3,200 3,008 2,930 2,541 － －

－ － － － － 93 － －

91 147 128 115 61 57 － －

23,201 23,690 24,432 24,456 24,658 24,678 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

23.3
（H17）

30.1 26.2 25.7 25.1 24.2 23.7 － － －

2
（H18）

1 － － － － 2 2 － －

286
（H22）

900 286 433 561 676 737 － － －

633
（H23）

1,400 － － － － 1,092 1,147 － －

達成度

3

太陽光発電買取契約件
数（件）

第５節
環境にやさしいまちづ
くり

　再生可能エネルギーについては、家庭用太陽光発電の買い取り契約件数が増加し、一定の普及が図ら
れた。また、電気自動車については、２７年度の普及台数は５台と伸び悩んだものの、一般開放型充電
設備のインフラ整備が進んでいることや、さらなる低価格化が予想されることから。今後の普及促進が
期待される。
　各町内防犯灯のＬＥＤ化は、防犯灯設置補助事業により新たに６３０基がＬＥＤ化され、市のリース
によるものと合わせて１０，８３６基の整備促進が図られた。今後も取り替え時に随時、交換整備する
必要がある。
　ごみの減量化については、金属類・電気製品類の拠点回収を実施した結果、併せて９３．３ｔが回収
され適切なリサイクルが行われるとともに、南越清掃組合での粗大ごみ処理量削減が見込まれることか
ら、事業の継続が必要である。
　循環型社会の推進については、環境出前講座の開催やリサイクル推進員の認定等により、市民に対す
る啓発活動が図られた。今後も継続して推進するとともに、一部地域で問題となっている外国人就労者
のごみ出しマナーについて、官民一体となった啓発活動が求められている。
　生活環境保全については、大気観測や河川の水質検査、公害防止協定事業所への立ち入り検査などを
着実に実施し良好な生活環境が保全されていることから、確実に継続する必要がある。
　不法投棄対策は、従来の職員によるパトロールに加え、シルバー人材センター委託によりパトロール
頻度や巡回地点を増加した結果、早期発見による環境美化が図られた。このパトロールを継続するとと
もに、今後は監視カメラの設置などによる不法投棄防止対策の強化を図る。
　町内防犯灯のＬＥＤ化については、進捗が遅れている町内会に対し、ＬＥＤ灯への交換及び新設に対
し６３０基の補助を行った。引き続きＬＥＤ防犯灯設置補助事業により、ＬＥＤ化を推進する。

政策名 成果・今後の方向性

3,500 － －

達成状況　（年度末見込み）

－ －2,806

ごみの資源化率（％）

ごみのリサイクル率
（県下９市の家庭系ごみ
排出量の順位）（位）

544

11

538

1

547

1

家庭系ごみ排出量（市
民1人1日当たりのごみ
排出量）（g/1日/1
人）

538
（H21）

522 529

1.90

1
（H22）

エコビレッジ主催環境
学習会参加人数（人）

2,606
（H22）

家庭系ごみ排出量（県
下９市の生活系ごみ排
出量の順位）（位）

－

1.90 1.90 －

552

72

－

1 1

3,625

－

－ －

－

市民１人当たりの年間
CO2排出量(ｔ-CO2)

1.93
（H15）

1.65 1.94 1.91

1

－

ＥＳえちぜん認証事業
所数（累計）（事業
所）

45
（H18）

75 70 70 － － －72

－
電気自動車普及台数
（補助台数及び市導入
台数の累計）（台）

0
（H22）

93 0 4811 5321

家庭用太陽光発電設置
戸数（補助件数累計）
（戸）

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

－

指標名

－210 200 185 201 127200 －111

住宅太陽光発電システム導
入補助件数

政
策
評
価

190
（H16）

南越清掃組合分担金
(ごみ収集処理業務)

里山の森林づくりボラ
ンティア参加人数
（人）

35

72

ごみ減量化推進事業

金属・電気製品類拠点回収
量（ｔ）

古紙類集団回収量（ｔ）

－

552

分担金に係るごみの年間排
出量（ｔ）

地球温暖化防止対策事
業
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達成度

【結果及び成果の分析】
・全１７地区において防災訓練が実施されるとともに、市政出前講座を６４回開催し、防災知識の普及に
努めた。また、リーダー育成研修会を開催したところ４４８人の参加が得られ、原子力についての基礎知
識を学び理解を深めるとともに、住民避難計画の周知を図った。
・避難マニュアル及び防災マップ作成補助のための出前講座を行うなど、未着手町内に対して積極的な支
援を実施した結果、２４２町内で完成し作成率は９３％となった。
・市防災士育成事業では、県地域防災リーダー養成研修が本市で開催されたことから、市が助成した７１
人の防災士が誕生し、総数は８４人となった。また、６月には市が養成した防災士と市内在住の防災士、
計３０人による「市防災士の会」が発足し、市総合防災訓練や地区防災訓練に積極的に参画して講演や指
導を行うなど地域において活躍した。
・避難行動要支援者の支援については、名簿登録者に対する同意意向調査を実施し、同意者に対する個別
支援計画を作成し、区長等に提供を行って情報の共有を図った。
・家具等転倒防止器具取付支援事業については、１４件の補助を行い避難行動要支援者の安全確保に努め
た。また、対象者への文書通知や市広報紙、ホームページ、家庭防災対策ガイドへ掲載するとともに、市
政出前講座等において事業の周知を図った。
・町内集会所の耐震診断の補助期間が２７年度で終了し、終了後は制度を縮小することから８月に関係区
長に対し制度の見直し（縮小）及び制度の概要について周知を図るとともに、耐震及び補強工事の意向調
査を実施した。また、２８年２月にも再度周知し、耐震診断の実施を促した。その結果、耐震診断につい
て３町内、耐震補強工事について２町内が実施した。

（1）
地域防災力の充実

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第１節　地域が支える防災体制の充実

目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価施策名

施
策
評
価

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・リーダー育成研修会や市政出前講座の継続的な開催により、住民の防災意識の向上を図る。また、防災
訓練の全地区での開催や研修会等への積極的な参加を呼びかけ、市と市民の協働による災害に強いまちづ
くりを推進する。
・避難マニュアル及び防災マップについては、作成費用の支援や未着手町内での作成説明会を開催し、全
町内での作成を目指す。
・市防災士育成事業については、引き続き防災士の資格取得経費の補助をする。また、これまでに養成し
た防災士のスキルアップを図り、市政出前講座及び防災訓練等で活動する防災コーディネーターを養成す
る。
・避難行動要支援者の避難支援については、新たに名簿情報を事前提供することについての同意意向調査
を行うとともに、実効性のある支援体制の強化を図る。
・家具等転倒防止器具取付支援事業については、事業目的のＰＲを積極的に行い、地震等災害時における
避難行動要支援者及び避難支援者の安全を確保する。
・集会所の耐震診断・耐震補強工事の未実施町内に対し、補助制度の周知と活用の促進を図る。

【評価及び今後の方向性等】
・全１７地区での防災訓練の実施を促すとともに、リーダー育成研修会や市政出前講座を通じて積極的に
防災知識の普及に努め、地区の防災体制の充実強化に努める。
・避難マニュアル及び防災マップ作成では、引き続き未作成町内への積極的な作成支援を進めていくとと
もに、既にマップ作成済み町内に対して、その更新を支援していく。
・防災士の養成及び市防災士の会の充実を図り、地区防災訓練や市政出前講座等を通じ、地域防災力の強
化を図る。
・家具等転倒防止器具取付支援事業については、その普及と併せ避難行動要支援者の名簿提供同意の促
進、並びに地域等の協力を得ながら避難支援者の増加に努める。
・集会所の耐震診断等の未実施の町内会に対して、再度個別に耐震診断や補強工事の働きかけを行う。ま
た、地縁団体を対象とする県の補助制度や、大規模改修など他の補助制度との併用について説明し、促進
を図っていく。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2 34 117 130 177 242 － －

－ － 80 80 81 81 － －

120 148 168 186 193 205 － －

22 27 31 38 41 46 － －

－ － 8 4 3 3 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

17

（2）
危機管理体制の充実

実践プログラム【主な事業計画】

指標名
達成状況   (年度末見込み)

－

達成状況　（年度末見込み）

0
（H17）

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・災害発生に備え、市地域防災計画（一般対策編・震災対策編）の修正など、防災体制の充実・強化を図
る。
・浸水害や土砂災害を想定し、避難場所開設・運営等を中心とした市総合防災訓練を実施する。
・国の防災基本計画及び県の地域防災計画の修正に合わせ、迅速に市防災計画（原子力災害対策編）を修
正するとともに、具体的な行動マニュアルの作成を進めて災害時の行動の周知を図るほか、本市の広域避
難先となる石川県小松市、能美市との具体的な体制整備の協議を進める。
・県の原子力防災訓練に合わせ、市原子力防災訓練を実施する。
・防災行政無線など、市民への情報伝達が安定的に提供できるよう体制を維持する。
・防災行政無線のデジタル化について方針を決定し、整備スケジュールを作成する。
・消防無線デジタル化に伴い、今立地区サイレン６箇所の制御装置更新工事を行う。

防災訓練の実施地区数
（地区）

活
動
指
標
等

木造住宅耐震改修促進
事業

コミュニティ会館耐震
化促進事業

3,753

指標名

防災行政無線管理事業

自主防災組織リーダー
育成研修会参加者数
（累計）（人）

診断件数（延件数）

町内ごとの防災マップ、避
難マニュアルづくり

地域防災対策事業

事業名

4

－

【結果及び成果の分析】
・市防災会議を開催し、国の防災基本計画及び県地域防災計画の修正等に合わせ、市地域防災計画（一般
対策編・震災対策編・原子力災害対策編）において土砂災害避難勧告等の発令基準などの修正を行った。
・浸水害や土砂災害を想定し、避難場所開設・運営等を中心とした市総合防災訓練を今立４地区において
実施し、防災意識の向上と災害時の防災体制の充実を図った。（住民等約３，０００名参加）
・原子力防災については、避難誘導マニュアルに定める広域避難先の石川県小松市、能美市及び坂井市、
あわら市の１２６箇所の施設状況や道路等周辺環境について現地調査を実施し、取りまとめた結果の一覧
表をホームページで公表した。
・市総合防災訓練に合わせ地区担当班研修会を開催し、公民館主事への防災行政無線操作研修を実施し
た。また、県防災情報ネットワークの再整備を行い情報通信体制の強化を図った。
・防災行政無線デジタル化については、消防庁からのアドバイザー派遣を受け検討後、方式を決定し、新
庁舎工事スケジュールに合わせて電波伝搬調査等を実施していくためのスケジュールを作成した。
・今立地区のサイレン６箇所については、消防無線デジタル化に伴い制御装置の更新を行った。

【評価及び今後の方向性等】
・国・県の計画等の動向を踏まえ、引き続き市地域防災計画の修正など防災体制の充実・強化を図る。
・２８年度の市総合防災訓練については、市職員の災害対応能力向上を図るための本部運営訓練と、住民
の防災意識向上を図るための実動訓練に分けて実施する。
・市原子力防災訓練については、国・県の訓練に合わせて実施していく。
・市地域防災計画（原子力災害対策編）住民避難計画について、安定ヨウ素剤配付・服用マニュアルにつ
いては、県から緊急時配付要因の役割や緊急配付の流れなど必要な事項の方針が示されたことから、今
後、その方針と内容を精査し県と協議していく。また、本市が小浜市の広域避難先となっていることか
ら、受入支援マニュアルの作成に向け、県及び小浜市と協議を進めていく。
・防災行政無線デジタル化に向け、電波伝搬調査及び実施設計を実施する。

17

2,040

木造住宅耐震診断促進
事業

デジタル無線機の導入

改修件数（延件数）

耐震診断件数

17
10

（H18）

2,440 －1,680 2,873

17 17 17

3,305

17 －

成
果
指
標

4,200

実践プログラム【数値目標】
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達成度

4

　市政出前講座については、６４回開催し、地区の防災体制の充実強化及び防災知識の普及に努めた。今
後も出前講座を通じて、積極的に防災知識の普及に努める。
　避難マニュアル及び防災マップの作成については、未着手町内での作成説明会の開催や、交付金制度に
よる費用負担など、町内への積極的な支援により、２４２町内（９３％）が完成した。２８年度も未着手
町内について引き続き支援を行い、全町内での作成を目指し防災・減災に努める。
　市防災士育成事業については、市が助成した防災士の総数が８４人となり、市総合防災訓練や地区防災
訓練、研修会の参加など防災士の知識向上と地域防災力の向上を図った。引き続き福井県地域防災リー
ダー養成研修の受講支援を行い、防災士の育成を行う。
　リーダー育成研修会を開催し、原子力防災（原子力の基礎知識）についての理解を深めるとともに、住
民避難計画の周知を図った。今後も、リーダー育成研修会や市政出前講座の継続的な開催により、住民の
防災意識の向上を図る。また、防災訓練や研修会等への積極的な参加を呼びかけ、協働により災害に強い
まちづくりを推進していく。
　市総合防災訓練は、体験型の訓練を行うことにより多数の地域住民の参加を得て、住民の防災意識の向
上が図られた。今後も引き続き、近年頻発する浸水害や土砂災害などを想定した総合防災訓練を実施す
る。
　市地域防災計画（原子力災害対策編）住民避難計画については、安定ヨウ素剤の配布方法や避難行動要
支援者の輸送手段など、重要な課題がまだ残されているため、今後、国・県の対応が明らかになり次第、
適宜防災会議を開催し、計画の追加・修正を行う。
　市地域防災計画（原子力災害対策編）住民避難計画に基づく具体的な行動マニュアルについては、災害
時体制マニュアル、避難誘導マニュアル、広報マニュアルについて、今後、関係各課や県と協議を重ねる
中でマニュアルを作成し、防災及び減災に努めていく。併せて、原子力災害時には小浜市の避難受け入れ
先となっていることから、受入支援マニュアルについて関係自治体等と協議を重ねて作成していく。
　集会所の耐震診断・補強工事については、未実施の町内に対して、再度個別に耐震診断や補強工事の働
きかけを行う。また、地縁団体を対象とする県の補助制度や、大規模改修など他の補助制度との併用につ
いて説明し、促進を図っていく。

成果・今後の方向性

施
策
評
価

第１節
地域が支える防災体制
の充実

政策名
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

52.5 53.6 55.0 57.5 59.2 60.2 － －

40.9 47.5 53.7 63.9 66.9 72.8 － －

0 0 0 0 0 0 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

4

砂防指定箇所数

進捗率（県事業費に係る
当該年度までの事業費／総
事業費）

進捗率（県事業費に係る
当該年度までの事業費／総
事業費）

2,800 1,382

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・小規模荒廃地治山事業（渓間工事）を推進し、山林の整備・保全を図る。
・山林と水源の保全を図るため、山地災害及び山林買収の情報収集を目的として、県と連携して山林保全
監視モニターを依頼する。
・県営治山事業（治山ダム）は、県と連携し事業推進を図る。
・県事業の吉野瀬川放水路事業が２８年度に機能発揮することに合わせ、市事業の尼寺川放水路整備を完
成させる。吉野瀬川沿線住民の安全安心を図るため、吉野瀬川河川改修とダム建設事業の促進を図る。
・土砂災害特別警戒区域の未指定区域の全指定に向け地元説明会を開催し、土砂災害防止法の周知を図
る。

【結果及び成果の分析】
・小規模荒廃地治山事業（渓間工事）を、水間町地係で１箇所実施した。
・山林の地籍を有する町内の代表者（区長）に山林保全監視モニターを依頼し、山崩れや危険個所等の情
報収集を行った。
・２７年度の県営治山事業は、６箇所（入谷・余川・南坂下・不老・大滝２箇所）が完成した。
・尼寺川放水路の水路部分が完成し、上流部の分水樋門の工事に着手した。
・住民説明会等を行い、土砂災害特別警戒区域の未指定区域であった１９８箇所の全指定を行った。

【評価及び今後の方向性等】
・県営治山事業を引き続き県と連携して実施していく。
・尼寺川放水路の分水樋門を２８年度内に完成させる。
・吉野瀬川ダム事業については引き続き県と連携し、ダム事業の促進及び付替え県道の整備を図る。
・土砂災害特別警戒区域内の住民に対し土砂災害防止法の説明を行ったことにより、危険の周知や警戒避
難体制整備の推進が図られた。

吉野瀬川ダム建設関連
事業

2,314

（1）
郷土を守る治山・治水
対策の充実

－

事業名 指標名
達成状況   (年度末見込み）

土砂災害防止事業

施
策
評
価

4

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

第２節
郷土を守る治山・治水
対策の充実

　山地災害の未然防止のためには、山林保全監視モニター制度を活用し情報収集を図る必要がある。今後
もパトロールや山林保全監視モニター制度を活用しての情報収集により、山林の保全に努める。県営治山
事業については、早期着手を目指し県と連携して地権者の同意取得を行う。
　尼寺川放水路の水路部が完成し、尼寺川の分水樋門の工事に着手した。２８年度に分水堰の完成を目指
す。
　吉野瀬川ダム事業については引き続き県と連携し、ダム事業の推進及び付替え県道の整備を図る。
　土砂災害特別警戒区域の未指定箇所については、地元説明会等を開催して土砂災害防止法の周知を図
り、全１９８箇所の指定が完了した。

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

－1,701 1,892
0

（H18）

指標名
達成状況　（年度末見込み）

河川整備延長（小規
模）（ｍ）

2,562

吉野瀬川河川改修事業

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第２節　郷土を守る治山・治水対策の充実

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

2,916
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

650 650 430 410 802 759

2,222 2,491 2,377 2,443 2,580 2,400 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

4

施
策
評
価

第３節
地域ぐるみの防犯対策
の充実

政策名

485

成
果
指
標

【結果及び成果の分析】
・警察署や自治振興会、ＰＴＡなどと連携し、登下校時の交差点での安全確保など子どもの見守り活動を
推進した。その結果、未成年が被害にあった犯罪件数は、「声かけ」が２６年の７件から２７年の４件、
「公然わいせつ」は２６年の４件から２７年は０件と減少した。
・通学路用防犯灯については、２７年度に１７箇所増設し、市内では１，１５２箇所となった。修繕につ
いても１１箇所実施するなど、迅速で適正な維持管理を実施し、防犯環境の維持を図った。
・武生駅自転車置場及び王子保駅駐輪場に施設管理を目的とした監視カメラを４台設置した。

【評価及び今後の方向性等】
・未成年が被害にあった犯罪件数は、２６年の１１件から２７年の４件と、７件減少した。今後も、子ど
もの安全を地域全体で見守る環境づくりが必要であることから、関係機関や団体との連携強化を図る。
・子どもの安全・安心を確保するため、通学路用防犯灯１，１５２基の維持管理を行い、防犯環境の改善
に努める。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・警察署や自治振興会、ＰＴＡなどと連携し、子どもの見守り活動を推進する。
・通学路用防犯灯の増設、維持管理を行い、防犯環境の整備に努める。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・防犯隊各支隊と警察署、自治振興会をはじめとする地域の防犯関連団体と協力連携し、社会全体の防犯
意識を高めることで、犯罪抑止を図る。

【結果及び成果の分析】
・警察、防犯隊等関係団体と連携する中、防犯パトロールの強化、振り込め詐欺等に対する防犯対策の広
報（街頭や店内での呼びかけ）などを行い、防犯意識を高めた。
・子どもと女性を犯罪から守るやさしいまちづくりを推進するため、防犯隊各支隊が子どもや女性が被害
に遭いやすい場所の安全点検を実践する、地域安全力向上支援事業（６８回＝年４回×１７地区）を実施
した。（2）

地域防犯活動の推進

実践プログラム【数値目標】

自主防犯パトロール
（青色回転灯装備）車
の２台以上の保有地区
数（地区）

4

4
【評価及び今後の方向性等】
・刑法犯認知件数については、自転車盗難件数が２６年の７２件から２７年の５６件と、１６件減少し
た。さらに万引きの発生件数は、２６年の１００件から２７年の６０件と大幅に減少するなど、刑法犯認
知件数全体では２６年の４８５件から２７年の３３７件と１４８件減少した。
・防犯隊各支隊に地区ごとの犯罪情報を提供し、地域に即した活動強化を呼びかける。
・犯罪の抑止・防犯意識の向上に努め、犯罪に強いまちづくりを推進するため、警察、自治振興会等の地
域の防犯団体等と引き続き連携を図るとともに、青色回転灯装備車の増加を図る。

実践プログラム【主な事業計画】

12

達成状況　（年度末見込み）

12
（H23）

12 －14 14

政
策
評
価

430450

　子どもの安全・安心の確保については、これまでも子どもの見守り活動を警察署や自治振興会、ＰＴＡ
などと連携して推進してきた。しかしながら、通学児童に対する声かけ事案など、子どもを取り巻く環境
は悪化傾向にあり、犯罪に巻き込まれる危険性は高い状況にある。引き続き関係機関や団体と連携を強化
し、子どもの安全を地域全体で見守る環境づくりを進める。
　地域防犯活動については、警察や防犯隊等関係団体と連携して、防犯パトロールの強化や広報活動など
防犯対策の強化を図ったことで、２７年においては刑法認知件数が２６年と比較して１４８件減少した。
しかし、依然として車上狙いや空き巣、自転車盗難、万引きなどの事件が発生していることから、引き続
き防犯隊各支隊に対し、更なる活動強化を要請するとともに、警察や自治振興会等の地域の防犯団体等と
の連携により、犯罪の抑止・防犯意識の向上に努め、地域ぐるみでの防犯対策の充実を図る。

成果・今後の方向性

485 337刑法犯認知件数（件）
450

（H23）
350 519

事業名 指標名

防犯隊年間出動回数

防犯隊年間出動人員数

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第３節　地域ぐるみの防犯対策の充実

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

12 －13

活
動
指
標
等

（1）
子どもの安全・安心の
確保

－

防犯対策事業

指標名

達成状況　（年度末見込み）

－

17
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2,351 1,544 2,269 3,091 2,631 2,739 － －

42.00 89.40 91.40 92.50 92.70 92.70 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

4

達成状況　（年度末見込み）

7,647
(1,358)

8,643
(996)

－

－4,608

580

5,587

火災予防対策推進事業

事業名

火災予防対策推進事業

住宅用火災警報器の設置率
設置世帯数/調査済世帯数
（空き家、不在世帯を除
く）

立入検査等件数
（防火対象物立入検査、危
険物施設立入検査、一般家
庭防火診断）

施
策
評
価

【結果及び成果の分析】
・消防ポンプ自動車の更新整備や消防団車両・消防資器材・安全装備品等の整備を進めるとともに、地域
防災力の要となる消防団員についても、女性ならではのソフトな感性を取り入れるべく、女性分団「式部
さくら分団」の創設をはじめ、団員数が全国的に減少傾向であるなか増員することができた。併せて、各
種教育・訓練を積極的に実施し、消防力の充実強化に取り組んだ。
・救急救助体制の充実については、救急救命士の養成、処置拡大講習への派遣のほか、計画的な各種訓練
の実施により、隊員の施術の向上に努めた。
・応急手当の普及啓発については、救急講習会の受講勧奨広報に努めた結果、大幅な受講者の増加に繋
がった。また、市教育振興課とも連携し、命の大切さや応急手当の重要性を、少年期から根付かせる取組
みを実施した。
・火災予防対策の推進については、市民を対象にした防火講習会等の開催や防火訪問を通じて、市民の防
火意識の高揚に努めるとともに、屋外イベント会場等における火災予防対策については、露店等の開設時
における火気器具等の準備や届出制度について周知徹底を図り、火災予防対策の推進に繋げた。

【評価及び今後の方向性等】
・継続した教育訓練の実施により、消防力の充実強化と救急救助体制の充実を図る。
・継続した救急講習会の開催により、応急手当のできる市民の養成に努めるとともに、既に講習を受講し
た市民を対象に再講習の受講を勧めて、技術と意識の維持を図ることにより、救命率の向上を進める。
・継続した火災予防対策の推進により、市民の防火意識の更なる高揚につながっている。今後も継続して
火災予防対策の推進を図る。

指標名
達成状況 　（年度末見込み）

540

－

－
防火講習会等の開催
（回/年間）

594540 667

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・消防力の充実強化と、救急救助体制の充実を図る。
・応急手当の普及啓発を促進する。
・市民の防火意識の高揚、屋外イベント会場等における火災予防対策の推進、並びに住宅用火災警報器の
機器更新及び維持管理の強化について、普及啓発に努めた。また、幼年・少年消防クラブの育成について
も、防火豆まき、防火ポスター及び防災ふれあいプラザの開催を通じ、幼年期及び少年期に防火意識の高
揚を図った。

（1）
消防・救急体制の充実

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

第４節
消防・救急体制の充実

　消防力については、消防車両や消防機材を計画的に整備するとともに、消防職員や消防団員の教育訓練
についても継続して実施していく。また、消防団においては、女性消防団の創設及び団員の増員を行い、
消防・救急・救助の体制全般について、その充実強化を図ることができた。
　応急手当の普及啓発では、普通救命講習会の受講者を順調に増やすことができ、救急車が到着するまで
の応急手当の重要性の啓発や、ＡＥＤ操作を含めた救命処置が実施できる市民の養成を図ることができ
た。
  火災予防に関しては、防火講習会開催件数の目標値を達成した。併せて、立入検査件数も増加してお
り、市民の防火意識の高揚を図るとともに、屋外イベント等の火災予防対策の推進を図ることができた。
今後も、継続的な救急救命士の養成、消防職員・消防団員への教育訓練を実施するとともに、市民及び事
業者には各種講習等の開催による防火・防災意識の向上を図り、消防力・防災力の総合的な充実強化に努
める。

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

実践プログラム【主な事業計画】

普通救命講習会の修了
者数【延べ数】(単年度
実績)

6,28910,000 3,554

624 547

4

活
動
指
標
等

278
（H17）

837
（H19）

指標名

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第４節　消防・救急体制の充実

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価
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達成度

【結果及び成果の分析】
・消費者相談業務を充実するため、相談員法律アドバイザーの活用のほか、消費者サポーターと連携して
企業や地域で出前講座を１２１回開催し、延べ３，５３７人が受講するなど、市民への啓発に努めた。
・消費者センターの機能強化を目的とする市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例を制定し
た。(２８年４月１日施行）

【評価及び今後の方向性等】
・大学生など若者を対象とした、若者向け出前講座の拡充を図る。
・持続可能な社会の形成に向けた、消費者教育の推進を図る。
・相談員の研修による資質向上と消費者サポーターの拡充を図る。
・消費者センターの役割の啓発と機能強化を図る。

3

4

【結果及び成果の分析】
・自転車利用者への交通ルール・マナーの周知徹底のため、中学校・高校で通学用の自転車安全点検を行
い、自転車の安全性の確保を図った。
・通学路の危険歩道箇所へグリーンベルトを３箇所設け、通学時の安全確保を図った。
・生活道路速度抑制対策として、２６年度の堀川町に続き、大虫小学校周辺を「ゾーン３０」とし、交通
安全施設（グリーンベルト等）を設置したことにより、その区域の平均速度が１０キロ以上減速し、通行
量も減少した。
・警察と市の共同で市民バスの乗客に対し、交通安全啓発活動を実施した。
・２７年の交通事故死者数、人身事故件数、負傷者数はともに２６年と比較し減少した。（死者数：２６
年４人、２７年３人）
・国や県の交通安全基本計画の改定に基づき、第１０次市交通安全計画（素案）を作成した。

【評価及び今後の方向性等】
・被害者になりがちな子どもと高齢者の交通事故防止のため、警察署、学校、いきいきシニアクラブ等関
係機関と連携し、交通安全教室を積極的に開催する。
・交通事故の全体件数は減少しているが、高齢者が加害者になる割合が高いことから、引き続き運転免許
自主返納を働きかける。
・交通安全活動の充実を図るため、交通指導員の定員である７０人を目指す。(実員６３人)
・市交通安全計画の策定について、市交通安全推進協議会での審議やパブリック・コメントを実施し、２
８年６月中に策定する。

【結果及び成果の分析】
・構造物や舗装の修繕計画を策定し、２８年度からの工事着手に向けて予算を確保した。
・霊園施設については、受益者負担の原則に基づき、財源確保のため霊園設置及び管理条例の一部を改正
した。

【評価及び今後の方向性等】
・年次計画に即した施設修繕を進め、施設の快適な利用と適正な維持管理に努める。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・老朽化の著しい施設の計画的改修を行うことにより、施設の長寿命化と快適性の保持を図る。
・霊園施設の舗装等の経年劣化に伴う改修計画を策定する。

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第５節　暮らしの安全の向上

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・消費者相談業務の充実、及び悪質商法による被害防止のための啓発とあっせんによる被害回復を図る。

施
策
評
価

4

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・通学時の安全確保を図るため、自転車利用者への交通ルール･マナーの周知徹底を重点的に実施する。
・通学路における危険歩道箇所に、グリーンベルトを設ける。
・２７年度で計画期間が終了する市交通安全計画の改定作業を行う。

4
（2）
交通安全の推進

（3）
生活関連施設の充実

（1）
消費者行政の充実

（4）
水資源の確保

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・３市２町で構成する日野川水資源保全活用連絡協議会において、桝谷ダム等施設見学会を実施し、環境
保全と小水力発電等への水資源の有効活用について普及啓発を図る。

【結果及び成果の分析】
・日野川水資源保全活用連絡協議会において、桝谷ダムや２６年６月に発電を開始した日野川用水発電所
等の施設見学会を１０月３１日に実施した。（５５人参加）

【評価及び今後の方向性等】
・ダム見学会では、生活や産業に必要な水の確保や日野川用水の未利用エネルギーの有効利用等につい
て、参加者の理解が得られた。今後も引き続き、環境保全と有効利用について啓発活動を進める。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1,269 1,256 1,063 1,096 1,123 896 － －

69 97 89 104 128 123 － －

344 275 270 238 218 201 － －

0 0 0 0 1,000,000 1,000,000 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

4

3,537

201

消費者講座等の実施回数

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

指標名

3,2542,679 2,500 3,375
940

（H18）

－

第５節
暮らしの安全の向上

　消費者行政については、相談員法律アドバイザーや消費者サポーターとの連携による出前講座を開催す
るとともに、越前市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例を制定し、消費者相談の充実及びセ
ンターの機能強化を図った。今後は、若者向け出前講座の拡充や持続可能な社会の形成に向けた消費者教
育を推進し、相談員の資質向上と消費者サポーターの拡充、消費者センターの機能強化を図る。
　交通安全については、市交通安全計画の重点施策の一つである交通安全新３Ｓ運動（シルバー・ス
ロー・シー）を軸に、警察署、交通指導員会等関係団体によるパトロールの強化や交通安全チラシによる
啓発、市政出前講座等による交通安全教室の開催などを行い、交通安全対策に積極的に取り組んだ。その
結果、２７年の交通事故死者数、人身事故件数、負傷者数は、２６年と比較し減少した。今後は、被害者
になりがちな子どもと高齢者の交通事故防止のため、警察署・学校・いきいきシニアクラブ等関係機関と
連携し、交通安全教室を積極的に開催するとともに、高齢者が加害者にならないよう運転免許自主返納を
推進し、安全対策の推進を図る。

235
472

（H17）
270

消費者講座等の参加者
数（人）

－

年間消費者相談件数

－ －

344 275

3,500

188

消費者対策事業

2,270

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

218
交通事故(人身事故)発
生件数（件）

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

実践プログラム【主な事業計画】

活
動
指
標
等

達成状況　（年度末見込み）

消費者対策事業

水資源利用推進事業

交通安全施設整備事業

日野川水資源活用による小
水力発電能力（ｋｗ／年）

市内の交通事故発生件数
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達成度

（1）
市民参画・協働の推進

総合戦略における具体
的施策の実施状況

【主な事業の実績等】
　１７地区自治振興会では、地域自治振興計画を改定するに当たり、地域住民のニーズを反映した計画となる
ようワークショップや地区民アンケートなどを実施した。市では、地域支援員が中心となり、地域コミュニ
ティの活性化につながるよう計画の策定に支援した。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・２８年度～３０年度の地域自治振興計画をより地域住民のニーズを反映したものとするために支援を
行い、各地区の自治力を高める。

【結果及び成果の分析】
・各地区地域自治振興計画の改定に当たり、ワークショップやアンケートなどの実施により地域住民の
ニーズを踏まえた計画となるよう、地域支援員が支援した。また、自治連合会専門部会（福祉・青少
年・健康・防災・環境）を計７回開催し、地域自治振興計画の説明及び各地区での課題等を出し合い、
解決に向けての対応策等を話し合い計画に反映した。

（3）
自らの地域づくり

【評価及び今後の方向性等】
・１７地区において改定された地域自治振興計画に基づき、各地区が計画どおり事業を実施できるよう
支援していく。

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第５章　市民が主役のまちづくり
第１節　市民自治の推進

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市民活動団体を支援している「ＮＰＯえちぜん」のフェイスブックを活用して、市民活動団体が行う
イベント等の情報を発信するとともに、市民活動団体との連携強化を図り組織強化に繋げる。
・地域貢献活動支援補助金の対象を高校生にまで拡大し、学生のさらなる参画を促す。
・自治振興会、市民活動団体、学生団体の交流を図り、事業の連携や拡大を図る。

目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価施策名

施
策
評
価

【結果及び成果の分析】
・地域自治振興事業交付金の見直しに当たり、自治振興会の事務局長で構成する検討委員会を立ち上
げ、自治振興事業が抱える現状と課題について議論し、コミュニティの充実と後継者の育成及び青年
層、女性層の参画といった課題解決に視点を向けた検討委員会を４回実施した。
・自治連合会総会に女性の参画についての事例発表の場を設け情報を発信したことにより、参加者の女
性参画に対する意識向上へと繋がった。
・岩本町及び本多二丁目において、災害時の拠点となる耐震性を備えた集会所整備を支援し、地域コ
ミュニティの充実に繋がった。

【評価及び今後の方向性等】
・青年層、女性層の参画についての取組みを積極的に進めるために、見直しを行った交付金制度を活用
するとともに、人づくりなどの社会教育講座を行っている公民館と連携しながら支援していく。
・２８年度の自治連合会総会では、青年層の参画についての事例発表の場を設けることで参加者への意
識の向上を図り、各地区での取組みに繋げていく。
・地域コミュニティの活動拠点となる町内集会所の整備に対する支援を継続する。

（2）
地域コミュニティーの
充実

4

4

【結果及び成果の分析】
・フェイスブックを活用し、研修会やイベントについての情報を発信し参加者の増加に努めた。（主催
講座４事業、共催事業７事業が対象、７４２人の増加）
・２７年度から地域貢献活動支援補助金の対象を高校生までに拡大し、市内４高校に応募を呼びかけた
結果、２高校から３団体の申請があり、より若い世代が地域活動に参加するきっかけとすることができ
た。また、県外の大学院については、専門的な知識を生かした事業が実施され、研究結果を市民に公開
したことで地域貢献に繋がった。（２７年度実施団体１１団体、２６年度に比べ４団体の増）
・２７年３月に実施した補助金の公開審査会・報告会の後に、事業実施団体である自治振興会、市民活
動団体及び学生団体との間で年代・分野を超えた交流の場を設け、幅広い団体間での一層の連携促進に
繋げた。（参加団体１５団体、６３人）

4

【評価及び今後の方向性等】
・市民活動団体を支援している「ＮＰＯえちぜん」のフェイスブックで継続して情報を発信していくと
ともに、今後も市民活動団体との連携強化を図り組織強化に繋げる。
・より多くの学生の参画を促すため、地域貢献活動支援補助金の活用を積極的に呼びかける。
・自治振興会、市民活動団体及び学生団体など年代・分野を超えた団体間の連携・協働に繋げていく。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・地域の課題解決のために、地域自治振興事業交付金を見直す。
・(一財)自治総合センター及び県・市補助制度を活用し、コミュニティの活動拠点となる町内集会所の
整備を支援する。
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基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

17（H18） 25 19 20 20 － － －

4,579（H25） 6,500 － － － 4,579 5,978 6,720

達成度

4

政策名

　２７年度から地域貢献活動支援補助金の対象を高校生までに拡大し、市内４高校に応募を呼びかけた
結果、２高校から３団体の申請があり、より若い世代が地域活動に参加するきっかけとすることができ
た。今後も、より多くの学生の参画を促すため、地域貢献活動支援補助金の活用を積極的に呼びかけ
る。
　自治振興事業については、各地区地域自治振興計画の改定に当たり、ワークショップやアンケートな
どの実施により地域住民のニーズを踏まえた計画となるよう、地域支援員が支援するとともに、自治連
合会専門部会（福祉・青少年・健康・防災・環境）を計７回開催し、地域自治振興計画の説明及び各地
区での課題等を出し合い、解決に向けての対応策等を話し合い、計画に反映した。２８年度からは、改
定された地域自治振興計画に基づき、各地区が計画どおり事業を実施できるよう支援していく。

第１節
市民自治の推進

成
果
指
標

成果・今後の方向性

－

実践プログラム【数値目標】

指標名

政
策
評
価

162,663

達成状況　（年度末見込み）

－

177,246 180,000167,467 176,000 176,117
自治振興会事業への参
加者総数（人）

180,000 －
106,000
（H18）

－

ＮＰＯの法人数（団体）

ＮＰＯ交流事業への参加者数（人）
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4,926 5,262 5,040 5,620 6,570 6,984 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

3

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第５章　市民が主役のまちづくり
第２節　市民交流の推進

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

3,7002,737
2,400
（H17）

－－

事業名 指標名

成
果
指
標

6,000

達成状況　（年度末見込み）

国際交流事業への参加
者数（人）

4,802 5,770 6,880

第２節
市民交流の推進

　友好都市（高山市、本巣市）との間で、相互に市民ツアーを実施し、互いの町の歴史や文化に触れ、
友好的な交流ができた。引き続き民間レベルの交流を促進し、さらに定着化させるため、友好都市推進
協議会会員（市民グループ）による積極的な交流活動を友好都市推進協議会とともに推進する。
　納涼祭などの町内行事やゴミ分別などの注意喚起をはじめ、地域へのイベント等に外国人が参加しや
すいよう、町内会のチラシの翻訳サービスを提供し支援した。今後も、国際交流協会と連携し、翻訳等
で地域における外国人市民との多文化共生に繋げていく。
　外国人市民の異動事務については、入国管理局と連携し正確かつ適切に住基システムに反映できた。
また、外国人市民相談については、マイナンバー制度も含めきめ細やかに対応できた。今後も、外国人
市民の増加、定住、永住化に伴い、相談件数が増加するとともに相談内容も多様化していることから、
引き続ききめ細やかな対応を行う。

実践プログラム【主な事業計画】

（1）
市民交流の推進

指標名

実践プログラム【数値目標】

3,801

3

施
策
評
価

外国人市民からの相談件数外国人市民相談事業

【結果及び成果の分析】
・友好都市（高山市、本巣市）との間で、相互に市民ツアーを実施し、互いの町の歴史や文化に触れ、
友好的な交流ができた。
・友好都市推進協議会の会員（市民グループ）の増加を目指し関係団体に勧誘活動を行い、新たに１団
体が加盟した。
・都市連携協定を結ぶ小松市において「こしのくに国府サミット」が開催され、歴史、産業、文化など
多岐にわたる友好的な交流ができた。
・納涼祭などの町内行事やゴミ分別などの注意喚起、地域へのイベント等に外国人が参加しやすいよう
に、町内会のチラシの翻訳サービスを提供し支援した。
・本市と福井市、鯖江市の国際交流協会の連携による三都市災害パートナーシップ協定の締結に向け
て、ふくい災害ボランティアネットがアドバイザーとして参加し、外国人に対するの防災対策事業の会
議を７回開催した。
・外国人市民の異動事務について、入国管理局と連携し正確かつ適切に住基システムに反映できた。外
国人市民相談については、マイナンバー制度も含めきめ細やかに対応できた。

活
動
指
標
等

達成状況年度末見込み

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・友好都市や都市連携締結都市との民間レベルの交流をさらに促進するため、友好都市推進協議会とと
もに交流事業の実施に積極的に取り組む。また、友好都市推進協議会の会員（市民グループ）の増加を
図る。
・外国人市民生活支援事業を活用し、地域活動における翻訳サービスの提供など在住外国人に対する生
活支援を行う。
・本市と福井市、鯖江市の３市の国際交流協会の連携により、外国人の防災対策事業の取組みを強化す
る。
・外国人市民の異動事務については、入国管理局と連携し、正確かつ適切に住基システムに反映する。
また、外国人市民の増加、定住、永住化に伴い、相談件数が増加するとともに相談内容も多様化してい
ることから、さらにきめ細やかな対応を行う。

【評価及び今後の方向性等】
・民間レベルの交流を促進し、さらに定着化させるため、友好都市推進協議会会員（市民グループ）と
ともに、積極的な交流活動を推進する。さらに、友好都市推進協議会の会員の増加を図る。
・国際交流協会と連携し、翻訳等で地域における外国人市民との多文化共生に繋げていく。
・三都市災害パートナーシップ協定の締結については、行政との密接な連携が必要となることから、引
き続き協定締結に向け協議を継続する。
・マイナンバー制度がスタートしたことから、今後も多様化した相談内容が増加することが予想される
ため、引き続ききめ細やかな対応を行う。
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4,009 4,959 4,200 4,062 4,154 4,000 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

27.5％
（H17）

37.0 30.1 31.5 33.0 32.7 － －

38.1％
（H25）

45.0 － － － － 38.6 35.7

達成度

3

施
策
評
価

　人権擁護推進事業については関係機関と連携し、啓発活動を通じて市民への理解を深めることができ
た。
　犯罪被害者支援等については、パンフレット等による啓発や本で広がる支援の輪活動、いわゆるホンデ
リング活動を通して、犯罪被害者への支援と啓発に努めた。
　本市の特定失踪者が、拉致の疑いが極めて高い１０００番台に認定にされたことから、２７年１１月に
おおい町で開催された「拉致・特定失踪者問題の早期解決を願う福井県集会」に積極的に参加した。今後
も関係機関と連携し取組みを推進する。
　男女共同参画社会の促進については、男女共同参画推進委員会において、各委員が選出団体と連携を取
りながら「ひとり1事業」を実施した。事業所に対しては、オンブッドの訪問による啓発活動を継続する
ことで、地域と事業所の両面から男女共同参画を推進した。
　２８年度は、市男女共同参画プランの改定時期を迎えるため、今後１０年間を見通した目標と今後５年
間に実施する具体的な取組みをまとめる。

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第５章　市民が主役のまちづくり
第３節　人権尊重と男女共同参画社会の実現

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

活
動
指
標
等

附属機関等への女性登用
率（％）

実践プログラム【主な事業計画】

－

講座等参加者延数

達成状況　（年度末見込み）

－

政
策
評
価

事業名 指標名
達成状況年度末見込み

成
果
指
標

実践プログラム【数値目標】

女性の登用率37%を達成
した付属機関等の割合
（％）

政策名

男女共同参画推進事業

指標名

成果・今後の方向性

第３節
人権尊重と男女共同参
画社会の実現

【結果及び成果の分析】
・特設人権相談を定例的に開催するとともに、２７年１１月には人権講演会を開催した。
・王子保小学校と花筐小学校で人権の花運動を実施し、花を育てることを通して子どもたちに命の大切
さ、相手を思いやるという人権の尊重について啓発し、新聞にも活動が取り上げられ、人権意識の普及に
繋がった。特に、王子保小学校においては、地域と連携し苗を植え、児童が育てた花を地元の施設（公民
館、病院等）に感謝の手紙を添えて贈ることで、地域住民に広く人権意識の啓発が図られた。
・犯罪被害者の支援については、パンフレット等による啓発のほか、市民から本を寄贈いただき、その売
上代金を犯罪支援者に寄付する、いわゆるホンデリング活動（本で広がる支援の輪）を３回実施した。
・本市の特定失踪者が、拉致の疑いが極めて高い１０００番台に認定にされたことから、本市も２７年１
１月におおい町で開催された「拉致・特定失踪者問題の早期解決を願う福井県集会」に積極的に参加し
た。なお、３市１町で構成された同集会には７３人が参加した。

【評価及び今後の方向性等】
・人権意識の普及・啓発については、学校、地域や各関係団体等との連携を図りながら継続して推進す
る。
・市民に対し、「拉致・特定失踪者問題の早期解決を願う会」の活動への積極的な参加を継続して呼び掛
けていく。

（1）
人権の尊重

【結果及び成果の分析】
・男女共同参画推進委員会において、各委員が選出団体と連携を取りながら「ひとり１事業」を実施し
た。事業の実施方法については、委員と団体との連携を強化していく。
・オンブッドの事業所訪問を２０箇所実施し、事業所における女性の役職登用やワークライフバランスを
啓発した。
・若い世代の参加を増やすため、親子向けに絵本を購入したほか、夫婦での育児書や話題の小説等の図書
を購入するなど充実に努めたことで貸出数が伸びた。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・人権意識の啓発については、学校、地域や各種団体等との連携を図りながら推進していくとともに、報
道を通して広くアピールしていく。
・犯罪被害者支援の大切さについて広報活動や啓発に努める。
・市民に対して「拉致・特定失踪者問題の早期解決を願う会」の活動への積極的な参加を促す。

4

3

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・男女共同参画推進委員会では、自治連合会や男女共同参画推進会議委員と連携し、先進地域の取組み事
例の紹介や情報交換等を行い、男女共同参画を推進する。
・企業の男女共同参画推進は、オンブッドの事業所訪問による啓発活動を継続する。
・若い世代に男女共同参画センター行事等への参加を増やす。

【評価及び今後の方向性等】
・地域における男女共同参画の推進のため、男女共同参画推進委員と自治振興会の連携を深めて、各地区
ごとの推進を進める。
・企業の男女共同参画推進については、オンブッドの事業所訪問による啓発活動を継続する。
・若い世代のセンター事業については、出前講座の内容を精査の上、さらなる周知を図り、新たな利用者
の拡大を図る。
・２８年度は、１９年３月に策定した市男女共同参画プランの改定時期を迎えるため、１０年間の実施事
業の検証と併せ、市民意識調査を実施して、今後１０年間を見通した目標と今後５年間に実施する具体的
な取組みをまとめる。

（2）
男女共同参画社会の促
進
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達成度

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第５章　市民が主役のまちづくり
第４節　情報の共有化の推進

施策名 目標・取組み概要、結果・成果の分析及び評価

施
策
評
価

（2）
情報公開・提供の充実

総合戦略における具体
的施策の実施状況

（1）
広報、広聴の充実

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・情報公開の請求に対し、迅速に対応する。

4

【評価及び今後の方向性等】
・２７年度の公衆無線ＬＡＮ（２４、２５年度設置２９箇所を含む）の年間アクセス数は約１２万７千件
あった。今後もホームページに最新情報を掲載し、市民や観光客への周知に努め、市民からの意見も取り
入れながら利用拡大を図っていく。

【結果及び成果の分析】
・公文書の開示請求件数は４７件で、うち電子申請によるものが１８件であった。２６年度の３３件に比
べ急増した原因は、入札後に業者からの積算書等の開示請求が増えたことが挙げられる。なお、情報公開
制度の適正な運用に努めた結果、異議申立など情報公開・個人情報保護審査会への諮問案件はなかった。
・情報の開示・提供として、議案をホームページに開示した。

4

【結果及び成果の分析】
・駅構内の市内地図はＪＲ関連会社が設置しており、縮尺が小さく施設名等が無線ＬＡＮスポットの表示
と重なることから困難であった。このため、観光・匠の技案内所に公衆無線LANの案内図を設置した。
・２８年３月にＪＲ武生駅、ナイフビレッジ並びに和紙の里から大滝神社までの回遊ロード沿い（工芸の
里構想）の１０箇所に公衆無線ＬＡＮを整備し、観光客等の利便性向上を図った。

【評価及び今後の方向性等】
・公文書開示請求に対し、受理・回付等の事務対応を迅速に行い、市民の信頼性向上に努める。

（3）
情報通信基盤の整備

【主な事業の実績等】
・ＩＪＵターンした若手職員で構成する、越前市役所の架空の組織「ＩＪＵ課」が発足した。福井銀行武生支
店の同様の組織「ＩＪＵ課」との交流活動により、県外居住経験者ならではの自由な発想のもと、移住・定住
に繋がる情報発信としてＳＮＳを用いた市の紹介を行った。女性だけのコミュニティ「ＬＩＮＥ＠ＩＪＵ女
子」も立ち上がり、定期的に情報交換を行った。
・２７年５月２１日、６つのシンクタンクと多様なメディアを有する(株)日経ＢＰと、地方創生に関する包括
的連携協定を締結し、女性や企業向け情報サイトなどを通して本市のワークスタイル等の情報発信を行った。
・２７年５月２３、２４日、(株)日経ＢＰが東京ミッドタウンで開催した「ＷＯＭＡＮ ＥＸＰＯ ＴＯＫＹＯ
２０１５」に設けられた本市のブースとトークイベントにおいて、ＩＪＵ課職員が市の様々な魅力をＰＲし
た。（アンケート回答者１，０７７人）（再掲）
・２７年７月４日、５日、(株)日経ＢＰ主催による越前市を訪問するＬＯＣＯハンツアーが開催され、ＩＪＵ
課職員が都会で暮らす女性の参加者５人に対し、市の食や自然、歴史、産業のほか、子育てのための様々な環
境や制度が整っていることを紹介することにより、日経ウーマンオンラインを通して、広く周知をした。（再
掲）
・２７年１１月６日には市内企業対象、１１月２１日には市内の働く女性対象とした地方創生セミナーを実施
した。（再掲）

4

【結果及び成果の分析】
・広報事業については、２７年１０月より広報紙作成の一部を外部（民間）に委託し、若者や３０、４０
代の子育て世代に読んでもらえる広報紙づくりに取り組み、読者の意見として好評を得ることができた。
・市ホームページのアクセス件数は、電子入札の定着化による入札情報や子ども・子育て事業の充実によ
る保育園情報などへのアクセスが増えたことにより、２６年度より２千件増加し１３万２千件となった。
・市政出前講座は、シニアクラブ対象の研修会で紹介したことにより、当初の見込み（２５０件）を上回
り、３０３件となった。
・地域ミーティングは、２７年度より市政ミーティングと地域ミーティングに分けて行い、市政ミーティ
ングにおいては市内２箇所（東西）で開催し、２２７人の参加者であった。
・パブリック・コメントにかけた事業の件数は７件で、計１２７件の意見等が提案された。特に、市総合
戦略や北陸新幹線南越駅周辺整備基本計画において、多数のコメントが寄せられた。
・「元気な越前市へ」の意見・提案件数は７２件で、メールでの投書が半数を占めた。その他、メールで
の軽易な問い合わせも１１０件あった。

【評価及び今後の方向性等】
・広報紙発行事業については、若者世代を取り込む計画が一定の成果を上げたが、さらに、より幅広い世
代に親しまれ、楽しんで読んでもらえる広報紙を目指す。
・ＳＮＳ等あらゆる広報媒体を活用し、市政情報の発信に努める。
・市政ミーティングについては、地域ミーティングと切り離すことで、より深い意見交換ができる十分な
時間を確保した。今後もより多くの市民の参加が得られるよう積極的な広報に取り組む。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・市政情報や身近な地域情報を分かりやすくタイムリーに提供し、市民の市政への理解と参加意識の醸成
を促進する。また、新聞、テレビ等の媒体にて市政を県内外にＰＲする。
・市民や各種団体等の意見・提案等を市政やまちづくりに反映させるとともに、市政への理解促進を図
る。

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・公衆無線ＬＡＮの利用促進を図るため、ＪＲ武生駅構内の市内地図に観光案内と併せて、無線ＬＡＮス
ポットの表示について検討する。
・２４、２５年度において市内２９箇所に公衆無線ＬＡＮを整備したが、２７年度は新たに１０箇所に公
衆無線ＬＡＮを整備する。
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

93.0 93.0 92.9 93.8 93.0 92.9 － －

128 129 130 130 130 103 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

4

指標名

市広報紙の配布率（％）
配布部数/世帯数

実践プログラム【数値目標】

達成状況　（年度末見込み）

行政情報番組制作放送
事業

映像・文字等情報番組放送
数（丹南ケーブル、たんな
んＦＭ）

成
果
指
標

事業名

101,000
（H23）

広報発行事業

130,000 －

達成状況 年度末見込み

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

101,000

第４節
情報の共有化の推進

　広報については、広報紙の月１回発行、丹南ＣＡＴＶ「越前市情報ナビ」、たんなんＦＭ「ふれあい通
信」、ホームページ等により、市政情報や地域情報を提供した。特に、広報紙については、１０月より広
報紙作成の一部を外部（民間）に委託し、若者や３０、４０代の子育て世代に読んでもらえる広報紙づく
りに取り組み、読者の意見として好評を得ることができた。また、２６年に続き、県広報コンクールにお
いて優良賞を得た。
　市政ミーティングについては、地域ミーティングと分けることで、より深い意見交換ができる十分な時
間を確保した。今後もより多くの市民に参加を求め、積極的な広報に取り組む。
　２７年度の公衆無線ＬＡＮ（２４、２５年度設置２９箇所を含む）の年間アクセス数は約１２万７千件
あった。今後もホームページに最新情報を掲載し、市民や観光客への周知に努め、市民からの意見も取り
入れながら利用拡大を図る。

118,000134,000 (新指標）

指標名

市ホームページ総アク
セス件数（件）

－106,000 132,000
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達成度

【結果及び成果の分析】
・昨年度から経済・雇用対策の各種事業に取り組んだことにより、市税３億３，４００万円や後年度に普
通交付税で措置される臨時財政対策債５，６００万円などを追加計上した。
・当初予算に計上していた財政調整基金６億６，８００万円と同額を積み立てる一方、公共施設長寿命
化・機能強化基金と学校施設耐震化推進基金を統合し４億円の追加積立を行い、新たに社会基盤整備基金
を創設し、今後予定されている「半世紀に一度のまちづくり」に備え、財政基盤の強化を図ることができ
た。
・２６年度と比較し、市税の収納率は現年度分、滞納繰越分ともに向上した。また、個人住民税に係る給
与特別徴収の２８年度県内一斉指定に向けて、未指定事業者を訪問するなど積極的な制度周知を行った。
・課税面においては、市内大手企業の業績堅調に伴う税収増が見られた。

施策名

【今年度の目標】
・限られた職員数で今後の行政需要に応え得る組織を目指し、市人材育成基本方針に基づき、職員の公務
能率の向上、能力開発、並びに優秀な人材の確保を図る。
・市行財政構造改革プログラムⅢ「実行計画」の２７年度分の進捗管理を行う。
・定住化と税収増加のために労働人口の確保が急務であり、２７年度策定の市総合戦略において事業を具
体化する。
・ふるさと納税について寄附件数の増加を図る。また、県外・市外の越前市に縁が無かった層からの寄附
の獲得を目指し、クレジット決済の導入やお礼品の拡充を検討する。

【結果及び成果の分析】
・職員数は、２９年４月に６００人という目標に向け着実に取組みを進めた。職員採用について、大量退
職のピークを迎えている中、年齢構成の平準化に留意しつつ求める人材を明確にして年４回の採用試験を
行い、ＩＪＵターン者枠、障がい者枠をはじめ、多様な職種で新規職員を確保した。
・市人材育成基本方針に基づき、役職段階や勤続年数を考慮した研修体系に基づく、計画的な研修事業の
推進に努めた。
・限られた職員の中、重点化施策の推進体制の強化や新たな行政課題に迅速、柔軟に対応できるよう組織
機構の見直しを進めた。
・市行財政構造改革プログラムⅢ「実行計画」の２７年度分の進捗管理を行った。
・２７年１１月に、定住化に特化した戦略的取組みを進めるための市総合戦略を策定し、基本目標とし
て、生産年齢人口の確保やＩＪＵターンする人の支援等を設定した。２７年度は、働き手を呼び込むため
の情報発信や居住物件情報のデータベース構築の事業等について新規に取り組むとともに、国の地方創生
加速化交付金対象事業の絞り込みを行った。
・ふるさと納税については、本市に関係する団体である武生高校同窓会や関西の福井県人会、お盆の帰省
客、市ふるさと大使にＰＲチラシを配布した。２７年１２月からはクレジット決済、１月からは寄附金額
に応じたお礼品の発送を開始したところ、寄附者の約５割がクレジット決済を利用し、寄附件数も前年同
期比１００件以上の増となった。

【評価及び今後の方向性等】
・団塊世代の大量退職は３１年度まで見込まれ、人材確保は極めて重要な組織課題である。年齢構成の平
準化に留意しつつ、引き続き工夫を凝らしながら採用試験に取り組む。
・民間専門機関への派遣研修などの職場外研修の拡充や自己啓発・自己選択実践型の研修を充実させるほ
か、研修職場内でのＯＪＴ研修などをより積極的に実施し、主体的に考え行動する職員の育成をさらに進
める。
・新庁舎の建設、北陸新幹線南越駅（仮称）の整備、市総合戦略の推進等に迅速、柔軟に対応するため、
組織機構を見直す。
・市行財政構造改革の推進については過不足なく２７年度事業が実施された。２８年度は市行財政構造改
革プログラムⅢの最終年度となることから、その総括を行い、２９年度から３１年度までの新たな市行財
政構造改革プログラム及び実行計画を策定する。
・市総合戦略で定めた事業を着実に実施し、達成状況について総合計画達成度評価委員会の評価を受け
る。
・返礼品の拡充への取組みにより寄附件数の増加に繋がった。今後も特産品を中心としたお礼の品数を増
やし、ふるさと納税の増加、市への来訪者の増加および産業振興に繋げる。

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第６章　地方分権に対応した行財政運営
第１節　自立した行財政運営の確立

結果・成果の分析及び評価

施
策
評
価

（1）
計画的・効率的な行政
運営

（2）
健全で効率的な財政運
営

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・重点施策として、人口問題・定住化対策や経済・雇用対策を推進することにより、市税の収入増を図る
とともに、行財政構造改革を推進し、本格的に始動する「半世紀に一度のまちづくり」の推進のために、
財政基盤の強化を図る。
・個人住民税に係る給与特別徴収の推進や口座振替の普及促進に向けた取組みを継続するとともに、市民
福祉部との連携等による徴収体制の強化や滞納処分の強化を図ることにより、市税等の収納率向上を図
り、自主財源の確保に努める。
・課税面では、適正な課税客体の把握に努める。

【評価及び今後の方向性等】
・国民健康保険税の財源確保の一環として、予算執行について、歳入の適正な確保及び徹底した歳出の抑
制に努めるよう通知を発出し、健全な財政運営を行うことができたが、引き続き市行財政構造改革プログ
ラムⅢを着実に実行し、必要となる需要を適切に見積もるとともに、市債（合併特例債等）や基金の計画
的な充当により財源を確保し、健全で安定した財政運営に努める。
・収納率の向上に関しては、口座振替の普及促進や徴収体制の強化に向けた取組み、及び高額滞納者をは
じめとする悪質滞納者等に対する滞納処分を強化したことが要因としてあげられる。今後もこれらの取組
みを推進するとともに、徴収困難な高額滞納者の生活実態、保有資産の状況調査を継続するなど、個人住
民税給与特別徴収完全実施に向けた取組みを推進する。
・課税面においては引き続き課税客体の適正把握に努める。

3

4
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H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2,676,639 3,239,315 3,082,555 3,086,927 3,091,249 3,096,195 － －

112.3 107.4 90.9 89.5 83.9 90.6 － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

3,128,200 5,389,000 6,682,600 13,187,600 8,512,500 12,050,000 － －

－ －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

3

事業名

０％以下（１７．
５％）

600

政策名

成
果
指
標

90.0
以下

600630

成果・今後の方向性

財政調整基金積立事業
単位千円

実践プログラム【主な事業計画】

職員数（人）

政
策
評
価

17.0
（H18）

15

活
動
指
標
等

653
741

（H17.10）
600

達成状況　（年度末見込み）

612

　職員採用について、大量退職のピークを迎えている中、年齢構成の平準化に留意しつつ求める人材を明
確にして年４回の採用試験を行い、ＩＪＵターン者枠、障がい者枠をはじめ、多様な職種で新規職員を確
保した。人材確保は極めて重要な組織課題であり、年齢構成の平準化に留意しつつ、引き続き工夫を凝ら
した採用試験に取り組む。
　役職段階や勤続年数を考慮した研修体系に基づく、計画的な研修事業の推進に努めた。今後も、自己選
択実践型の研修、職場内でのＯＪＴ研修などを積極的に実施し、主体的に考え行動する職員の育成をさら
に進める。
　職員数が限られる中、簡素で効率的な行政運営をさらに推し進めるため、適宜組織機構の見直しを図
る。
  行財政構造改革の推進については、健全な財政運営に基づき２７年度事業が実施された。今後は新庁舎
建設や武生中央公園整備、北陸新幹線南越駅(仮称)周辺整備などの大型プロジェクトや、社会保障経費の
伸びによる多額の財政負担が確実視されることから、人口減少も踏まえ、２９年度からの新たな市行財政
構造改革プログラム及び実行計画を策定する。
　ふるさと納税については、インターネットを介した寄附の手軽さと、越前和紙や越前打刃物等の市の特
産品のＰＲにより寄附額が増加した。今後は市のＰＲの手段としても、ふるさと納税制度を活用してい
く。

11.8

第１節
自立した行財政運営の
確立

600 －

12.7 11.2 －

指標名

経常収支比率（％）

達成状況年度末見込み

指標名

84.7
89.9

（H17）
86.7 87.7 89.789.2 －

－

－

年度末残高：標準財政
規模の５％（９億円）
以上

３００％以下（３５
０％）

０％以下（１２．
５％）

ふるさと納税寄附金額

－88.2

実践プログラム【数値目標】

（　）は、国が示す早期健全化基準

実質公債費比率（％）

ふるさと納税

連結実質赤字比率

実質赤字比率【実質収
支比率】

将来負担比率

10.312.4 10.6
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達成度

達成度

4

4

施
策
評
価

【評価及び今後の方向性等】
・丹南広域組合の自治体クラウド推進事業は計画どおり事業が進んだ。今後もマイナンバー制度に伴う
システム改修や情報システムセキュリティ強化に向け、丹南広域組合及び関係市町が連携し取り組んで
いく。
・原子力災害発生時の広域避難先である石川県小松市、能美市及び坂井市、あわら市の施設状況などに
ついて現地調査を実施し、現地調査結果一覧表をホームページで公表した。今後、より詳細なカルテの
作成に取り組む。
・地域連携の推進として、今後も丹南市町の協力体制を強化していく。

第２節
行政の広域化への対応

政
策
評
価

政策名 成果・今後の方向性

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第６章　地方分権に対応した行財政運営
第２節　行政の広域化への対応

施策名 結果・成果の分析及び評価

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・丹南広域組合の電算業務において、２６年度締結した自治体クラウド事業を本年度から運用開始す
る。
・丹南広域組合及び関係市町で、マイナンバー制度に伴うシステム改修及びコンビニ交付システム導入
に向けた協議を行う。
・原子力災害発生時において、本市の広域避難先となる石川県小松市、能美市及び福井県坂井市、あわ
ら市と具体的な体制整備の協議を進める。
・地域連携の推進として、丹南広域組合の５市町長が、丹南地区選出県議会議員とともに県知事に重要
要望活動を実施する。

【結果及び成果の分析】
・丹南広域組合の自治体クラウドの運用は、住基システムが２７年６月から、その他基幹系業務システ
ムが９月から運用開始した。
・丹南広域組合において、マイナンバー制度に伴う番号連携サーバを購入し各市町に設置した。
・各種証明書等のコンビニ交付について、丹南広域組合及び関係市町で協議し、２９年４月開始で合意
した。
・原子力災害発生時の広域避難先である石川県小松市、能美市及び坂井市、あわら市の１２６箇所の施
設状況や道路等周辺環境について現地調査を実施し、取りまとめた現地調査結果の一覧表をホームペー
ジで公表した。
・地域連携の推進として、丹南広域組合の５市町の長、丹南地区選出県議会議員とともに２７年　１１
月２日に県知事に対し重要要望活動を実施した。北陸新幹線の着実な整備や原子力防災体制の整備、鳥
獣害対策の強化など丹南地区における重要施策の実現に向け、丹南市町の首長と協力することで広域連
携による効果的な事業推進を図った。

（1）
行政の広域化への対応

　丹南広域組合の自治体クラウド推進事業は、平成２７年６月から住民記録等のシステムを先行運用開
始し、システム処理関係の夜間作業がなくなり、業務量が大幅に軽減され、経費の削減も想定どおりの
削減状況となった。今後もマイナンバー制度に伴うシステム改修や情報システムセキュリティ強化に向
け、丹南広域組合及び関係市町が連携して取り組んでいく。
　原子力災害発生時の広域避難先である石川県小松市、能美市及び福井県坂井市、あわら市の１２６箇
所の施設状況などについて現地調査を実施し、現地調査結果の一覧表をホームページで公表した。今
後、より詳細なカルテの作成に取り組む。
  地域連携による広域的行政課題の解決を目指し、２７年１１月２日に丹南広域組合が県知事に対し重
要要望書を提出した。広域で解決すべき課題が今後増えることも想定されるため、引き続き丹南市町の
協力体制を強化していく。
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達成度

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

3.77 4.56 6.86 5.92 8.69 8.50 － －

12.03 9.89 11.19 11.88 12.82 14.24 － －

基準値 目標値

（時点） H29 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

達成度

4

政策名 成果・今後の方向性

第３節
電子自治体の推進

　２７年３月に制定した情報セキュリティ-ポリシーに基づき、６月に情報セキュリティポリシー説明会
を開催し、８月に自己点検、１２月に情報セキュリティ監査を実施した。引き続き職員研修の実施や
ネットワークの再構築を行い、情報セキュリティ対策の強化を図る。
　庁内にマイナンバー活用プロジェクトチームを設置し、市の個人番号の独自利用等について検討を行
い、ひとり親家庭の医療費助成、障害者地域生活支援事業等の事務で個人番号を利用することとし、個
人番号の利用条例を制定した。引き続き庁内にマイナンバー活用プロジェクトチームを設置し、国の動
向を注視しながら市民の利便性向上のため、市独自のマイナポータルの活用策やマイナンバーカードの
多目的利用等について検討する。
　個人番号カードの交付については、平日の開庁時間の延長、毎月第２土日の開庁により、２８年３月
末現在で６４９枚交付している。２９年４月導入予定のコンビニ交付に向けて、丹南広域組合をはじめ
関係機関と連携して準備を進め、カードの普及促進を図る。

政
策
評
価

平成２７年度　越前市総合計画等達成度　内部評価票

第６章　地方分権に対応した行財政運営
第３節　電子自治体の推進

施策名 結果・成果の分析及び評価

【今年度の目標、指摘・要請のあった事項に対する取組みの概要】
・電子申請サービスの導入や施設予約システムの未実施施設について、研修会等により新たに取り組む
よう促す。
・庁内情報システムの適切な維持管理及び計画的な更新を行うとともに、情報セキュリティの確保と業
務の効率化を図る。
・マイナンバー制度へのスムーズな対応及び市独自の市民サービス向上策を検討するため、庁内にプロ
ジェクトチームを設置する。
・２８年１月から本格運用されるマイナンバー制度に的確に対応し、個人番号カードの多目的利用等有
効活用を模索する中、カードの普及促進を図る。

ふく-ｅねっと対象施
設数（インターネツト
施設予約）（施設数）

22
（H21）

54 32 41 51

指標名
達成状況　（年度末見込み）

3,775
（H21）

6,500 4,944 －5,206 －5,459

ふく-ｅねっと利用件
数(電子申請・イン
ターネット施設予約）
（件）

活
動
指
標
等

実践プログラム【主な事業計画】

達成状況年度末見込み
事業名 指標名

成
果
指
標

電子市役所整備事業

5,971

電子市役所整備事業

実践プログラム【数値目標】

49

5,268

－

6,032

施
策
評
価

4

【評価及び今後の方向性等】
・電子申請や施設予約システムの利用については、今後も研修会等を開催し、新たなサービス提供に向
けた取組みを促す。
・各種システムの安定稼働のため計画的な機器更新を実施するとともに、職員研修の実施やネットワー
クの再構築を行い、情報セキュリティ対策の強化を図る。
・マイナンバー活用プロジェクトチームでは、国の動向を注視しながら市民の利便性向上のため、市独
自のマイナポータルの活用策やマイナンバーカードの多目的利用等について、今後も引き続き検討す
る。
・２９年４月導入予定のコンビニ交付に向けて、丹南広域組合をはじめ関係機関と連携して準備を進め
る
・マイナンバーカードの普及促進を図る。

【結果及び成果の分析】
・２７年５月に一般・管理者を対象とした電子申請・施設予約システム操作研修会を開催するととも
に、公民館主事連絡会に参加し、新たな対象申請の拡大を依頼した。施設予約では、市制施行１０周年
記念「くらしの便利帳」やホームページ等に利用施設を掲載し、９月には花筐公民館において施設予約
の出前講座を実施し利用促進を図った。本年度は武生中央公園多目的グラウンド、弓道場の工事や移転
に伴い対象施設が２件減少したが利用者は増加し、予約率もアップした。
・庁内ネットワークにおいてはコアスイッチ等の機器更新を行い、システムの安定稼働を図った。
・２７年３月に制定した情報セキュリティ-ポリシーに基づき、職員約１００人を対象に６月に情報セ
キュリティポリシー説明会を開催し、８月に自己点検、１２月に情報セキュリティ監査を実施した。
・庁内にマイナンバー活用プロジェクトチームを設置し、市の個人番号の独自利用等について検討を行
い、ひとり親家庭の医療費助成、障害者地域生活支援事業等の事務で個人番号を利用することとし、個
人番号の利用条例を制定した。
・２７年１２月に個人番号カードの利用に関する条例を制定し、平日の開庁時間延長、毎月第２土日の
開庁により、２８年３月末現在で６４９枚の個人番号カードを交付している。２９年４月導入予定のコ
ンビニ交付に向けて、丹南広域組合をはじめ関係機関と連携して準備を進め、カードの普及促進を図
る。

（1）
電子自治体の推進

－

ふくe-ねっとによる施設予
約率（％）

ふくe-ねっとによる電子申
請率（％）

45 49

-63-


